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法務省民商第７８２号

平成１８年３月３１日

法 務 局 長 殿

地 方 法 務 局 長 殿

法 務 省 民 事 局 長

会社法の施行に伴う商業登記事務の取扱いについて（通達）

会社法（平成１７年法律第８６号 ，会社法の施行に伴う関係法律の整備等に関する法）

律（平成１７年法律第８７号。以下「整備法」という ，会社法施行令（平成１７年政令。）

第３６４号 ，会社法及び会社法の施行に伴う関係法律の整備等に関する法律の施行に伴）

う法務省関係政令の整備等に関する政令（平成１７年政令第３６６号。以下「整備政令」

という ，会社法の施行に伴う関係法律の整備等に関する法律の施行に伴う経過措置を定。）

める政令（平成１７年政令第３６７号。以下「経過措置政令」という ，会社法施行規則。）

（平成１８年法務省令第１２号。以下「施行規則」という ，会社計算規則（平成１８年。）

法務省令第１３号。以下「計算規則」という ，電子公告規則（平成１８年法務省令第１。）

４号 及び商業登記規則等の一部を改正する省令 平成１８年法務省令第１５号 以下 改） （ 。 「

正省令」という ）が本年５月１日から施行されますが，これに伴う商業登記事務の取扱。

いについては，下記の点に留意するよう，貴管下登記官に周知方取り計らい願います。

， 「 」 （ ） ，なお 本通達中 有法 とあるのは廃止前の有限会社法 昭和１３年法律第７４号 を

「特例法」とあるのは廃止前の株式会社の監査等に関する商法の特例に関する法律（昭和

４９年法律第２２号）を 「商登法」とあるのは改正後の商業登記法（昭和３８年法律第，

１２５号）を 「商登規」とあるのは改正後の商業登記規則（昭和３９年法務省令第２３，

） ，「 」 （ ） ，号 を 登税法 とあるのは改正後の登録免許税法 昭和４２年法律第３５号 をいい

特に改正前の条文を引用するときは 「旧」の文字を冠するものとします。，

記

第１部 本通達の趣旨

本通達は，会社法の施行に伴い，株式会社（設立，株式及び新株予約権，機関，計算

等並びに解散及び清算 ，有限会社，持分会社（設立，社員の加入及び退社，計算等，）

種類の変更並びに解散及び清算 ，組織再編，外国会社，商業登記に関するその他の改）

正及び経過措置について，登記事務処理上留意すべき事項を明らかにしたものである。
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なお，会社法の規定による登記に関する登記記録例は，別に定めるところによるもの

とする。

第２部 株式会社

第１ 設立

１ 設立の手続

(1) 定款の絶対的記載事項

定款の絶対的記載事項は，目的，商号，本店の所在地，設立に際して出資され

る財産の価額又はその最低額並びに発起人の氏名又は名称及び住所に限定された

（会社法第２７条 。）

発行可能株式総数，設立時発行株式の数又は会社の公告方法を原始定款で定め

ていないときは，発行可能株式総数及び設立時発行株式の数については(3)の手

続により決定するとされ，会社の公告方法については官報に掲載する方法とする

とされた（会社法第９３９条第４項 。）

(2) 最低資本金制度の廃止

資本の額は１０００万円を下ることができないとする最低資本金制度（旧商法

（明治３２年法律第４８号）第１６８条ノ４参照）は，廃止された。

なお，設立時の資本金の額に関する事項は，発起人の全員の同意により定めな

ければならず（会社法第３２条第１項 ，その額は，会社法第４４５条及び計算）

規則第７４条第１項に定めるところによる（第４の２参照）が，０円となる場合

もあり得る。

(3) 設立時発行株式の数及び発行可能株式総数の決定方法

設立時発行株式の数の定めが定款にないときは，発起人全員の同意により，こ

れを定めなければならないとされた（会社法第３２条第１項，第５８条第１項，

第２項 。）

発行可能株式総数の定めが定款にないときは，設立過程における株式の引受状

況等を踏まえて，会社の成立の時までに，発起設立にあっては発起人全員の同意

により，募集設立にあっては創立総会の決議により，定款を変更してその定めを

設けなければならないとされた（会社法第３７条第１項，第２項，第９８条 。）

公開会社における設立時発行株式の数は，旧商法と同様に，発行可能株式総数

の４分の１を下ることができない（会社法第３７条第３項 。）

なお，設立時発行株式の数の決定方法に関する改正に伴い，出資の履行をしな

い発起人も，払込みをしない設立時募集株式の引受人と同様に，設立時発行株式

の株主となる権利を失うとされ（会社法第３６条第３項，第６３条第３項 ，発）

起人及び会社成立時の取締役の引受・払込担保責任（旧商法第１９２条第１項，

第２項参照）は，廃止された。
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(4) 検査役の調査を要しない現物出資財産等の範囲の拡大

ア 現物出資の目的である財産又は会社成立後に譲り受けることを約した財産

（会社法第２８条第１号，第２号。以下「現物出資財産等」という ）につい。

て定款に記載された価額の総額が５００万円を超えない場合には，その資本金

の額に対する割合を問わず，検査役の調査を要しないとされた（会社法第３３

条第１０項第１号 。）

イ 現物出資財産等のうち，市場価格のある有価証券について定款に記載された

価額が当該有価証券の市場価格（定款の認証の日における最終市場価格（当該

日に売買取引がない場合等にあっては，その後最初にされた売買取引の成立価

格）又は公開買付け等に係る契約における価格のうちいずれか高い額）を超え

ない場合には，取引所の相場のあるものでなくても，検査役の調査を要しない

とされた（会社法第３３条第１０項第２号，施行規則第６条 。）

市場価格のある有価証券には，証券取引所に上場されているもののほか，店

頭登録株式（外国の店頭登録を含む ，日本証券業協会のグリーンシート銘柄。）

株式等が該当する。

(5) 発起設立の場合における払込金保管証明の義務の廃止

出資に係る金銭の払込みは 旧商法と同様に 発起人が定めた銀行等 以下 払， ， （ 「

込取扱機関」という ）にしなければならないが，発起設立について，払込取扱。

機関の払込金保管証明の義務は，廃止された（会社法第３４条第２項，第６３条

第１項，第６４条 。）

(6) 設立時役員等の選任

設立中の会社における設立時役員等という概念が設けられ，発起設立にあって

は発起人の議決権の過半数により，募集設立にあっては創立総会の決議により，

１名以上の設立時取締役（取締役会設置会社においては，３名以上の設立時取締

役）を選任し，設立しようとする会社が会計参与設置会社，監査役設置会社又は

会計監査人設置会社であるときは，それぞれ設立時会計参与，設立時監査役又は

設立時会計監査人を選任しなければならないとされた（会社法第３８条から第４

０条まで，第８８条 。）

また，設立時取締役は，その過半数をもって，設立しようとする会社が，取締

役会設置会社（委員会設置会社を除く ）であるときは設立時代表取締役を選定。

し，委員会設置会社であるときは設立時委員，設立時執行役及び設立時代表執行

役を定めなければならないとされた（会社法第４７条，第４８条 。）

(7) 創立総会及び種類創立総会

ア 招集手続の簡素化

(ｱ) 招集通知の発送期限
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創立総会（種類創立総会を含む。以下同じ ）の招集通知は，設立しよう。

とする会社が公開会社でない場合には，会日の１週間（取締役会設置会社で

ない場合において，これを下回る期間を定款で定めたときは，その期間）前

までに発すれば足りるとされた（会社法第６８条第１項，第８６条 。）

(ｲ) 招集地

創立総会の招集地について，原則として本店の所在地又はこれに隣接する

（ ， ）地であることを要する旨の制限 旧商法第１８０条第３項 第２３３条参照

は，廃止された。

イ 創立総会の議事録

創立総会の議事録は，出席した発起人，設立時取締役その他の役員の氏名又

は名称等を内容としなければならないとされ（施行規則第１６条第３項，第１

７条 ，議長及び出席した取締役の署名又は記名押印の法律上の義務（旧商法）

第１８０条第３項，第２４４条第３項参照）は，廃止された。

ウ 創立総会の決議の省略の制度の創設

創立総会についても，株主総会と同様に（会社法第３１９条，旧商法第２５

３条参照 ，決議の省略の制度が創設され，発起人が創立総会の目的である事）

項について提案した場合において，当該提案につき設立時株主の全員が書面又

は電磁的記録により同意の意思表示をしたときは，当該提案を可決する旨の創

立総会の決議があったものとみなすとされた（会社法第８２条，第８６条 。）

この場合には，決議があったものとみなされた事項の内容等を内容とする議事

録を作成するとされた（施行規則第１６条第４項第１号 。）

(8) 会社成立前における定款の変更

公証人の認証を受けた定款は，会社の成立前は，次の場合を除き，変更するこ

とができないとされた（会社法第３０条第２項 。）

ア 裁判所が現物出資財産等についての定款の記載事項を不当と認め，これを変

更する決定をした場合（会社法第３３条第７項）

イ アの決定の確定後１週間以内に，発起人の全員の同意により，当該決定によ

り変更された事項についての定めを廃止する場合（会社法第３３条第９項）

ウ (3)により発行可能株式総数の定めを設け，又は変更する場合（会社法第３

７条第１項，第２項）

エ 創立総会の決議による場合（会社法第９６条）

ただし，発起設立の場合において，変更に係る事項を明らかにし，発起人が署

名又は記名押印した書面に公証人の認証を受けたときは，変更後の定款による設

立登記の申請を受理して差し支えない（昭和３２年８月３０日付け法務省民事甲

第１６６１号当職回答参照 。）
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(9) 設立時取締役及び発起人の権限の見直し

設立中の会社における業務執行の決定は，原則として発起人が行うとされ，定

款に別段の定めがない場合には，設立時取締役は，設立時代表取締役又は設立時

委員の選定その他会社法に規定のある事項に限り，業務執行の決定を行うとされ

た。

したがって，会社の成立前は，定款記載の最小行政区画内における本店の所在

， ， ， ，場所の決定 支店の所在場所の決定 支配人の選任 株主名簿管理人の決定等は

定款に別段の定めがない限り，発起人の議決権の過半数によることとなる。

２ 設立の登記の手続

(1) 登記期間

設立の登記は，本店の所在地においては次に掲げる日のいずれか遅い日から２

週間以内に，支店の所在地においては本店の所在地における設立の登記をした日

から２週間以内にしなければならないとされた（会社法第９１１条第１項，第２

項，第９３０条第１項第１号 。）

ア 発起設立の場合

(ｱ) 設立時取締役等による調査が終了した日（委員会設置会社にあっては，設

立時代表執行役が設立時取締役等から調査を終了した旨の通知を受けた日）

(ｲ) 発起人が定めた日

イ 募集設立の場合

(ｱ) 創立総会の終結の日

(ｲ) 会社法第８４条の種類創立総会の決議をしたときは，当該決議の日

(ｳ) 会社法第９７条の創立総会の決議をしたときは，当該決議の日から２週間

を経過した日

(ｴ) 会社法第１００条第１項の種類創立総会の決議をしたときは，当該決議の

日から２週間を経過した日

(ｵ) 会社法第１０１条第１項の種類創立総会の決議をしたときは，当該決議の

日

(2) 登記すべき事項

ア 本店の所在地において登記すべき事項は，次のとおりとされた（会社法第９

１１条第３項 。）

(ｱ) 目的

(ｲ) 商号

(ｳ) 本店及び支店の所在場所

(ｴ) 存続期間又は解散の事由についての定款の定めがあるときは，その定め

(ｵ) 資本金の額
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(ｶ) 発行可能株式総数

(ｷ) 発行する株式の内容（種類株式発行会社にあっては，発行可能種類株式総

数及び発行する各種類の株式の内容）

(ｸ) 単元株式数についての定款の定めがあるときは，その単元株式数

(ｹ) 発行済株式の総数並びにその種類及び種類ごとの数

(ｺ) 株券発行会社であるときは，その旨

(ｻ) 株主名簿管理人を置いたときは，その氏名又は名称及び住所並びに営業所

(ｼ) 新株予約権を発行したときは，次に掲げる事項

ａ 新株予約権の数

ｂ 新株予約権の目的である株式の数（種類株式発行会社にあっては，株式

の種類及び種類ごとの数）又はその数の算定方法

ｃ 募集新株予約権と引換えに金銭の払込みを要しないこととする場合に

は，その旨

ｄ ｃ以外の場合には，募集新株予約権の払込金額又はその算定方法

ｅ 当該新株予約権の行使に際して出資される財産の価額又はその算定方法

ｆ 金銭以外の財産を当該新株予約権の行使に際してする出資の目的とする

ときは，その旨並びに当該財産の内容及び価額

ｇ 当該新株予約権を行使することができる期間

ｈ ｅからｇまでのほか，新株予約権の行使の条件を定めたときは，その条

件

ｉ 取得条項付新株予約権については，一定の事由が生じた日に会社がその

新株予約権を取得する旨及びその事由，その取得と引換えに交付する株式

の種類及び種類ごとの数又は新株予約権の内容及び数等

(ｽ) 取締役の氏名

(ｾ) 代表取締役の氏名及び住所（委員会設置会社である場合を除く ）。

(ｿ) 取締役会設置会社であるときは，その旨

(ﾀ) 会計参与設置会社であるときは，その旨並びに会計参与の氏名又は名称及

び計算書類等の備置き場所

(ﾁ) 監査役設置会社（監査役の監査の範囲を会計に関するものに限定する旨の

定款の定めがある会社を含む ）であるときは，その旨及び監査役の氏名。

(ﾂ) 監査役会設置会社であるときは，その旨及び監査役のうち社外監査役であ

るものについて社外監査役である旨

(ﾃ) 会計監査人設置会社であるときは，その旨及び会計監査人の氏名又は名称

(ﾄ) 一時会計監査人の職務を行うべき者を置いたときは，その氏名又は名称

(ﾅ) 特別取締役による議決の定めがあるときは，その旨，特別取締役の氏名及
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び取締役のうち社外取締役であるものについて社外取締役である旨

(ﾆ) 委員会設置会社であるときは，その旨，取締役のうち社外取締役であるも

のについて社外取締役である旨，各委員会の委員及び執行役の氏名並びに代

表執行役の氏名及び住所

(ﾇ) 取締役，会計参与，監査役，執行役又は会計監査人の責任の免除について

の定款の定めがあるときは，その定め

(ﾈ) 社外取締役，会計参与，社外監査役又は会計監査人が負う責任の限度に関

する契約の締結についての定款の定めがあるときは，その定め

(ﾉ) (ﾈ)の定款の定めが社外取締役に関するものであるときは，取締役のうち

社外取締役であるものについて，社外取締役である旨

(ﾊ) (ﾈ)の定款の定めが社外監査役に関するものであるときは，監査役のうち

社外監査役であるものについて，社外監査役である旨

(ﾋ) 貸借対照表を電磁的方法により開示するときは，貸借対照表の内容である

情報について不特定多数の者がその提供を受けるために必要な事項であって

法務省令で定めるもの（施行規則第２２０条第１項第１号。具体的には，当

該情報が掲載されているウェブページのアドレス）

(ﾌ) 公告方法についての定款の定めがあるときは，その定め

(ﾍ) 電子公告を公告方法とするときは，次に掲げる事項

ａ 電子公告により公告すべき内容である情報について不特定多数の者がそ

の提供を受けるために必要な事項であって法務省令で定めるもの（施行規

則第２２０条第１項第２号。具体的には，当該情報が掲載されているウェ

ブページのアドレス）

ｂ 事故その他のやむを得ない事由によって電子公告による公告をすること

ができない場合の公告方法について定款の定めがあるときは，その定め

(ﾎ) (ﾌ)の定款の定めがないときは，官報により掲載する方法を公告方法とす

る旨

イ 支店の所在地において登記すべき事項は，次に掲げる事項（以下「支店登記

事項」という ）に限定された（会社法第９３０条第２項 。。 ）

(ｱ) 商号

(ｲ) 本店の所在場所

(ｳ) 支店（その所在地を管轄する登記所の管轄区域内にあるものに限る ）の。

所在場所

(3) 添付書面

本店の所在地における設立の登記の申請書には，代理人によって申請する場合

のその権限を証する書面及び官庁の許可を要する場合のその許可書（商登法第１
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， 。 ，８条 第１９条 本店の所在地における申請については原則として妥当するため

以下においては記載を省略する ）のほか，次の書面を添付しなければならない。

とされた（商登法第４７条第２項 。）

ア 定款

イ 募集設立の場合には，設立時募集株式の引受けの申込み又は会社法第６１条

の契約を証する書面

具体的には，株式申込証，払込取扱機関の作成に係る証明書，設立時募集株

式の総数の引受けを証する契約書等がこれに該当する。

ウ 定款に会社法第２８条各号に掲げる事項（以下「変態設立事項」という ）。

についての記載があるときは，次に掲げる書面

(ｱ) 検査役又は設立時取締役（設立しようとする会社が監査役設置会社である

場合にあっては，設立時取締役及び設立時監査役）の調査報告を記載した書

面及びその附属書類

これらの書面は，定款に変態設立事項の定めがある場合に限り添付しなけ

ればならないとされ，創立総会が検査役を選任した場合におけるその調査報

告書（旧商法第１８４条第３項参照）及び定款に変態設立事項の定めがない

場合における設立時取締役等の調査報告書（平成２年１２月２５日付け法務

省民四第５６６６号当職通達参照）は，添付を要しないとされた。

(ｲ) 会社法第３３条第１０項第２号に掲げる場合には，有価証券の市場価格を

証する書面

定款の認証の日における最終市場価格（当該日に売買取引がない場合等に

あっては，その後最初にされた売買取引の成立価格）又は公開買付け等に係

る契約における価格のうちいずれか高い額（施行規則第６条）を証する必要

があり，定款の認証の日の属する月の前月の毎日の最終価格の平均額を証す

るもの（平成２年１２月２５日付け法務省民四第５６６６号当職通達参照）

では足りない。

(ｳ) 会社法第３３条第１０項第３号に掲げる場合には，弁護士等の証明を記載

した書面及びその附属書類

エ 検査役の報告に関する裁判があったときは，その謄本

オ 会社法第３４条第１項の規定による払込みがあったことを証する書面（募集

設立の場合には，払込取扱機関の払込金の保管に関する証明書）

発起設立の場合には，次に掲げる書面をもって，払込みがあったことを証す

る書面として取り扱って差し支えない。

(ｱ) 払込金受入証明書（別紙１）

(ｲ) 設立時代表取締役又は設立時代表執行役の作成に係る払込取扱機関に払い
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込まれた金額を証明する書面に次の書面のいずれかを合てつしたもの

ａ 払込取扱機関における口座の預金通帳の写し

ｂ 取引明細表その他の払込取扱機関が作成した書面

募集設立の場合における払込取扱機関の証明書については，従来の様式（昭

和４６年６月９日付け法務省民四第３０２号法務省民事局第四課長通知参照）

に代えて，別紙２の株式払込金保管証明書をもって，これに該当するものとし

て取り扱って差し支えない。

カ 株主名簿管理人を置いたときは，その者との契約を証する書面

キ 設立時取締役が設立時代表取締役を選定したときは，これに関する書面

ク 設立しようとする会社が委員会設置会社であるときは，設立時執行役の選任

並びに設立時委員及び設立時代表執行役の選定に関する書面

ケ 創立総会の議事録

コ 設立時取締役，設立時監査役及び設立時代表取締役（設立しようとする会社

が委員会設置会社である場合にあっては，設立時取締役，設立時委員，設立時

執行役及び設立時代表執行役）が就任を承諾したことを証する書面

サ コの書面の設立時取締役（設立しようとする会社が取締役会設置会社である

場合にあっては，設立時代表取締役又は設立時代表執行役）の印鑑につき市区

町村長の作成した証明書（商登規第６１条第２項，第３項）

取締役会設置会社以外の会社にあっては改正前の有限会社と同様に（旧商登

規第９３条 ，取締役会設置会社にあっては改正前の株式会社と同様に（旧商）

登規第８０条第２項 ，就任承諾書の印鑑に係る印鑑証明書を添付しなければ）

ならないとされた。

シ 設立時会計参与又は設立時会計監査人を選任したときは，次に掲げる書面

(ｱ) 就任を承諾したことを証する書面

(ｲ) これらの者が法人であるときは，当該法人の登記事項証明書

当該法人が登記された登記所に登記の申請をする場合において，当該法人

の登記簿からその代表者の資格を確認することができるときは，添付を要し

ないものとする（登記事項証明書が添付書面となる場合については原則とし

て妥当するため，以下においては記載を省略する 。。）

(ｳ) これらの者が法人でないときは，会社法第３３３条第１項又は第３３７条

第１項に規定する資格者であることを証する書面

公認会計士にあっては別紙３－１又は３－２の証明書をもって，税理士に

あっては別紙４の証明書をもって，資格者であることを証する書面として取

り扱って差し支えない。

ス 特別取締役による議決の定めがあるときは，特別取締役の選定及びその選定
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された者が就任を承諾したことを証する書面

具体的には，定款，発起人の同意書等が特別取締役の選定を証する書面に該

当する。

セ 登記すべき事項につき発起人全員の同意又はある発起人の一致を要するとき

は，その同意又は一致があったことを証する書面（商登法第４７条第３項）

(ｱ) 次に掲げる場合等には，発起人全員の同意があったことを証する書面を添

付しなければならない。

ａ 発起人がその割当てを受ける設立時発行株式の数その他の設立時発行株

式に関する事項を定めた場合（会社法第３２条）

， （ ）ｂ 発起人が発行可能株式総数を定め 又は変更した場合 会社法第３７条

ｃ 募集設立の場合において，発起人が設立時募集株式の数その他の設立時

募集株式に関する事項を定めたとき（会社法第５８条第１項）

(ｲ) 次に掲げる場合等には，発起人の過半数の一致があったことを証する書面

を添付しなければならない。

ａ 発起設立の場合において，発起人が設立時取締役，設立時会計参与，設

（ ）立時監査役又は設立時会計監査人を選任したとき 会社法第４０条第１項

ｂ 発起人が設立時の本店又は支店の所在場所，株主名簿管理人等を定めた

場合（１の(9)参照）

ソ 資本金の額が会社法及び計算規則の規定に従って計上されたことを証する書

面（商登規第６１条第５項）

具体的には 設立時代表取締役又は設立時代表執行役の作成に係る証明書 計， （

算規則第７４条第１項第１号イからハまで及び第２号の額又はその概算額を示

す等の方法により，資本金の額が会社法及び計算規則に従って計上されたこと

を確認することができるもの）等がこれに該当する。

タ 創立総会の決議があったものとみなされる場合（１の(7)のウ参照）には，

当該場合に該当することを証する書面（商登法第４７条第４項）

この場合にも，創立総会の議事録を作成するとされた（施行規則第１６条第

４項第１号）ため，当該議事録をもって当該場合に該当することを証する書面

として取り扱って差し支えない。

なお，支店の所在地における設立の登記の申請書には，本店の所在地において

した登記を証する書面を添付すれば足りる（商登法第４８条第１項 。）

(4) 登録免許税額

設立の登記の登録免許税額は，改正前と同様に，申請１件につき，本店の所在

地においては資本金の額の１０００分の７（これによって計算した税額が１５万

円に満たないときは １５万円 支店の所在地においては９０００円である 登， ）， （
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税法別表第一第１９号（一）イ （二）イ 。， ）

第２ 株式及び新株予約権

１ 発行可能株式総数

発行可能株式総数は，公開会社にあっては発行済株式の総数の４倍を超えること

ができないが，この規律は，定款を変更して発行可能株式総数を増加する場合に適

用され，株式の消却又は併合により発行済株式の総数が減少する場合には適用され

ないとされた（会社法第１１３条第３項参照 。）

２ 株式の内容

(1) 発行する全部の株式の内容

ア 全部の株式の内容に係る定めの創設

会社は，その発行する全部の株式の内容として，譲渡制限株式，取得請求権

付株式又は取得条項付株式に係る事項を定めることができるとされた（会社法

第１０７条第１項 。）

これらの事項を定めるときは，次に掲げる区分に応じ，次の事項を定款で定

めなければならない（会社法第１０７条第２項 。）

(ｱ) 譲渡制限株式

ａ 株式を譲渡により取得することについて会社の承認を要する旨

ｂ 一定の場合においては会社が株式の譲渡に係る承認をしたものとみなす

ときは，その旨及び当該一定の場合

(ｲ) 取得請求権付株式

ａ 株主が会社に対して株式を取得することを請求することができる旨

ｂ 株式１株を取得するのと引換えに株主に対して新株予約権その他の財産

を交付するときは，その内容等

ｃ 株主が会社に対して株式を取得することを請求することができる期間

(ｳ) 取得条項付株式

ａ 一定の事由が生じた日に会社が株式を取得する旨及びその事由

ｂ 会社が別に定める日が到来することをもってａの事由とするときは，そ

の旨

ｃ ａの事由が生じた日に株式の一部を取得することとするときは，その旨

及び取得する株式の一部の決定の方法

ｄ 株式１株を取得するのと引換えに株主に対して新株予約権その他の財産

を交付するときは，その内容等

イ 全部の株式の内容に係る定めの設定の手続

(ｱ) 譲渡制限株式の定めの設定

旧商法と同様に，株主総会の特殊決議を得なければならない（会社法第３
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０９条第３項第１号）ほか，株券発行会社は，株式の全部について株券を発

行していない場合を除き，定款変更の効力発生日までに株券を提出しなけれ

ばならない旨を当該日の１か月前までに公告し，かつ，株主及び登録株式質

権者に各別に通知しなければならない（会社法第２１９条第１項第１号 。）

なお，将来行使される新株予約権があるときは譲渡制限株式の定めを設定

することができないとする制限（旧商法第３４８条第３項参照）は，廃止さ

れ，新株予約権者に一定の保護を与えるものとして，新株予約権買取請求の

手続が創設された（会社法第１１８条 。）

(ｲ) 取得請求権付株式の定めの設定

当該定めを設定するには，株主総会の特別決議を得なければならない（会

社法第４６６条，第３０９条第２項第１１号 。）

(ｳ) 取得条項付株式の定めの設定

当該定めを設定するには，株主全員の同意を得なければならないとされた

（会社法第１１０条 。）

(2) 各種類の株式の内容

ア 各種類の株式の内容に係る定めに関する改正

(ｱ) 各種類の株式の内容

会社は，各種類の株式の内容として，次に掲げる事項を定めることができ

るとされた（会社法第１０８条第１項 。）

ａ 剰余金の配当

ｂ 残余財産の分配

ｃ 株主総会において議決権を行使することができる事項

ｄ 譲渡制限株式に係る事項

ｅ 取得請求権付株式に係る事項

ｆ 取得条項付株式に係る事項

ｇ 全部取得条項付種類株式に係る事項

ｈ 株主総会（取締役会設置会社にあっては株主総会又は取締役会，清算人

会設置会社にあっては株主総会又は清算人会）において決議すべき事項の

うち，当該決議のほか，当該種類株主総会の決議があることを必要とする

もの

ｉ 当該種類株主総会において取締役又は監査役を選任すること。

これらの事項を定めるときは，原則として，その具体的内容及び発行可能

種類株式総数を定款で定めなければならない（会社法第１０８条第２項）と

ころ，ａからｃまで及びｉは旧商法第２２２条第１項の数種の株式に，ｈは

同条第９項の定款の定めに相当し，ｄからｆまでは(1)のアとおおむね同様
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であり，新たに創設されたｇの事項については，取得対価の価額の決定の方

法（株主総会の決議をすることができるか否かについての条件を定めるとき

は，その条件を含む ）を定めなければならないとされた（会社法第１０８。

条第２項第７号 。）

なお，株式の買受け又は利益をもってする株式の消却について内容の異な

る種類株式の制度（旧商法第２２２条第１項第３号，第４号参照）は，廃止

され，同様の実質は，取得請求権付株式又は取得条項付株式の利用により行

うことができるとされた。

(ｲ) (ｱ)以外の各種類の株式の内容

会社が会社法第３２２条第１項各号に掲げる行為をする場合において，あ

る種類の株式の種類株主に損害を及ぼすおそれがあるときは，原則として，

種類株主総会の決議がなければ，その効力を生じないが，会社は，当該場合

における種類株主総会の決議を要しない旨を定款で定めることができ，この

定めも，各種類の株式の内容とされた（同条第２項 。）

(ｳ) 定款で各種類の株式の内容の要綱を定めれば足りる場合

次に掲げる事項について内容の異なる種類の株式に関しては，その区分に

応じ，次の事項の全部又は一部につき，当該種類の株式を初めて発行する時

までに，株主総会（取締役会設置会社にあっては株主総会又は取締役会，清

算人会設置会社にあっては株主総会又は清算人会）の決議によって定める旨

を定款で定めることができ，その場合には，各種類の株式の内容の要綱を定

款で定めれば足りるとされた（会社法第１０８条第３項，施行規則第２０条

第１項 。）

ａ 剰余金の配当 配当財産の種類以外の事項

ｂ 残余財産の分配 残余財産の種類以外の事項

ｃ 株主総会において議決権を行使することができる事項 当該種類の株式

につき議決権の行使の条件を定める場合におけるその条件

ｄ 取得請求権付株式に係る事項 次に掲げる事項以外の事項

(a) 株主が会社に対して株式を取得することを請求することができる旨

(b) 株式１株を取得するのと引換えに当該種類の株主に対して交付する財

産の種類

ｅ 取得条項付株式に係る事項 次に掲げる事項以外の事項

(a) 一定の事由が生じた日に会社が株式を取得する旨

(b) 会社が別に定める日が到来することをもって(a)の事由とする場合に

おけるその事由

(c) (a)の事由が生じた日に株式の一部を取得することとする場合におけ
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るその旨及び取得する株式の一部の決定の方法（当該種類の株式の株主

の有する当該種類の株式の数に応じて定めるものを除く ）。

(d) 株式１株を取得するのと引換えに当該種類の株主に対して交付する財

産の種類

ｆ 全部取得条項付種類株式に係る事項 当該株主総会の決議をすることが

できるか否かについての条件を定める場合におけるその条件

ｇ (ｱ)のｈに掲げる事項 当該種類株主総会の決議を必要とする条件を定

める場合におけるその条件

したがって，会社法に基づき発行される各種類の株式については，定款で

その内容の要綱を定めた場合でも，当該種類の株式を初めて発行する時まで

に具体的な内容を定めることを要するため，１の種類の株式につきその発行

時期に応じて異なる優先配当額を定める取扱い（旧商法第２２２条第３項，

平成２年１２月２５日付け法務省民四第５６６６号当職通達参照）は，する

ことができない。

イ 各種類の株式の内容に係る定めの設定の手続

(ｱ) 株主総会の特別決議

これらの定めを設定するには，株主総会の特別決議を得なければならない

（会社法第４６６条，第３０９条第２項第１１号 。）

(ｲ) 種類株主総会の特別決議

株式の種類の追加によりある種類の株式の種類株主に損害を及ぼすおそれ

がある場合には，種類株主総会の特別決議がなければ，その効力を生じない

（会社法第３２２条第１項第１号イ，第３２４条第２項第４号 。）

(ｳ) 特則

ある種類の株式につき次の定めを設定する場合については，更に，次の特

則が定められた。

ａ 譲渡制限株式の定めの設定

当該種類の株式の種類株主等を構成員とする種類株主総会の特殊決議が

なければ，その効力を生じないとされた（会社法第１１１条第２項，第３

２４条第３項第１号）ほか，株券発行会社は，当該種類の株式の全部につ

いて株券を発行していない場合を除き，当該種類の株式につき，(1)のイ

の(ｱ)の手続（以下「株券提供公告等の手続」という ）を行わなければな。

らないとされた（会社法第２１９条第１項第１号 。）

ｂ 取得条項付株式の定めの設定

当該種類の株式を有する株主全員の同意を得なければならないとされた

（会社法第１１１条第１項 。）
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ｃ 全部取得条項付種類株式の定めの設定

当該種類の株式の種類株主等を構成員とする種類株主総会の特別決議が

なければ，その効力を生じないとされた（会社法第１１１条第２項，会社

法第３２４条第２項第１号 。）

ｄ 会社法第３２２条第２項の定めの設定

当該種類の株式の発行後に定款を変更して会社法第３２２条第２項の定

めを設けようとするときは，当該種類の種類株主全員の同意を得なければ

ならないとされた（会社法第３２２条第４項 。）

(ｴ) 定款で各種類の株式の内容の要綱を定めた場合

アの(ｳ)により定款で各種類の株式の内容の要綱を定めた場合には，当該

種類の株式を初めて発行する時までに，その具体的な内容につき，定款の定

めに従い，株主総会（取締役会設置会社にあっては株主総会又は取締役会，

清算人会設置会社にあっては株主総会又は清算人会）の決議を得なければな

らない（会社法第１０８条第３項 。）

(3) 発行する株式の内容等の登記の手続

ア 登記記録の編成

株式会社登記簿の株式・資本区に，(2)の各種類の株式の内容等を記録すべ

き「発行可能種類株式総数及び発行する各種類の株式の内容」欄のほか，(1)

の全部の株式の内容を記録すべき「発行する株式の内容」欄が設けられた（商

登規別表第５ 。）

ただし，譲渡制限株式に係る事項は，改正前と同様に，登記記録中「株式の

譲渡制限に関する規定」欄に記録するものとする。

イ 変更の登記の手続

(ｱ) 登記期間

発行する株式の内容（種類株式発行会社にあっては，発行可能種類株式総

数又は発行する各種類の株式の内容）を変更したときは，２週間以内に，本

店の所在地において，変更の登記をしなければならない（会社法第９１５条

第１項，第９１１条第３項第７号 。）

(ｲ) 登記の事由

登記の事由は 「会社が発行する株式の内容の変更 「発行可能種類株式， 」，

総数及び発行する各種類の株式の内容の変更 「株式の譲渡制限に関する規」，

定の設定」等である。

(ｳ) 登記すべき事項

登記すべき事項は，会社法第１０７条第２項各号又は第１０８条第２項各

号に定める事項（会社法第３２２条第２項の定めを設けた場合にあってはそ
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の定め，会社法第１０８条第３項後段の要綱を定めた場合にあってはその要

綱）及び変更年月日である。

なお，取得請求権付株式又は取得条項付株式を取得するのと引換えに新株

予約権を交付する旨の定めがある場合において，これらの株式の内容を登記

するときは，会社法第１０７条第２項第２号ハ又は第３号ホの新株予約権の

内容として，当該新株予約権の名称（当該新株予約権を特定するもの）を登

記すれば足りる。取得請求権付株式又は取得条項付株式を取得するのと引換

えに社債又は新株予約権付社債を交付する旨の定めがある場合も，同様とす

る。

(ｴ) 添付書面

登記の申請書には，定款変更の決議機関に応じ，株主総会若しくは種類株

主総会の議事録又は株主全員若しくは種類株主全員の同意があったことを証

する書面を添付しなければならない（商登法第４６条 。）

なお，株券発行会社がする譲渡制限株式に係る事項の設定の登記の申請書

には，このほか，株券提供公告をしたことを証する書面（当該株式の全部に

ついて株券を発行していない場合にあっては，株主名簿その他の当該場合に

該当することを証する書面。以下「株券提供公告等関係書面」という ）を。

添付しなければならない（商登法第６２条 。）

(ｵ) 定款で各種類の株式の内容の要綱を定めた場合

(ｱ)から(ｴ)までにより各種類の株式の内容の要綱を登記した場合におい

て，当該種類の株式を初めて発行する時までにその具体的内容を定めたとき

は，発行する各種類の株式の内容の変更の登記をしなければならない（会社

法第９１１条第３項第７号 。）

登記の申請書には，その決議機関に応じ，株主総会（取締役会設置会社に

あっては株主総会又は取締役会，清算人会設置会社にあっては株主総会又は

清算人会）の議事録（登記簿から決議機関が明らかでない場合には，定款を

含む ）を添付しなければならない（商登法第４６条，商登規第６１条第１。

項 。）

(ｶ) 登記の方法

新たに種類株式発行会社となった場合又は種類株式発行会社に該当しなく

なった場合には，申請に係る登記をした後，登記記録中「発行する株式の内

容」欄又は「発行可能種類株式総数及び発行する各種類の株式の内容」欄に

おける従前の登記事項を抹消するとされた（商登規第６９条 。）

３ 募集株式の発行等

(1) 募集株式の発行の手続
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ア 新株発行手続及び自己株式処分手続の一体化

会社の発行する株式の募集の手続及びその処分する自己株式を引き受ける者

の募集の手続が，同一の規律に従うものとされた（会社法第１９９条以下 。）

イ 募集事項等

会社は，アの募集をしようとするときは，募集株式について次の募集事項を

定めなければならないとされ，(ｴ)の払込み等の期間の制度が創設された（会

社法第１９９条第１項 。）

(ｱ) 募集株式の数（種類株式発行会社にあっては，募集株式の種類及び数）

(ｲ) 募集株式の払込金額又はその算定方法

(ｳ) 金銭以外の財産を出資の目的とするときは，その旨並びに当該財産の内容

及び価額

(ｴ) 募集株式と引換えにする金銭の払込み又は(ｳ)の財産の給付の期日又はそ

の期間

(ｵ) 株式を発行するときは，増加する資本金及び資本準備金に関する事項

また，会社は，株主に株式の割当てを受ける権利を与えるときは，募集事項

のほか，その旨及び募集株式の引受けの申込みの期日を定めなければならない

とされた（会社法第２０２条第１項 。）

なお，新株引受権の譲渡及び新株引受権証書の制度（旧商法第２８０条ノ２

第１項第６号，第７号参照）は，廃止され，同様の実質は，新株予約権の無償

割当ての利用により行うことができるとされた。

ウ 募集事項等の決定

(ｱ) 公開会社以外の会社

ａ 株主総会の特別決議

募集事項の決定は，原則として株主総会の特別決議によらなければなら

ないとされた（会社法第１９９条第２項，第３０９条第２項第５号 。）

ｂ 取締役等への委任

株主総会においては，旧商法第２８０条ノ２第４項と同様に，特別決議

によって，委任すべき募集株式の数の上限及び払込金額の下限を定め，募

集事項の決定を取締役（取締役会設置会社にあっては，取締役会）に委任

することができ，その場合には，当該決議は，その後１年以内の募集につ

いて効力を有する（会社法第２００条第１項，第３項，第３０９条第２項

第５号 。）

ｃ 種類株主総会の特別決議

種類株式発行会社における譲渡制限株式に関する募集事項の決定又はそ

の取締役等への委任は，定款に別段の定めがある場合を除き，種類株主総
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会の特別決議がなければ，その効力を生じないとされた（会社法第１９９

条第４項，第２００条第４項，第３２４条第２項第２号 。）

ｄ 株主に株式の割当てを受ける権利を与える場合

ａからｃまでの規律の適用はない（会社法第２０２条第５項 。）

イの募集事項等の決定は，株主総会の特別決議によるが，これを取締役

の決定（取締役会設置会社にあっては，取締役会の決議）によって定める

ことができる旨の定款の定めがある場合には，取締役の決定（取締役会設

置会社にあっては，取締役会の決議）で足りるとされた（会社法第２０２

条第３項，第３０９条第２項第５号 。）

ただし，募集によりある種類の株式の種類株主に損害を及ぼすおそれが

あるときは，種類株主総会の特別決議がなければ，その効力を生じないと

された（会社法第３２２条第１項第４号，第３２４条第２項第４号 。）

(ｲ) 公開会社

ａ 取締役会の決議

募集事項の決定は，原則として取締役会の決議による（会社法第２０１

条第１項，第１９９条第２項 。）

ｂ 株主総会の特別決議

払込金額が募集株式を引き受ける者に特に有利な金額であるときは，募

集事項の決定は，株主総会の特別決議による（会社法第２０１条第１項，

第１９９条第２項，第３０９条第２項第５号 。）

ｃ ｂの場合における取締役会への委任

株主総会の特別決議により募集事項の決定を取締役会に委任することが

， （ ， ，できることは (ｱ)のｂと同様である 会社法第２００条第１項 第３項

第３０９条第２項第５号 。）

ｄ 種類株主総会の特別決議

種類株式発行会社における譲渡制限株式に関する募集事項の決定又はそ

の取締役会への委任について種類株主総会の特別決議が必要とされたこと

， （ ， ，は (ｱ)のｃと同様である 会社法第１９９条第４項 第２００条第４項

第３２４条第２項第２号 。）

ｅ 株主に株式の割当てを受ける権利を与える場合

ａからｄまでの規律の適用はない（会社法第２０２条第５項 。）

イの募集事項等の決定は，取締役会の決議による（会社法第２０２条第

３項第３号 。）

ただし，募集によりある種類の株式の種類株主に損害を及ぼすおそれが

あるときは，種類株主総会の特別決議がなければ，その効力を生じないと



- 19 -

された（会社法第３２２条第１項第４号，第３２４条第２項第４号 。）

エ 募集株式の割当て

， ，会社は 募集株式の総数の引受けを行う契約を締結する場合以外の場合には

募集株式の割当てを受ける者及び割り当てる募集株式の数を決定しなければな

らないが，譲渡制限株式についてのこれらの事項の決定は，定款に別段の定め

がある場合を除き，株主総会の特別決議（取締役会設置会社にあっては，取締

役会の決議）によらなければならないとされた（会社法第２０４条，第２０５

条，第３０９条第２項第５号 。）

オ 検査役の調査を要しない現物出資財産の範囲の拡大

(ｱ) 現物出資財産を給付する募集株式の引受人に割り当てる株式の総数が発行

済株式の総数の１０分の１を超えない場合には，新たに発行する株式の数に

対する割合を問わず，検査役の調査を要しないとされた（会社法第２０７条

第９項第１号 。）

(ｲ) 現物出資財産のうち，市場価格のある有価証券について募集事項として定

められた価額が当該有価証券の市場価格を超えない場合には，取引所の相場

のあるものでなくても，検査役の調査を要しないとされた（会社法第２０７

条第９項第３号，施行規則第４３条 。）

(ｳ) 現物出資財産が会社に対する金銭債権（弁済期が到来しているものに限

る ）であって，当該金銭債権について募集事項として定められた価額が当。

該金銭債権に係る負債の帳簿価額を超えない場合には，検査役の調査を要し

ないとされた（会社法第２０７条第９項第５号 。）

カ 払込金保管証明の義務の廃止

募集株式の引受人による金銭の払込みは，旧商法と同様に，払込取扱機関に

しなければならないが，当該払込取扱機関の払込金保管証明の義務は，廃止さ

れた（会社法第２０８条第１項，旧商法第２８０条ノ１４第１項，第１８９条

参照 。）

キ 株主となる時期

募集事項において，募集株式と引換えにする金銭の払込み又は現物出資財産

の給付の期間を定めた場合には，引受人は，出資の履行をした日に株主となる

とされた（会社法第２０９条第２号 。）

ク 資本金の額

株式の発行に際して増加すべき資本金の額については，会社法第４４５条及

び計算規則第３７条第１項に定めるところによる（第４の２参照 。）

(2) 募集株式の発行による変更の登記の手続

ア 登記期間
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募集株式の発行により登記事項に変更があったときは，募集株式と引換えに

する金銭の払込み又は現物出資財産の給付の期日（一定の期間を定めた場合に

あっては，当該期間の末日）から２週間以内に，本店の所在地において，変更

の登記をしなければならない（会社法第９１５条第１項，第２項 。）

イ 登記すべき事項

登記すべき事項は，発行済株式の総数並びにその種類及び種類ごとの数，資

本金の額並びに変更年月日である。

ウ 添付書面

， （ ）。登記の申請書には 次の書面を添付しなければならない 商登法第５６条

(ｱ) 募集事項等の決定機関（募集株式が譲渡制限株式である場合には，その割

当ての決定機関を含む ）に応じ，株主総会，種類株主総会若しくは取締役。

会の議事録又は取締役の過半数の一致があったことを証する書面（定款の定

めがあることを要する場合にあっては，定款を含む。商登法第４６条，商登

規第６１条第１項）

(ｲ) 募集株式の引受けの申込み又は総数の引受けを行う契約を証する書面

(ｳ) 金銭を出資の目的とするときは，払込みがあったことを証する書面

発起設立の場合における払込みがあったことを証する書面と同様である

（第１の２の(3)のオ参照 。）

(ｴ) 金銭以外の財産を出資の目的とするときは，次に掲げる書面

ａ 検査役が選任されたときは，検査役の調査報告を記載した書面及びその

附属書類

ｂ 会社法第２０７条第９項第３号に掲げる場合には，有価証券の市場価格

を証する書面

ｃ 会社法第２０７条第９項第４号に掲げる場合には，弁護士等の証明を記

載した書面及びその附属書類

ｄ 会社法第２０７条第９項第５号に掲げる場合には，同号の金銭債権につ

いて記載された会計帳簿（当該金銭債権に係る負債の帳簿価額を確認する

ことができるもの）

会計帳簿の記載から当該金銭債権の弁済期の到来の事実を確認すること

ができない場合であっても，会社が期限の利益を放棄していないことが添

付書面から明らかな場合を除き，これを受理して差し支えない。

(ｵ) 検査役の報告に関する裁判があったときは，その謄本

(ｶ) 資本金の額が会社法及び計算規則の規定に従って計上されたことを証する

書面（商登規第６１条第５項）

(3) 募集以外の事由による株式の発行
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ア 取得請求権付株式の取得

(ｱ) 取得請求権付株式の取得と引換えにする株式の発行の手続

取得請求権付株式の株主は，会社に対し，当該株主の有する取得請求権付

株式を取得することを請求することができ，会社は，当該請求の日に，請求

に係る取得請求権付株式を取得するとされた（会社法第１６６条第１項，第

１６７条第１項 。この場合において，株券発行会社にあっては，当該取得）

請求権付株式に係る株券が発行されていないときを除き，当該株券を会社に

提出しなければならない（会社法第１６６条第３項 。）

また，当該種類の株式１株を取得するのと引換えに株主に対して当該会社

， ，の他の株式を交付する旨の定めがあるときは 当該取得の請求をした株主は

当該請求の日に，当該他の株式の株主となるとされた（会社法第１６６条第

２項 。）

この場合には，会社が当該他の株式を発行するか，自己株式を処分するか

にかかわらず，資本金の額は増加しない（計算規則第３８条 。）

(ｲ) 登記の手続

ａ 登記期間

会社による取得請求権付株式の取得のみによっては，登記すべき事項に

変更は生じないが，会社が(ｱ)の当該他の株式を発行した場合には，毎月

末日現在により，当該末日から２週間以内に，本店の所在地において，変

更の登記をしなければならない（会社法第９１５条第３項 。）

ｂ 登記すべき事項

登記すべき事項は，発行済株式の総数並びにその種類及び種類ごとの数

並びに変更年月日である。

ｃ 添付書面

登記の申請書には，旧商法の転換予約権付株式の転換の場合と同様に，

取得請求権付株式の取得の請求があったことを証する書面を添付しなけれ

ばならない（商登法第５８条 。）

イ 取得条項付株式の取得

(ｱ) 取得条項付株式の取得と引換えにする株式の発行の手続

ａ 取得する日及び取得する株式の決定

会社が別に定める日が到来することをもって取得事由とする旨の定めが

ある場合には，会社は，定款に別段の定めがある場合を除き，その日を株

主総会の普通決議（取締役会設置会社にあっては，取締役会の決議）によ

り定め，当該日の２週間前までに，取得条項付株式の株主等に対し通知又

は公告をしなければならないとされた（会社法第１６８条 。）
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取得条項付株式の一部を取得する旨の定めがある場合には，会社は，定

款に別段の定めがある場合を除き，株主総会の普通決議（取締役会設置会

社にあっては，取締役会の決議）によって当該一部の株式を決定し，直ち

に，その株式の株主等に対し通知又は公告をしなければならないとされた

（会社法第１６９条 。）

ｂ 株券提供公告

株券発行会社は，取得条項付株式の全部について株券を発行していない

場合を除き，当該株式に係る株券提供公告等の手続を行わなければならな

いとされた（会社法第２１９条第１項第４号 。）

ｃ 会社による取得条項付株式の取得

会社は，一定の事由が生じた日（取得条項付株式の一部を取得する旨の

定めがある場合には，当該日又はａの通知若しくは公告の日から２週間を

経過した日のいずれか遅い日 に 取得条項付株式を取得するとされた 会） ， （

社法第１７０条第１項 。）

ｄ ｃと引換えにする株式の交付

当該種類の株式１株を取得するのと引換えに株主に対して当該会社の他

の株式を交付する旨の定めがあるときは，当該取得条項付株式の株主は，

， （ ）。ｃの日に 当該他の株式の株主となるとされた 会社法第１７０条第２項

この場合には，会社が当該他の株式を発行するか，自己株式を処分する

かにかかわらず，資本金の額は増加しない（計算規則第３８条 。）

(ｲ) 登記の手続

ａ 登記期間

会社による取得条項付株式の取得のみによっては，登記すべき事項に変

更は生じないが，会社が(ｱ)のｄの当該他の株式を発行した場合には，２

週間以内に 本店の所在地において 変更の登記をしなければならない 会， ， （

社法第９１５条第１項 。）

ｂ 登記すべき事項

登記すべき事項は，発行済株式の総数並びにその種類及び種類ごとの数

並びに変更年月日である。

ｃ 添付書面

登記の申請書には，次の書面を添付しなければならない（商登法第５９

条第１項 。）

(a) (ｱ)のｃの一定の事由の発生を証する書面（旧商法の強制転換条項付

株式の転換の場合と同様のもの。会社が別に定める日が到来することを

もって取得事由とする旨の定めがある場合には，株主総会又は取締役会
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の議事録）

(b) 株券発行会社にあっては，株券提供公告等関係書面

(c) 取得条項付株式の一部を取得した場合には，当該一部の株式の決定に

係る株主総会又は取締役会の議事録（商登法第４６条）

ウ 全部取得条項付種類株式の取得

(ｱ) 全部取得条項付種類株式の取得と引換えにする株式の発行の手続

ａ 取得に関する決定

全部取得条項付種類株式を発行した種類株式発行会社は，株主総会の特

別決議によって次の事項を定め，全部取得条項付種類株式の全部を取得す

ることができるとされた（会社法第１７１条 。）

(a) 全部取得条項付種類株式の取得と引換えに株式，新株予約権その他の

金銭等を交付するときは，その内容等

(b) (a)の場合には，当該金銭等の割当てに関する事項

（ 「 」 。）(c) 会社が全部取得条項付種類株式を取得する日 以下 取得日 という

ｂ 株券提供公告

株券発行会社は，全部取得条項付種類株式の全部について株券を発行し

ていない場合を除き，当該株式に係る株券提供公告等の手続を行わなけれ

ばならないとされた（会社法第２１９条第１項第３号 。）

ｃ 会社による全部取得条項付種類株式の取得

会社は，取得日に，全部取得条項付種類株式の全部を取得するとされた

（会社法第１７３条第１項 。）

ｄ ｃと引換えにする株式の交付

株主総会において取得対価を当該会社の株式とする旨の決議をしたとき

は，全部取得条項付種類株式の株主は，取得日に，当該決議による定めに

従い，その株式の株主となるとされた（会社法第１７３条第２項 。）

この場合には，会社が当該株式を発行するか，自己株式を処分するかに

かかわらず，資本金の額は増加しない（計算規則第３８条 。）

(ｲ) 登記の手続

ａ 登記期間

会社による全部取得条項付種類株式の取得のみによっては，登記すべき

事項に変更は生じないが，会社が(ｱ)のｄの株式を発行した場合には，２

週間以内に 本店の所在地において 変更の登記をしなければならない 会， ， （

社法第９１５条第１項 。）

ｂ 登記すべき事項

登記すべき事項は，発行済株式の総数並びにその種類及び種類ごとの数



- 24 -

並びに変更年月日である。

ｃ 添付書面

登記の申請書には，次の書面を添付しなければならない。

(a) 株主総会の議事録（商登法第４６条）

， （ ）(b) 株券発行会社にあっては 株券提供公告等関係書面 商登法第６０条

エ 株式無償割当て

株式無償割当てによる株式の発行については，４の(4)参照

オ 新株予約権の行使

新株予約権の行使による株式の発行については，６の(5)参照

カ 取得条項付新株予約権の取得

(ｱ) 取得条項付新株予約権の取得と引換えにする株式の発行の手続

ａ 取得条項付新株予約権

会社が取得条項付新株予約権を発行するときは，６の(1)のとおり，新

株予約権を取得するのと引換えに新株予約権者に対して当該会社の株式を

交付する旨を定めることができる。その場合には，一定の事由が生じた日

に会社がこれを取得する旨等，取得条項付株式と同様の事項を取得条項付

（ ，新株予約権の内容としなければならない 会社法第２３６条第１項第７号

２の(1)のアの(ｳ)参照 。）

ｂ 取得する日及び取得する新株予約権の決定

会社が取得条項付新株予約権を取得する場合における取得する日及び取

得する一部の新株予約権の決定については，取得条項付株式の取得の場合

と同様である（会社法第２７３条，第２７４条，イの(ｱ)のａ参照 。）

ｃ 新株予約権証券提供公告

新株予約権証券を発行している会社は，取得条項付新株予約権の取得の

効力発生日までに新株予約権証券を提出しなければならない旨を当該日の

１か月前までに公告し，かつ，新株予約権者及びその登録新株予約権質権

者に対し各別に通知しなければならないとされた（会社法第２９３条第１

項 。）

ｄ 取得の効果

会社は，一定の事由が生じた日に取得条項付新株予約権を取得し，その

取得と引換えに新株予約権者に対して当該会社の株式を交付する旨の定め

があるときは，当該新株予約権者は，その日に株主となるとされた（会社

法第２７５条，イの(ｱ)のｃ及びｄ参照 。）

取得条項付新株予約権の取得と引換えに株式を発行する場合に増加すべ

き資本金の額については，会社法第４４５条及び計算規則第４１条第１項
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に定めるところによる（第４の２参照 。）

(ｲ) 登記の手続

ａ 登記期間

会社による取得条項付新株予約権の取得のみによっては，登記すべき事

項に変更は生じないが，会社が(ｱ)のｄの株式を発行した場合には，２週

間以内に，本店の所在地において，変更の登記をしなければならない（会

社法第９１５条第１項 。）

ｂ 登記すべき事項

， ，登記すべき事項は 発行済株式の総数並びにその種類及び種類ごとの数

資本金の額並びに変更年月日である。

ｃ 添付書面

登記の申請書には，次の書面を添付しなければならない（商登法第５９

条第２項 。）

(a) (ｱ)のｄの一定の事由の発生を証する書面（会社が別に定める日が到

来することをもって取得事由とする旨の定めがある場合には，株主総会

又は取締役会の議事録）

(b) 新株予約権証券提供公告をしたことを証する書面（当該新株予約権に

ついて新株予約権証券を発行していない場合にあっては，新株予約権原

簿その他の当該場合に該当することを証する書面。以下「新株予約権証

券提供公告等関係書面」という ）。

(c) 取得条項付新株予約権の一部を取得した場合には，当該一部の新株予

約権の決定に係る株主総会又は取締役会の議事録（商登法第４６条）

(d) 計算規則第４１条第１項の資本金等増加限度額のうち資本金として計

上しない額を定めた場合には，取締役の過半数の一致があったことを証

する書面又は取締役会の議事録（商登法第４６条）

(e) 資本金の額が会社法及び計算規則の規定に従って計上されたことを証

する書面（商登規第６１条第５項）

４ 株式の消却及び併合等

(1) 株式の消却

ア 株式の消却の手続

会社は，取締役の決定（取締役会設置会社にあっては，取締役会の決議）に

より，自己株式を消却することができ，その場合には，消却する自己株式の数

（種類株式発行会社にあっては，自己株式の種類及び種類ごとの数）を定めな

ければならないとされた（会社法第１７８条，第３４８条第１項，第２項 。）

資本減少の規定に従ってする株式の消却及び定款の規定に基づき株主に配当
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すべき利益をもってする株式の消却の制度（旧商法第２１３条参照）は，廃止

された。

イ 株式の消却による変更の登記の手続

(ｱ) 登記すべき事項

登記すべき事項は，発行済株式の総数並びにその種類及び種類ごとの数並

びに変更年月日である。

会社が自己株式を消却しても，定款を変更しない限り，発行可能株式総数

及び発行可能種類株式総数は，減少しない（１参照 。）

(ｲ) 添付書面

登記の申請書には，取締役の過半数の一致があったことを証する書面又は

取締役会の議事録を添付しなければならない（商登法第４６条 。）

(2) 株式の併合

ア 株式の併合の手続

会社は，株主総会の特別決議によって次の事項を定め，株式の併合をするこ

（ ， ）。 ，とができるとされた 会社法第１８０条 第３０９条第２項第４号 ただし

株式の併合によりある種類の株式の種類株主に損害を及ぼすおそれがあるとき

は，種類株主総会の特別決議がなければ，その効力を生じない（会社法第３２

２条第１項第２号，第３２４条第２項第４号 。）

(ｱ) 併合の割合

(ｲ) 株式の併合の効力発生日

(ｳ) 種類株式発行会社である場合には，併合する株式の種類

株券発行会社は，併合する株式の全部について株券を発行していない場合を

除き，当該株式に係る株券提供公告等の手続を行わなければならない（会社法

第２１９条第１項第２号 。）

株式の併合の効力は，(ｲ)の効力発生日に生じ，株主は，当該日に，その日

の前日に有する当該株式の数に併合の割合を乗じて得た数の株式の株主となる

とされた（会社法第１８２条 。）

イ 株式の併合による変更の登記の手続

(ｱ) 登記すべき事項

登記すべき事項は，発行済株式の総数並びにその種類及び種類ごとの数並

びに変更年月日である。

会社が株式の併合をしても，定款を変更しない限り，発行可能株式総数及

び発行可能種類株式総数は，減少しない（１参照 。なお，発行可能株式総）

数の減少に係る株主総会の決議がない場合において，株式の併合の決議の趣

旨として当該併合の割合に比例して発行可能株式総数を減少する旨の決議を
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含むものと解する取扱い（昭和５７年１１月１３日付け法務省民四第６８５

４号法務省民事局第四課長回答参照）は，しないものとする。

(ｲ) 添付書面

登記の申請書には，次の書面を添付しなければならない。

ａ 株主総会の議事録（種類株主総会の決議を要する場合には，その議事録

を含む。商登法第４６条）

ｂ 株券発行会社にあっては，株券提供公告等関係書面（商登法第６１条）

(3) 株式の分割

ア 株式の分割の手続

会社は，株主総会の普通決議（取締役会設置会社にあっては，取締役会の決

議）によって次の事項を定め，株式の分割をすることができるとされた（会社

法第１８３条 。ただし，株式の分割によりある種類の株式の種類株主に損害）

を及ぼすおそれがあるときは，種類株主総会の特別決議がなければ，その効力

を生じない（会社法第３２２条第１項第２号，第３２４条第２項第４号 。）

(ｱ) 株式の分割により増加する株式の総数の株式の分割前の発行済株式（種類

株式発行会社にあっては，(ｳ)の種類の発行済株式）の総数に対する割合及

び当該株式の分割に係る基準日

(ｲ) 株式の分割の効力発生日

(ｳ) 種類株式発行会社である場合には，分割する株式の種類

株式の分割の効力は，(ｲ)の効力発生日に生じ，基準日において株主名簿に

記載されている株主又は種類株主は，当該日に，基準日に有する当該株式又は

種類株式の数に(ｱ)の割合を乗じて得た数の株式を取得するとされた（会社法

第１８４条第１項 。）

この場合には，資本金の額は増加しない（計算規則第３６条参照 。）

イ 株式の分割による変更の登記の手続

(ｱ) 登記すべき事項

登記すべき事項は，発行済株式の総数並びにその種類及び種類ごとの数並

びに変更年月日である。

(ｲ) 添付書面

登記の申請書には，株主総会又は取締役会の議事録（種類株主総会の決議

を要する場合には，その議事録を含む ）を添付しなければならない（商登。

法第４６条 。）

ウ 株式の分割と同時にする発行可能株式総数の増加等の特則

会社は，旧商法と同様に，現に２以上の種類の株式を発行している場合を除

き，株主総会の決議に代えて，取締役の決定（取締役会設置会社にあっては，
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取締役会の決議）により，株式の分割の効力発生日における発行可能株式総数

を当該分割の割合に比例した数の範囲内で増加する定款の変更をすることがで

きる（会社法第１８４条第２項，第３４８条第１項，第２項，第３６２条第２

項第１号 。）

なお，株式の分割と同時にする単元株式数の増加に係る定款の変更について

も，５の(1)のイの(ｱ)の特則がある。

(4) 株式無償割当て

ア 制度の創設

株式無償割当ての制度が創設され，会社は，株主（種類株式発行会社にあっ

ては，ある種類の種類株主）に対して新たに払込みをさせないで当該会社の株

式の割当てをすることができるとされた（会社法第１８５条 。）

株式無償割当ては，株式の分割と類似するが，株主に異なる種類の株式を取

得させることができること，会社の自己株式については割当ての効果が生じな

いこと，株主に対して会社の自己株式を割り当てることができること等の点に

おいて，株式分割とは異なる制度である。

イ 株式無償割当ての手続

， ， ，会社は 株式無償割当てをするときは 定款に別段の定めがある場合を除き

株主総会の普通決議（取締役会設置会社にあっては，取締役会の決議）によっ

， （ ）。 ，て 次の事項を定めなければならないとされた 会社法第１８６条 ただし

株式無償割当てによりある種類の株式の種類株主に損害を及ぼすおそれがある

ときは，株式無償割当ては，種類株主総会の特別決議がなければ，その効力を

生じない（会社法第３２２条第１項第３号，第３２４条第２項第４号 。）

(ｱ) 株主（当該会社を除く ）に割り当てる株式の数（種類株式発行会社にあ。

っては，株式の種類及び種類ごとの数）又はその数の算定方法

(ｲ) 株式無償割当ての効力発生日

(ｳ) 会社が種類株式発行会社である場合には，株式無償割当てを受ける株主の

有する株式の種類

株式無償割当ての効力は，(ｲ)の効力発生日に生じ，(ｱ)の株式の割当てを受

けた株主は，当該日に，当該株式の株主となるとされた（会社法第１８７条第

１項 。）

この場合には，会社が株式を発行するか，自己株式を処分するかにかかわら

ず，資本金の額は増加しない（計算規則第３９条 。）

ウ 株式無償割当てによる変更の登記の手続

(ｱ) 登記すべき事項

登記すべき事項は，発行済株式の総数並びにその種類及び種類ごとの数並
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びに変更年月日である。

(ｲ) 添付書面

登記の申請書には，株主総会又は取締役会の議事録（種類株主総会の決議

を要する場合には，その議事録を含む ）を添付しなければならない（商登。

法第４６条 。）

５ 株式に関するその他の改正

(1) 単元株式数

ア １単元の株式の数

１単元の株式となる株式の数は，１０００を超えることはできないが，発行

済株式の総数の２００分の１を超えることができないとの制限は，廃止された

（ ， ， ）。会社法第１８８条第２項 施行規則第３４条 旧商法第２２１条第１項参照

イ 定款変更手続の特則

(ｱ) 単元株式数の増加

会社は，次のいずれにも該当する場合には，株主総会の決議に代えて，取

締役の決定（取締役会設置会社にあっては，取締役会の決議）により，単元

株式数（種類株式発行会社にあっては，各種類の株式の単元株式数）を増加

し，又はこれについての定款の定めを設ける定款の変更をすることができる

とされた（会社法第１９１条 。）

ａ 株式の分割と同時にするものであること。

ｂ 定款の変更の前後において各株主の議決権の数が減少しないこと。

(ｲ) 単元株式数の減少

会社は，旧商法と同様に，取締役の決定（取締役会設置会社にあっては，

取締役会の決議）により，定款を変更して単元株式数を減少し，又はこれに

ついての定款を廃止することができる（会社法第１９５条 。）

ウ 端株制度の廃止

端株の制度は，廃止され，単元未満株式の制度に統合された。ただし，整備

法の施行の際現に存する端株（端株原簿の名義書換代理人の登記を含む ）に。

ついては，なお従前の例によるとされた（整備法第８６条第１項 。）

(2) 株券発行会社

ア 株券の発行に係る定款の定めに関する改正

会社は，株券を発行しない旨ではなく，その株式（種類株式発行会社にあっ

ては，全部の種類の株式）に係る株券を発行する旨を定款で定めることができ

るとされ，株券発行会社である旨が登記すべき事項とされた（会社法第２１４

条，第９１１条第３項第１１号 。）

なお，旧商法と同様に，株券発行会社の株主は，株券の所持を希望しない旨
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を申し出ることができ，また，株券発行会社は，公開会社でない場合には，株

主から請求がある時までは株券を発行しないことができる（会社法第２１５条

第４項，第２１７条 。）

イ 株券を発行する旨の定款の定めの廃止の登記

株券を発行する旨の定款の定めを廃止するには，旧商法における株券を発行

しない旨の定款の定めの設定の場合と同様に，株主総会の特別決議を得なけれ

ばならないほか，株式の全部について株券を発行していない場合を除き，定款

変更の効力発生日に株券が無効となる旨を当該日の２週間前までに公告し，か

つ，株主及び登録株式質権者に対し各別に通知しなければならない（会社法第

４６６条，第３０９条第２項第１１号，第２１８条）が，これによる変更の登

記の添付書面について改正があり，次の書面を添付しなければならないとされ

た。

(ｱ) 株主総会の議事録（商登法第４６条）

(ｲ) 会社法第２１８条第１項の規定による公告をしたことを証する書面（株式

の全部について株券を発行していない場合にあっては，株主名簿その他の当

該場合に該当することを証する書面。商登法第６３条）

６ 新株予約権

(1) 募集新株予約権の発行

ア 発行の手続

(ｱ) 募集事項等

会社は，新株予約権を引き受ける者の募集をしようとするときは，募集新

株予約権について次の募集事項を定めなければならないとされた（会社法第

２３８条第１項 。）

ａ 募集新株予約権の内容及び数

ｂ 募集新株予約権と引換えに金銭の払込みを要しないこととする場合に

は，その旨

ｃ ｂ以外の場合には，募集新株予約権の払込金額又はその算定方法

ｄ 募集新株予約権の割当日

ｅ 募集新株予約権と引換えにする金銭の払込みの期日を定めるときは，そ

の期日

ｆ 募集新株予約権が新株予約権付社債に付されたものである場合には，募

集社債の総額その他の会社法第６７６条各号に掲げる事項

ｇ ｆの場合において新株予約権買取請求の方法につき別段の定めをすると

きは，その定め

また，会社は，株主に新株予約権の割当てを受ける権利を与えるときは，
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募集事項のほか，その旨及び募集新株予約権の引受けの申込みの期日を定め

なければならないとされた（会社法第２４１条第１項 。）

(ｲ) 新株予約権の内容

(ｱ)のａの新株予約権の内容は，次の事項とされた（会社法第２３６条第

１項 。）

ａ 当該新株予約権の目的である株式の数（種類株式発行会社にあっては，

株式の種類及び種類ごとの数）又はその数の算定方法

ｂ 当該新株予約権の行使に際して出資される財産の価額又はその算定方法

ｃ 金銭以外の財産を当該新株予約権の行使に際してする出資の目的とする

ときは，その旨並びに当該財産の内容及び価額

ｄ 当該新株予約権を行使することができる期間

ｅ 当該新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本

金及び資本準備金に関する事項

ｆ 譲渡による新株予約権の取得について会社の承認を要することとすると

きは，その旨

ｇ 取得条項付新株予約権については，次に掲げる事項

(a) 一定の事由が生じた日に会社が新株予約権を取得する旨

，(b) 会社が別に定める日が到来することをもって(a)の事由とするときは

その旨

(c) (a)の事由が生じた日に新株予約権の一部を取得することとするとき

は，その旨及び取得する新株予約権の一部の決定の方法

(d) 新株予約権を取得するのと引換えに新株予約権者に対して株式，他の

新株予約権その他の財産を交付するときは，その内容等

ｈ 会社が合併その他の組織再編行為をする場合において，新株予約権者に

吸収合併存続株式会社等の新株予約権を交付することとするときは，その

旨及びその条件

ｉ 新株予約権を行使した新株予約権者に交付する株式の数に１株に満たな

い端数がある場合において，これを切り捨てるものとするときは，その旨

ｊ 当該新株予約権（新株予約権付社債に付されたものを除く ）に係る新。

株予約権証券を発行することとするときは，その旨

ｋ ｊの場合において，記名式と無記名式との間の転換請求の全部又は一部

をすることができないこととするときは，その旨

(ｳ) 募集事項等の決定

(ｱ)の募集事項等の決定機関については，募集株式についてと同様とされ

た（会社法第２３８条から第２４１条まで，３の(1)のウ参照 。）
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(ｴ) 募集新株予約権の割当て

会社は，募集新株予約権の総数の引受けを行う契約を締結する場合以外の

場合には，募集新株予約権の割当てを受ける者及び割り当てる募集新株予約

権の数を決定しなければならないが，次の場合におけるこれらの事項の決定

は，定款に別段の定めがある場合を除き，株主総会の特別決議（取締役会設

置会社にあっては，取締役会の決議）によらなければならないとされた（会

社法第２４３条，第２４４条，第３０９条第２項第６号 。）

ａ 募集新株予約権の目的である株式の全部又は一部が譲渡制限株式である

場合

ｂ 募集新株予約権が譲渡制限新株予約権である場合

(ｵ) 新株予約権者となる時期

募集新株予約権の割当てを受けた申込者又はその総数を引き受けた者は，

(ｱ)のｄの割当日に，新株予約権者となるとされた（会社法第２４５条 。）

(ｶ) 募集新株予約権に係る払込みをすべき時期等

募集新株予約権と引換えに金銭の払込みを要する場合でも，新株予約権者

は，これを行使することができる期間の初日の前日（(ｱ)のｅの払込期日を

定めた場合にあっては，当該払込期日）までに，払込取扱機関において募集

新株予約権の払込金額の全額の払込みをすれば足りるとされた（会社法第２

４６条第１項 。）

新株予約権者は，会社の承諾を得て，当該払込みに代えて，払込金額に相

当する金銭以外の財産を給付し，又は会社に対する債権をもって相殺するこ

とができるとされた（会社法第２４６条第２項 。この場合について，裁判）

所の選任した検査役による調査の制度は，存しない。

， ，新株予約権者は 払込期日までに払込金額の全額の払込みをしないときは

当該新株予約権を行使することができず，その場合には，当該新株予約権は

消滅するとされた（会社法第２４６条第３項，第２８７条 。）

イ 募集新株予約権の発行による変更の登記の手続

(ｱ) 新株予約権の登記の位置付けの変更

新株予約権を発行した場合の登記は，新設合併設立会社等の設立の登記と

して行う場合を除き，変更の登記とされた（会社法第９１５条第１項，第９

１１条第３項第１２号）ため，同号に掲げる事項のほか，新株予約権の発行

年月日（アの(ｱ)のｄの割当日）も，登記すべき事項となる。

(ｲ) 添付書面

登記の申請書には，次の書面を添付しなければならないとされた（商登法

第６５条 。）
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ａ 募集事項等の決定機関（アの(ｴ)のａ又はｂの場合には，その割当ての

決定機関を含む ）に応じ，株主総会，種類株主総会若しくは取締役会の。

議事録又は取締役の過半数の一致があったことを証する書面（定款の定め

があることを要する場合にあっては，定款を含む。商登法第４６条，商登

規第６１条第１項）

ｂ 募集新株予約権の引受けの申込み又は総数の引受けを行う契約を証する

書面

ｃ アの(ｱ)のｅの払込期日を定めたとき（払込期日が割当日より前の日で

あるときに限る ）は，払込み（金銭以外の財産の給付又は会社に対する。

債権をもってする相殺を含む ）があったことを証する書面。

具体的には，金銭の払込みについては，発起設立の場合に添付すべき払

込みがあったことを証する書面（第１の２の(3)のオ参照）等が，金銭以

外の財産の給付又は相殺については，財産の引継書等がこれに当たる。

(2) 募集以外の事由による新株予約権の発行

ア 取得請求権付株式の取得

(ｱ) 取得請求権付株式の取得と引換えにする新株予約権の発行の手続

手続は 取得請求権付株式の取得と引換えに株式を発行する場合 ３の(3)， （

のア参照）と同様であり，取得請求権付株式１株を取得するのと引換えに株

主に対して新株予約権を交付する旨の定めがあるときは，当該取得の請求を

した株主は，当該請求の日に，新株予約権者となるとされた（会社法第１６

７条第２項 。）

ただし，当該新株予約権の帳簿価額が当該請求の日における分配可能額を

超えているときは，株主は，取得請求権付株式の取得を請求することができ

ないとされた（会社法第１６６条第１項ただし書 。）

(ｲ) 登記の手続

ａ 登記期間

会社が新株予約権を発行した場合には，毎月末日現在により，当該末日

から２週間以内に，本店の所在地において，変更の登記をしなければなら

ない（会社法第９１５条第３項 。）

ｂ 登記すべき事項

登記すべき事項は，取得の請求によって初めてする新株予約権の発行に

あっては，会社法第９１１条第３項第１２号に掲げる事項及び変更年月日

であり，同一の種類の取得請求権付株式についての２回目以後の新株予約

権の発行にあっては，新株予約権の数及び当該新株予約権の目的である株

式の数（種類株式発行会社にあっては，その種類及び種類ごとの数）並び
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に変更年月日である。

ｃ 添付書面

登記の申請書には，次の書面を添付しなければならない。

(a) 取得請求権付株式の取得の請求があったことを証する書面（商登法第

６６条）

(b) (ｱ)のただし書の要件を満たす分配可能額が存在することを証する書

面（商登規第６１条第６項 。）

具体的には，代表者の作成に係る証明書（当該新株予約権の帳簿価額

及び会社法第４６１条第２項各号の額又はその概算額を示す等の方法に

より，(ｱ)のただし書の要件を満たす分配可能額が存在することを確認

することができるもの）等がこれに該当する。

(c) 取得の請求によって初めてする新株予約権の発行による登記にあって

は，当該新株予約権の内容の記載がある定款（定款において当該取得請

求権付株式の内容の要綱が定められ，その取得と引換えに株主に対して

， ，交付する新株予約権の具体的な内容の記載がない場合には 定款のほか

当該内容の決定機関に応じ，株主総会（取締役会設置会社にあっては株

主総会又は取締役会，清算人会設置会社にあっては株主総会又は清算人

会）の議事録。２の(2)のアの(ｳ)参照）

ｄ 登録免許税額

登録免許税額は，申請１件につき９万円（同一の種類の取得請求権付株

式についての２回目以後の新株予約権の発行による登記にあっては，３万

円）である（登税法別表第一第１９号（一）ヌ，ネ 。）

イ 取得条項付株式の取得

(ｱ) 取得条項付株式の取得と引換えにする新株予約権の発行の手続

手続は，取得条項付株式の取得と引換えに株式を発行する場合（３の(3)

のイ参照）と同様であり，取得条項付株式１株を取得するのと引換えに株主

に対して新株予約権を交付する旨の定めがあるときは，当該取得条項付株式

の株主は，当該一定の事由が生じた日に，新株予約権者となるとされた（会

社法第１７０条第２項 。）

ただし，当該新株予約権の帳簿価額が当該一定の事由が生じた日における

分配可能額を超えているときは，会社は，取得条項付株式を取得することが

できないとされた（会社法第１７０条第５項 。）

(ｲ) 登記の手続

ａ 登記すべき事項

登記すべき事項は，会社法第９１１条第３項第１２号に掲げる事項及び
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変更年月日（取得条項付株式の一部を取得する場合における２回目以後の

新株予約権の発行にあっては，新株予約権の数及び当該新株予約権の目的

である株式の数（種類株式発行会社にあっては，その種類及び種類ごとの

数）並びに変更年月日）である。

ｂ 添付書面

添付書面は，取得条項付株式の取得と引換えに株式を発行する場合と同

様である（商登法第６７条第１項，３の(3)のイ参照）が，更に，(ｱ)のた

だし書の要件を満たす分配可能額が存在することを証する書面（商登規第

６１条第６項）及び当該新株予約権の内容の記載がある定款等（アの(ｲ)

のｃの(c)参照）を添付しなければならない。

ｃ 登録免許税額

登録免許税額は，申請１件につき９万円（取得条項付株式の一部を取得

する場合における２回目以後の新株予約権の発行による登記にあっては，

３万円）である（登税法別表第一第１９号（一）ヌ，ネ 。）

ウ 全部取得条項付種類株式の取得

(ｱ) 全部取得条項付種類株式の取得と引換えにする新株予約権の発行の手続

手続は 全部取得条項付種類株式の取得と引換えに株式を発行する場合 ３， （

の(3)のウ参照）と同様であり，株主総会において取得対価を当該会社の新

株予約権とする旨の決議をしたときは，全部取得条項付種類株式の株主は，

取得日に，当該決議による定めに従い，新株予約権者となるとされた（会社

法第１７３条第２項 。）

ただし，当該新株予約権の帳簿価額の総額は，取得日における分配可能額

を超えてはならないとされた（会社法第４６１条第１項第４号 。）

(ｲ) 登記の手続

ａ 登記すべき事項及び登録免許税額

イと同様である。

ｂ 添付書面

添付書面は，全部取得条項付種類株式の取得と引換えに株式を発行する

場合と同様である（商登法第６８条，３の(3)のウ参照）が，更に，(ｱ)の

ただし書の要件を満たす分配可能額が存在することを証する書面を添付し

なければならない（商登規第６１条第６項 。）

エ 取得条項付新株予約権の取得

(ｱ) 取得条項付新株予約権の取得と引換えにする新株予約権の発行の手続

手続は，取得条項付新株予約権の取得と引換えに株式を発行する場合（３

の(3)のカ参照）と同様であり，取得条項付新株予約権を取得するのと引換
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えに新株予約権者に対して当該会社の他の新株予約権を交付する旨の定めが

あるときは，当該新株予約権者は，当該一定の事由が生じた日に，当該他の

新株予約権の新株予約権者となるとされた（会社法第２７５条第３項 。）

(ｲ) 登記の手続

ａ 登記すべき事項及び登録免許税額

イと同様である。

ｂ 添付書面

添付書面は，取得条項付新株予約権の取得と引換えに株式を発行する場

合と同様である（商登法第６７条第２項，３の(3)のカ参照）が，資本金

の額が増加しないため，これに関する書面の添付は要しない。

(3) 新株予約権無償割当て

ア 新株予約権無償割当ての手続

株式無償割当ての制度と同様に，新株予約権無償割当ての制度が創設され，

会社は，定款に別段の定めがある場合を除き，株主総会の普通決議（取締役会

設置会社にあっては，取締役会の決議）によって次の事項を定め，株主（種類

株式発行会社にあっては，ある種類の種類株主）に対して新たに払込みをさせ

ないで当該会社の新株予約権の割当てをすることができるとされた（会社法第

２７７条，第２７８条 。ただし，新株予約権無償割当てによりある種類の株）

式の種類株主に損害を及ぼすおそれがあるときは，種類株主総会の特別決議が

なければ，その効力を生じない（会社法第３２２条第１項第６号，第３２４条

第２項第４号 。）

(ｱ) 株主（当該会社を除く ）に割り当てる新株予約権の内容及び数又はその。

算定方法

(ｲ) (ｱ)の新株予約権が新株予約権付社債に付されたものであるときは，当該

新株予約権付社債についての社債の種類及び各社債の金額の合計額又はその

算定方法

(ｳ) 新株予約権無償割当ての効力発生日

(ｴ) 会社が種類株式発行会社である場合には，新株予約権無償割当てを受ける

株主の有する株式の種類

新株予約権無償割当ての効力は，(ｳ)の効力発生日に生じ，(ｱ)の新株予約権

の割当てを受けた株主は，当該日に，当該新株予約権の新株予約権者となると

された（会社法第２７９条第１項 。）

イ 新株予約権無償割当てによる変更の登記の手続

(ｱ) 登記すべき事項

登記すべき事項は，会社法第９１１条第３項第１２号に掲げる事項及び変
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更年月日である。

(ｲ) 添付書面

登記の申請書には，株主総会又は取締役会の議事録（種類株主総会の決議

を要する場合には，その議事録を含む ）を添付しなければならない（商登。

法第４６条 。）

(ｳ) 登録免許税額

登録免許税額は，申請１件につき９万円である（登税法別表第一第１９号

（一）ヌ 。）

(4) 新株予約権の消却

ア 新株予約権の消却の手続

会社は，取締役の決定（取締役会設置会社にあっては，取締役会の決議）に

より，自己新株予約権を消却することができ，その場合には，消却する自己新

株予約権の内容及び数を定めなければならないとされた（会社法第２７６条，

第３４８条第１項，第２項 。）

自己新株予約権以外の新株予約権の消却の制度（旧商法第２８０条ノ３６参

照）は，廃止された。

イ 新株予約権の消却による変更の登記の手続

(ｱ) 登記すべき事項

登記すべき事項は，新株予約権の一部を消却した場合にあっては新株予約

権の数，新株予約権の目的である株式の数（種類株式発行会社にあっては，

その種類及び種類ごとの数）及び変更年月日であり，新株予約権の全部を消

却した場合にあってはその旨及び変更年月日である。

(ｲ) 添付書面

登記の申請書には，取締役の過半数の一致があったことを証する書面又は

取締役会の議事録を添付しなければならない。

(ｳ) 登録免許税額

登録免許税額は，申請１件につき３万円である（登税法別表第一第１９号

（一）ネ 。）

(5) 新株予約権の行使

ア 行使の手続

(ｱ) 新株予約権の行使の方法

新株予約権の行使は，次の事項を明らかにしてしなければならないとされ

た（会社法第２８０条第１項 。この場合においては，証券が発行されてい）

ないときを除き，新株予約権証券を提出し，又は新株予約権付社債券を提示

しなければならない（同条第２項，第３項 。）
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ａ 行使に係る新株予約権の内容及び数

ｂ 新株予約権を行使する日

(ｲ) 行使に際してする払込み及び財産の出資

ａ 金銭の払込み

金銭を新株予約権の行使に際してする出資の目的とするときは，新株予

約権者は，(ｱ)のｂの日に払込取扱機関にその全額を払い込まなければな

らないが，当該払込取扱機関の払込金保管証明の義務は，廃止された（会

社法第２８１条，旧商法第２８０条ノ３７第４項，第１８９条参照 。）

ｂ 金銭以外の財産の出資

新株予約権の行使に際して金銭以外の財産を出資の目的とする制度が創

設され，その場合には，新株予約権者は，(ｱ)のｂの日に当該財産を給付

しなければならず，その価額が募集事項における出資すべき財産の価額に

足りないときは，払込取扱機関にその差額を払い込まなければならないと

された（会社法第２８１条第２項 。）

金銭以外の財産の給付があった場合には，裁判所の選任した検査役によ

る調査を受けなければならないが，募集株式の発行に際してする現物出資

と同様に，新株予約権の行使により交付を受ける株式の総数が発行済株式

の総数の１０分の１を超えない場合，現物出資財産について定められた価

額の総額が５００万円を超えない場合等については，検査役の調査を要し

ないとされた（会社法第２８４条 。）

なお，いわゆる代用払込型又は転換社債型の新株予約権付社債に関する

規定（旧商法第３４１条ノ３第１項第７号，第８号参照）の実質について

は，新株予約権の行使に際して社債の現物出資の方法を利用することに改

められた。

(ｳ) 株主となる時期

新株予約権を行使した新株予約権者は，当該行使の日に，当該新株予約権

の目的である株式の株主となる（会社法第２８２条 。）

(ｴ) 資本金の額

新株予約権の行使による株式の発行に際して増加すべき資本金の額につい

ては，計算規則第４０条第１項に定めるところによる。

イ 新株予約権の行使による変更の登記の手続

(ｱ) 登記期間

新株予約権の行使により登記事項に変更があったときは，毎月末日現在に

より，当該末日から２週間以内に，本店の所在地において，変更の登記をし

なければならない（会社法第９１５条第３項 。）
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(ｲ) 登記すべき事項

登記すべき事項は，発行済株式の総数並びにその種類及び種類ごとの数，

資本金の額，新株予約権の数，新株予約権の目的である株式の数（種類株式

， ） 。発行会社にあっては その種類及び種類ごとの数 並びに変更年月日である

(ｳ) 添付書面

， （ ）。登記の申請書には 次の書面を添付しなければならない 商登法第５７条

ａ 新株予約権の行使があったことを証する書面

ｂ 金銭を新株予約権の行使に際してする出資の目的とするときは，払込み

があったことを証する書面

ｃ 金銭以外の財産を新株予約権の行使に際してする出資の目的とするとき

は，次に掲げる書面

(a) 検査役が選任されたときは，検査役の調査報告を記載した書面及びそ

の附属書類

(b) 会社法第２８４条第９項第３号に掲げる場合には，有価証券の市場価

格を証する書面

(c) 会社法第２８４条第９項第４号に掲げる場合には，弁護士等の証明を

記載した書面及びその附属書類

(d) 会社法第２８４条第９項第５号に掲げる場合には，同号の金銭債権に

ついて記載された会計帳簿（当該金銭債権に係る負債の帳簿価額を確認

することができるもの）

募集株式の発行の場合における会計帳簿と同様である（３の(2)のウ

の(ｴ)のｄ参照 。）

(e) 払込取扱機関にその差額を払い込まなければならないときは，その払

込みがあったことを証する書面

ｄ 検査役の報告に関する裁判があったときは，その謄本

ｅ 募集事項等の決定に際し資本金として計上しない額を定めた場合（会社

法第２３６条第１項第５号参照）には，その決定機関に応じ，株主総会，

種類株主総会若しくは取締役会の議事録又は取締役の過半数の一致があっ

たことを証する書面（定款の定めがあることを要する場合にあっては，定

款を含む。商登法第４６条，商登規第６１条第１項）

ｆ 資本金の額が会社法及び計算規則の規定に従って計上されたことを証す

る書面（商登規第６１条第５項）

なお，整備法の施行の際現に発行されているいわゆる代用払込型又は転換

社債型の新株予約権付社債に付された新株予約権については，第８部の第１

の２の(4)のとおり，社債を当該新株予約権の行使に際してする出資の目的
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とする旨等の変更の登記をしなければならないが，当該新株予約権について

は会社法第２８４条第１項の検査役の調査に関する規定の適用がないため

（整備法第１０３条第４項 ，その行使による変更の登記についてｃ及びｄ）

の書面の添付は要しない。

第３ 機関

１ 機関設計の柔軟化

(1) 株式会社の機関

株式会社制度と有限会社制度の統合に伴い，株式会社には，株主総会のほか，

１人以上の取締役を置けば足りるとされた（会社法第３２６条第１項 。）

また，株式会社は，定款の定めによって，取締役会，会計参与，監査役，監査

役会，会計監査人又は委員会を置くことができるとされ（会社法第３２６条第２

項 ，公開会社，大会社等について一定の機関の設置義務等がある場合（会社法）

第３２７条，第３２８条）を除き，機関の設置における定款自治の範囲が拡大し

た。

(2) 機関設計の在り方

ア 公開会社及び大会社

公開会社とは，その発行する全部の株式の内容として譲渡制限に関する定款

の定めを設けている会社以外の会社をいう（会社法第２条第５号参照 。）

大会社とは，最終事業年度に係る貸借対照表に資本金として計上した額が５

億円以上であり，又は最終事業年度に係る貸借対照表の負債の部に計上した額

の合計額が２００億円以上である会社をいう（会社法第２条第６号 。したが）

って，特例法と異なり，事業年度の途中で新たに大会社に該当し，又は該当し

なくなることはない。

なお，大会社以外の会社について，会社の規模に着目した小会社に関する特

例（特例法第３章参照）は，設けられていない。

イ 機関設計の在り方と登記

株式会社は，公開会社又は大会社に該当するか否かの区分に応じ，株主総会

以外の機関として，次の機関設計のいずれかを採用することができる（会社法

第３２７条，第３２８条参照 。また，(ｱ)のｄを除き，いずれにあっても，定）

款の定めにより会計参与を置くことができる。

， （ ） ，なお 株主総会及び取締役以外の機関の設置状況 取締役会設置会社等 は

登記すべき事項である（第１の２の(2)のア参照 。）

(ｱ) 公開会社でない大会社以外の会社

ａ 取締役

ｂ 取締役＋監査役（監査の範囲を会計に関するものに限定することもでき
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る ）。

ｃ 取締役＋監査役＋会計監査人

ｄ 取締役会＋会計参与

ｅ 取締役会＋監査役（監査の範囲を会計に関するものに限定することもで

きる ）。

ｆ 取締役会＋監査役＋監査役会

ｇ 取締役会＋監査役＋会計監査人

ｈ 取締役会＋監査役＋監査役会＋会計監査人

ｉ 取締役会＋委員会＋会計監査人

(ｲ) 公開会社である大会社以外の会社

ａ 取締役会＋監査役

ｂ 取締役会＋監査役＋監査役会

ｃ 取締役会＋監査役＋会計監査人

ｄ 取締役会＋監査役＋監査役会＋会計監査人

ｅ 取締役会＋委員会＋会計監査人

(ｳ) 公開会社でない大会社

ａ 取締役＋監査役＋会計監査人

ｂ 取締役会＋監査役＋会計監査人

ｃ 取締役会＋監査役＋監査役会＋会計監査人

ｄ 取締役会＋委員会＋会計監査人

(ｴ) 公開会社である大会社

ａ 取締役会＋監査役＋監査役会＋会計監査人

ｂ 取締役会＋委員会＋会計監査人

２ 株主総会及び種類株主総会

(1) 株主総会の権限

株主総会は，改正前の有限会社の社員総会と同様に，会社に関する一切の事項

について決議をすることができるが，取締役会設置会社においては，改正前の株

， ，式会社の株主総会と同様に 会社法に規定する事項及び定款で定めた事項に限り

決議をすることができるとされた（会社法第２９５条 。）

(2) 招集手続の簡素化

ア 招集通知の発送期限

公開会社でない会社における株主総会（種類株主総会を含む。以下(2)，(4)

及び(5)において同じ ）の招集通知は，書面による議決権の行使を認める場合。

を除き，会日の１週間（取締役会設置会社でない場合において，これを下回る

期間を定款で定めた場合にあっては，その期間）前までに発すれば足りるとさ
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れた（会社法第２９９条第１項，第３２５条 。）

イ 招集地

株主総会の招集地について，原則として本店の所在地又はこれに隣接する地

であることを要する旨の制限（旧商法第２３３条参照）は，廃止された。

(3) 決議要件

ア 特殊決議

発行する全部の株式の内容として譲渡制限の定めを設ける場合等における株

主総会の特殊決議の決議要件について，総株主の過半数という頭数要件が緩和

され，議決権を行使することができる株主の半数（これを上回る割合を定款で

定めた場合にあっては，その割合）以上であって，当該株主の議決権の３分の

２（これを上回る割合を定款で定めた場合にあっては，その割合）以上に当た

る多数をもってするとされた（会社法第３０９条第３項 。）

イ 株主ごとの異なる取扱いに係る決議

公開会社でない会社における株主ごとに異なる取扱いを行う旨の定め（会社

法第１０９条第２項）に係る定款の変更を行う株主総会の決議は，改正前の有

限会社と同様に，総株主の半数（これを上回る割合を定款で定めた場合にあっ

ては，その割合）以上であって，総株主の議決権の４分の３（これを上回る割

合を定款で定めた場合にあっては，その割合）以上に当たる多数をもってする

とされた（会社法第３０９条第４項 。）

(4) 株主総会の議事録

株主総会の議事録は，出席した取締役その他の役員の氏名又は名称等を内容と

しなければならないとされ（施行規則第７２条第３項 ，議長及び出席した取締）

役の署名又は記名押印の法律上の義務（旧商法第２４４条第３項参照）は，廃止

された。

ただし，株主総会の決議によって代表取締役（各自代表の取締役を含む ）を。

定めた場合（会社法第３４９条第１項本文，第３項）における当該株主総会の議

事録については，３の(2)のアの(ｲ)のｃのとおり，議長及び出席した取締役の記

名押印を要する場合がある。

(5) 株主総会の決議を省略した場合の議事録の作成

株主総会の決議があったものとみなされる場合（会社法第３１９条第１項，第

３２５条）についても，決議があったものとみなされた事項の内容等を内容とす

る議事録を作成するとされた（施行規則第７２条第４項第１号，第９５条 。）

この場合には，当該議事録をもって，登記の申請書に添付すべき当該場合に該

当することを証する書面（商登法第４６条第３項）として取り扱って差し支えな

い。
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(6) 種類株主総会

ア 決議事項

種類株主総会の権限が明確化され，会社法に規定する事項及び定款で定めた

事項に限り，決議をすることができるとされた（会社法第３２１条 。）

会社法の規定により種類株主総会の決議を要するのは，次の場合である。

(ｱ) 会社が会社法第３２２条第１項各号に掲げる行為をする場合において，あ

る種類の株式の種類株主に損害を及ぼすおそれがあるとき（会社法第３２２

条）

(ｲ) ある種類の株式の内容として，株主総会等において決議すべき事項につい

て，当該決議のほか，種類株主総会の決議を必要とする旨の定めがある場合

（会社法第３２３条）

(ｳ) 種類株主総会において取締役又は監査役を選任する旨の定めがある場合

（会社法第３４７条）

(ｴ) ある種類の株式の内容として譲渡制限株式に係る事項の定めを設定する定

款の変更をする場合（会社法第１１１条第２項）

(ｵ) ある種類の株式の内容として全部取得条項付種類株式に係る事項の定めを

設定する定款の変更をする場合（会社法第１１１条第２項）

(ｶ) 譲渡制限株式を募集し，又は譲渡制限株式を目的とする新株予約権の募集

をする場合（会社法第１９９条第４項，第２００条第４項，第２３８条第４

項，第２３９条第４項）

(ｷ) 吸収合併消滅株式会社，新設合併消滅株式会社，株式交換完全子会社又は

株式移転完全子会社において，その株主（譲渡制限株式の株主を除く ）に。

交付される合併対価等が譲渡制限株式等である場合（会社法第７８３条第３

項，第８０４条第３項）

(ｸ) 吸収合併存続株式会社，吸収分割承継株式会社又は株式交換完全親株式会

社において，合併対価等として当該会社の譲渡制限株式を交付する場合（会

社法第７９５条第４項）

イ 決議要件

種類株主総会の決議要件は，次のとおりとされた（会社法第３２４条 。）

(ｱ) アの(ｲ)又は(ｳ)（監査役の解任を除く ）の場合 普通決議。

(ｲ) アの(ｱ)，(ｳ)（監査役の解任に限る ，(ｵ)，(ｶ)又は(ｸ)の場合 特別決。）

議

(ｳ) アの(ｴ)又は(ｷ)の場合 特殊決議

３ 取締役及び代表取締役

(1) 取締役及び代表取締役に関する改正
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ア 会社の代表及び業務執行

(ｱ) 会社の代表

取締役は，原則として，各自会社を代表するが，他に代表取締役その他会

社を代表する者を定めた場合には，その余の取締役は代表権を有しないとさ

れた（会社法第３４９条第１項 。）

なお，会社法では，各自代表の場合を含め，会社を代表する取締役を代表

取締役というとされた（会社法第４７条第１項 。）

(ｲ) 会社の業務執行

ａ 取締役会設置会社以外の会社

取締役は，定款に別段の定めがある場合を除き，会社の業務を執行する

とされた（会社法第３４８条第１項 。）

取締役が２人以上ある場合には，会社の業務は，定款に別段の定めがあ

る場合を除き，取締役の過半数をもって決定するとされ，取締役は，支配

人の選任その他の会社法第３４８条第３項各号に掲げる事項についての決

（ ， ）。定を各取締役に委任することができないとされた 同条第２項 第３項

ｂ 取締役会設置会社

代表取締役及び会社の業務を執行する取締役として選定された取締役

は，会社の業務を執行するとされた（会社法第３６３条第１項 。）

会社の業務執行は，取締役会において決定するとされ，取締役会は，支

配人の選任その他の重要な業務執行の決定を取締役に委任することができ

ないとされた（会社法第３６２条第２項第１号，第４項 。）

イ 選任

(ｱ) 取締役の選任

取締役は，株主総会又は種類株主総会の決議によって選任される（会社法

第３２９条第１項，第３４７条第１項 。）

(ｲ) 代表取締役の選任

取締役会設置会社以外の会社にあっては，取締役の中から代表取締役を定

， （ ）めないときは 各取締役が代表取締役となる 会社法第３４９条第１項本文

が，会社は，次の方法のいずれかにより，取締役の中から代表取締役を定め

ることができるとされた（同条第３項 。）

ａ 定款

ｂ 定款の定めに基づく取締役の互選

ｃ 株主総会の決議

取締役会設置会社にあっては，会社は，取締役会の決議により，取締役の

中から代表取締役を選定しなければならない（会社法第３６２条第３項 。）
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(ｳ) 補欠者の予選

(ｱ)の決議をする場合には，役員が欠けた場合又は会社法若しくは定款で

定めた役員の員数を欠くこととなるときに備えて補欠の取締役を選任するこ

とができ，当該決議が効力を有する期間は，定款に別段の定めがある場合を

除き，当該決議後最初に開催する定時株主総会の開始の時までとされた（会

社法第３２９条第２項，施行規則第９６条第３項 。したがって，役員の補）

欠者をあらかじめ選任する旨の定款の定め（平成１５年４月９日付け法務省

民商第１０７８号法務省民事局商事課長回答参照）がなくても，補欠の取締

役を選任することができる。

ウ 任期

(ｱ) 任期の上限

取締役の任期は，就任日ではなく選任日を起算点とし，委員会設置会社を

除き，選任後２年以内に終了する事業年度のうち最終のものに関する定時株

主総会の終結の時までとされた（会社法第３３２条第１項。定款又は株主総

会の決議によって，これを短縮することはできる 。補欠の取締役の任期に。）

ついても，就任日ではなく，選任日が起算点となる。

公開会社でない会社（委員会設置会社を除く ）は，定款によって，任期。

を選任後１０年以内に終了する事業年度のうち最終のものに関する定時総会

（ ）。の終結の時まで伸長することができるとされた 会社法第３３２条第２項

なお，会社成立後最初の取締役の任期，ある種類の株主総会において選任

された取締役の任期及び吸収合併存続会社等の取締役で合併前に就職したも

のの任期についての規律（旧商法第２５６条第２項，第３項，第２５７条ノ

， ， ， ） ， 。６ 第３６１条 第３７４条ノ２７ 第４１４条ノ３参照 は 廃止された

(ｲ) 任期の満了事由の創設

次に掲げる定款の変更をした場合には，取締役の任期は，当該定款の変更

の効力発生時に満了するとされた（会社法第３３２条第４項 。）

ａ 委員会を置く旨の定款の変更

ｂ 委員会を置く旨の定款の定めを廃止する定款の変更

ｃ 発行する株式の全部の内容として譲渡制限の定めを廃止する定款の変更

（委員会設置会社がするものを除く ）。

(ｳ) 任期に係る定款の変更

定款を変更して取締役の任期を短縮した場合には，現任の取締役の任期も

短縮され，定款の変更時において既に変更後の任期が満了しているときは，

当該取締役は退任することとなる（昭和３５年８月１６日付け法務省民事四

第１４６号法務省民事局第四課長心得回答参照 。）
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また，定款を変更して取締役の任期を伸長した場合には，現任の取締役の

任期も，特別の事情がない限り伸長される（昭和３０年９月１２日付け法務

省民事甲第１８８６号当職回答参照 。）

エ 解任

累積投票によって選任された取締役以外の取締役を解任する株主総会の決議

は，定款に別段の定めがない限り，特別決議ではなく，普通決議で足りるとさ

れた（会社法第３４１条，第３０９条第２項第７号 。）

(2) 取締役及び代表取締役に関する登記の手続

取締役会設置会社以外の会社における取締役及び代表取締役の登記の手続は，

次のとおりとされた（取締役会設置会社については，４の(2)のア参照 。）

ア 取締役及び代表取締役の就任による変更の登記

(ｱ) 登記すべき事項

登記すべき事項は，取締役の氏名，代表取締役の氏名及び住所並びに就任

年月日である。

取締役が各自会社を代表するときは，各取締役につき，取締役及び代表取

締役の就任による変更の登記を要する。

(ｲ) 添付書面

添付書面は，次のとおりであり，改正前の有限会社の取締役及び代表取締

役の就任による変更の登記と同様である。

（ ）ａ 取締役を選任した株主総会又は種類株主総会の議事録 商登法第４６条

ｂ 取締役の中から代表取締役を定めたときは，次に掲げる書面のいずれか

(a) 定款によって代表取締役を定めたときは，定款又はその変更に係る株

主総会の議事録（商登規第６１条第１項，商登法第４６条）

(b) 定款の定めに基づく取締役の互選によって代表取締役を定めたとき

は，定款及びその互選を証する書面（商登規第６１条第１項，商登法第

４６条）

(c) 株主総会の決議によって代表取締役を定めたときは，株主総会の議事

録（商登法第４６条）

ｃ 代表取締役の選任を証する書面に係る印鑑証明書（商登規第６１条第４

項第１号，第２号)

次に掲げる印鑑につき，当該印鑑と変更前の代表取締役が登記所に提出

している印鑑とが同一である場合を除き，市区町村長の作成した証明書を

添付しなければならないとされた。

(a) 取締役が各自会社を代表するときは，議長及び出席した取締役がａの

議事録に押印した印鑑
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(b) 定款の定めに基づく取締役の互選によって取締役の中から代表取締役

を定めたときは，取締役がｂの(b)の互選を証する書面に押印した印鑑

(c) 株主総会の決議によって取締役の中から代表取締役を定めたときは，

議長及び出席した取締役がｂの(c)の議事録に押印した印鑑

ｄ 取締役及び代表取締役が就任を承諾したことを証する書面（商登法第５

４条第１項）

ｅ 取締役の就任承諾書に係る印鑑証明書（商登規第６１条第２項）

取締役が就任を承諾したことを証する書面の印鑑につき，再任の場合を

除き，市区町村長の作成した証明書を添付しなければならないとされた。

なお，取締役の中から代表取締役を定めた場合における当該代表取締役が

就任を承諾したことを証する書面の印鑑については，別途印鑑証明書の添

付を要しない。

イ 取締役及び代表取締役の退任による変更の登記

定款により任期を選任後１０年以内に終了する事業年度のうち最終のものに

関する定時株主総会の終結の時まで伸長した会社において，取締役の任期満了

による退任の登記の申請書に添付すべき退任の事実を証する書面（商登法第５

４条第４項）としては，具体的には，役員の改選の際の定時株主総会の議事録

（任期満了の旨の記載があるもの ，定款（任期の記載があるもの）等がこれ）

に該当する（昭和５３年９月１８日付け法務省民四第５００３号法務省民事局

第四課長回答参照 。）

４ 取締役会

(1) 取締役会に関する改正

ア 機関設計の在り方

公開会社，監査役会設置会社又は委員会設置会社は，取締役会を置かなけれ

ばならず，取締役会設置会社（委員会設置会社を除く ）は，公開会社でない。

会計参与設置会社である場合を除き，監査役を置かなければならないとされた

（会社法第３２７条第１項，第２項，１参照 。）

イ 取締役会の議事録

取締役会の議事録は，出席した会計参与その他の役員の氏名又は名称等を内

容とすることを要するとされ（施行規則第１０１条第３項 ，出席した取締役）

及び監査役（監査の範囲を会計に関するものに限定する旨の定款の定めがある

場合を含む ）は，これに署名し，又は記名押印しなければならないとされた。

（会社法第３６９条第３項 。）

ウ 取締役会の決議の省略の制度の創設

取締役会設置会社は，取締役が取締役会の決議の目的である事項について提
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案をした場合において，当該提案につき取締役の全員が書面又は電磁的記録に

より同意の意思表示をしたとき（監査役設置会社にあっては，監査役が当該提

案について異議を述べたときを除く ）は，当該提案を可決する旨の取締役会。

の決議があったものとみなす旨を定款で定めることができるとされた（会社法

第３７０条 。取締役会の決議があったものとみなされる場合には，決議があ）

ったものとみなされた事項の内容等を内容とする議事録を作成するとされた

（施行規則第１０１条第４項第１号 。）

この場合には，登記の申請書に定款及び当該場合に該当することを証する書

（ ， ）面を添付しなければならない 商登規第６１条第１項 商登法第４６条第３項

が，当該議事録をもって，当該場合に該当することを証する書面として取り扱

って差し支えない。

(2) 取締役会に関する登記の手続

ア 取締役会設置会社における取締役及び代表取締役の登記

取締役会設置会社における取締役及び代表取締役の就任による変更の登記の

登記すべき事項及び添付書面は，改正前の株式会社と同様であり，その退任に

， 。よる変更の登記の手続において留意すべき事項は ３の(2)のイと同様である

イ 取締役会設置会社の定めの設定による変更の登記

(ｱ) 登記すべき事項

登記すべき事項は，取締役会設置会社の定めを設定した旨及び変更年月日

である。

なお，取締役会設置会社の定めの設定に伴い，新たに取締役の中から代表

取締役を選定し，又はその余の取締役が会社を代表しないこととなった場合

には，代表取締役の変更の登記を併せてしなければならない。

(ｲ) 添付書面

登記の申請書には，取締役会設置会社の定めの設定の決議をした株主総会

の議事録（(ｱ)のなお書きの場合にあっては，当該変更に係る添付書面を含

む ）を添付しなければならない（商登法第４６条，第５４条第１項，第４。

項 。）

(ｳ) 登録免許税額

登録免許税額は，申請１件につき３万円（(ｱ)のなお書きの場合にあって

は，更に，取締役の変更に係る登録免許税額を加算した額）である（登税法

別表第一第１９号（一）ワ，カ)。

ウ 取締役会設置会社の定めの廃止による変更の登記

(ｱ) 登記すべき事項

登記すべき事項は，取締役会設置会社の定めを廃止した旨及び変更年月日
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である。

なお，取締役会設置会社の定めの廃止に伴い，新たに代表取締役以外の取

締役が会社を代表することとなり，又は代表取締役が辞任等により会社を代

表しないこととなった場合には，代表取締役の変更の登記を併せてしなけれ

ばならない。

(ｲ) 添付書面

登記の申請書には，取締役会設置会社の定めの廃止の決議をした株主総会

の議事録（(ｱ)のなお書きの場合にあっては，当該変更に係る添付書面を含

む ）を添付しなければならない（商登法第４６条，第５４条第１項，第４。

項 。）

(ｳ) 登録免許税額

登録免許税額は，申請１件につき３万円（(ｱ)のなお書きの場合にあって

は，更に，取締役の変更に係る登録免許税額を加算した額）である（登税法

別表第一第１９号（一）ワ，カ)。

５ 特別取締役による議決の定め

(1) 特別取締役による議決の定めの制度の創設

特例法上の大会社又はみなし大会社の機関である重要財産委員会の制度が廃止

され，これに代わるものとして，取締役会の決議要件の特則として，特別取締役

による議決の定めの制度が創設された（会社法第３７３条 。）

取締役会設置会社（委員会設置会社を除く ）において，取締役の数が６人以。

上であり，かつ，取締役のうち１人以上が社外取締役である場合には，取締役会

は，特別取締役による議決の定めを設けることができ，その場合には，重要な財

産の処分及び譲受け並びに多額の借財についての取締役会の決議は，あらかじめ

選定した３人以上の特別取締役のうち，議決に加わることができるものの過半数

（これを上回る割合を取締役会で定めた場合にあっては，その割合以上）が出席

し，その過半数（これを上回る割合を取締役会で定めた場合にあっては，その割

合以上）をもって行うことができるとされた（会社法第３７３条第１項 。）

(2) 特別取締役による議決の定めに関する登記の手続

ア 特別取締役による議決の定めの設定による変更の登記

(ｱ) 登記すべき事項

登記すべき事項は，①特別取締役による議決の定めを設けた旨，②特別取

締役の氏名，③取締役のうち社外取締役であるものについて社外取締役であ

る旨及び④変更年月日である（会社法第９１１条第３項第２１号 。）

③の登記は，既にその登記があるときは，重ねてすることを要しない。

③についての申請書への記載は，既登記の取締役について社外取締役の登
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記をするときは 「取締役何某は社外取締役である 」等の振り合いにより，， 。

社外取締役である取締役の就任の登記と共にするときは 「取締役（社外取，

締役）何某は平成何年何月何日就任」等の振り合いによるものとする（平成

１４年４月２５日付け法務省民商第１０６７号当職通達参照 。）

なお，社外取締役である旨が登記すべき事項となるのは，会社法第９１１

条第３項第２１号，第２２号及び第２５号の場合に限られるとされた。

(ｲ) 添付書面

登記の申請書には，次の書面を添付しなければならない。

ａ 特別取締役による議決の定めの設定を決議し，特別取締役を選定した取

締役会の議事録（商登法第４６条）

ｂ 特別取締役が就任を承諾したことを証する書面 商登法第５４条第１項)（

(ｳ) 登録免許税額

登録免許税額は，申請１件につき６万円（資本金の額が１億円以下の会社

については，４万円）である（登税法別表第一第１９号（一）カ，ネ)。

イ 特別取締役の変更の登記

特別取締役の登記事項について変更が生じた場合の添付書面等については，

特例法における重要財産委員の変更の場合（平成１４年１２月２７日付け法務

省民商第３２２９号当職通達参照）と同様である。

ウ 社外取締役の変更の登記

社外取締役が辞任等により取締役でなくなった場合及び社外取締役が社外取

， ，締役の要件に該当しなくなった場合の登記すべき事項 添付書面等については

平成１４年４月２５日付け法務省民商第１０６７号当職通達と同様である。

エ 特別取締役による議決の定めの廃止による変更の登記

(ｱ) 登記すべき事項

登記すべき事項は，特別取締役による議決の定めを廃止した旨，特別取締

役が退任した旨，特別取締役による議決の定めの廃止により社外取締役の登

記を抹消する旨及び変更年月日である。ただし，当該会社が委員会設置会社

となる旨の登記をしたとき（会社法第９１１条第３項第２２号イ）又は社外

取締役が負う責任の限度に関する契約の締結についての定款の定めの登記が

あるとき（同項第２５号）は，社外取締役の登記の抹消を要しない。

なお，登記官が特別取締役に関する登記を職権で抹消する取扱い（旧商登

規第８２条参照）は，しないとされた。

(ｲ) 添付書面

登記の申請書には，特別取締役による議決の定めの廃止を決議した取締役

（ ， 。会の議事録を添付しなければならない 商登法第４６条 第５４条第４項)
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(ｳ) 登録免許税額

登録免許税額は，申請１件につき６万円（資本金の額が１億円以下の会社

については，４万円）である（登税法別表第一第１９号（一）カ，ネ)。

６ 会計参与

(1) 会計参与の制度の創設

ア 会計参与

取締役と共同して計算書類及びその附属明細書，臨時計算書類並びに連結計

算書類を作成する会社の機関として，会計参与の制度が創設された（会社法第

３７４条以下 。）

会社は，機関設計の在り方にかかわらず，定款の定めによって会計参与を置

くことができる（１参照 。）

会計参与は，公認会計士若しくは監査法人又は税理士若しくは税理士法人で

なければならず（会社法第３３３条第１項 ，取締役と共同して計算書類等を）

作成するほか，会計参与報告を作成し，計算書類等の承認をする取締役会に出

席して意見を述べ，その事務所（会計参与設置会社の本店又は支店と異なる場

所に限る ）に計算書類等を備え置き，株主及び債権者の閲覧請求又は謄抄本。

の交付請求に応ずる義務等を負うとされた（会社法第３７４条，第３７６条，

第３７８条，施行規則第１０３条 。）

イ 選任

， （ ）。会計参与は 株主総会の決議により選任される 会社法第３２９条第１項

役員が欠けた場合等に備えて補欠の会計参与を選任することができること

は，取締役についてと同様である（会社法第３２９条第２項 。）

ウ 任期

会計参与の任期の上限，任期の満了事由等は，取締役と同様である（会社法

第３３４条第１項)。

ただし，会計参与設置会社が会計参与を置く旨の定款の定めを廃止する定款

の変更をした場合には，会計参与の任期は，当該定款の変更の効力発生時に満

了するとされた（会社法第３３４条第２項)。

エ その他

株主総会の決議による会計参与の解任及びその決議要件，会計参与が欠けた

場合等において任期の満了又は辞任により退任した会計参与がなお会計参与と

しての権利義務を有すること等については，取締役についてと同様である（会

社法第３３９条，第３４１条，第３４６条 。）

(2) 会計参与に関する登記の手続

ア 会計参与設置会社の定めの設定による変更の登記
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(ｱ) 登記すべき事項

登記すべき事項は，会計参与設置会社の定めを設定した旨，会計参与の氏

名又は名称，計算書類等の備置き場所及び変更年月日である。

なお，計算書類等の備置き場所は，会計参与の事務所の場所の中から定め

なければならないとされた（施行規則第１０３条第２項）ため，会計参与が

法人であるときは，当該法人の登記事項証明書における事務所の記載と一致

していなければならない。

(ｲ) 添付書面

登記の申請書には，次の書面を添付しなければならない（商登法第５４条

第２項 。）

ａ 会計参与設置会社の定めの設定を決議し，会計参与を選任した株主総会

の議事録（商登法第４６条）

ｂ 会計参与が就任を承諾したことを証する書面

ｃ 会計参与が法人であるときは，当該法人の登記事項証明書

ｄ 会計参与が法人でないときは，公認会計士又は税理士であることを証す

る書面

公認会計士にあっては別紙３－１の証明書をもって，税理士にあっては

別紙４の証明書をもって，資格者であることを証する書面として取り扱っ

て差し支えない。

(ｳ) 登録免許税額

登録免許税額は，申請１件につき６万円（資本金の額が１億円以下の会社

については，４万円）である（登税法別表第一第１９号（一）カ，ネ 。）

イ 会計参与の変更の登記

(ｱ) 会計参与の就任による変更の登記

ａ 登記すべき事項

登記すべき事項は，会計参与の氏名又は名称，計算書類等の備置き場所

及び変更年月日である。

ｂ 添付書面

会計参与設置会社の定めの設定の決議に係る部分を除き，アの(ｲ)と同

様である。

ｃ 登録免許税額

登録免許税額は，申請１件につき３万円（資本金の額が１億円以下の会

社については，１万円）である（登税法別表第一第１９号（一）カ 。）

(ｲ) 法人である会計参与の名称の変更の登記

ａ 登記すべき事項
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登記すべき事項は，会計参与の名称変更の旨及び変更年月日である。

ｂ 添付書面

登記の申請書には，当該法人の登記事項証明書を添付しなければならな

い（商登法第５４条第３項 。）

ｃ 登録免許税額

登録免許税額は，(ｱ)と同様である。

(ｳ) 計算書類等の備置き場所の変更の登記

ａ 登記すべき事項

登記すべき事項は，計算書類等の備置き場所の変更の旨及び変更年月日

である。

ｂ 添付書面

計算書類等の備置き場所の変更を証する書面の添付は，要しない。

ｃ 登録免許税額

登録免許税額は，(ｱ)と同様である。

(ｴ) 会計参与の退任による変更の登記

会計参与の退任による変更の登記は，取締役についてと同様である。

ウ 会計参与設置会社の定めの廃止による変更の登記

(ｱ) 登記すべき事項

登記すべき事項は，会計参与設置会社の定めを廃止した旨，会計参与が退

任した旨及び変更年月日である。

(ｲ) 添付書面

登記の申請書には，会計参与設置会社の定めの廃止を決議した株主総会の

議事録を添付しなければならない（商登法第４６条，第５４条第４項 。）

(ｳ) 登録免許税額

登録免許税額は，申請１件につき６万円（資本金の額が１億円以下の会社

については，４万円）である（登税法別表第一第１９号（一）カ，ネ)。

７ 監査役

(1) 監査役に関する改正

ア 機関設計の在り方及び監査役の権限

取締役会設置会社（公開会社でない会計参与設置会社である場合を除く ）。

又は会計監査人設置会社は，委員会設置会社を除き，監査役を置かなければな

らないとされた（会社法第３２７条第２項，第３項，１参照)。

小会社の監査役の権限に関する特例が廃止され，監査役は，原則として，取

締役（会計参与設置会社にあっては，取締役及び会計参与）の職務の執行を監

査するが，公開会社でない株式会社（監査役会設置会社及び会計監査人設置会
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社を除く ）は，監査役の監査の範囲を会計に関するものに限定する旨を定款。

で定めることができるとされた（会社法第３８１条，第３８９条 。）

監査役を置く会社（監査役の監査の範囲を会計に関するものに限定する旨の

定款の定めがあるものを除く ）又は会社法の規定により監査役を置かなけれ。

ばならない会社を監査役設置会社という（会社法第２条第９号 。ただし，監）

査役の監査の範囲を会計に関するものに限定する旨の定款の定めの有無にかか

わらず，監査役を置く会社について，監査役設置会社である旨の登記をすると

された（会社法第９１１条第３項第１７号 。）

イ 選任

監査役の補欠者の予選については，取締役についてと同様とされた（会社法

第３２９条第２項 。）

ウ 任期

(ｱ) 任期の上限等

監査役の任期は，就任日ではなく選任日を起算点とし，選任後４年以内に

終了する事業年度のうち最終のものに関する定時株主総会の終結の時までと

された（会社法第３３６条第１項 。補欠の監査役の任期についても，就任）

日ではなく，選任日が起算点となる。

監査役の任期は，取締役と異なり，定款又は株主総会の決議によって短縮

することができないが，定款によって，任期の満了前に退任した監査役の補

欠者の任期を退任した監査役の任期の満了する時までとすることはできる

（会社法第３３６条第３項 。）

なお，公開会社でない会社において伸長することができる任期の上限に関

する規律の創設（会社法第３３６条第２項）並びに会社成立後最初の監査役

の任期，ある種類の株主総会において選任された監査役の任期及び吸収合併

存続会社等の監査役で合併前に就職したものの任期に関する規律（旧商法第

２７３条第２項，第２８０条，第２５７条ノ６，第３６１条，第３７４条ノ

２７，第４１４条ノ３参照）の廃止については，取締役についてと同様であ

る。

(ｲ) 任期の満了事由の創設

次に掲げる定款の変更をした場合には，監査役の任期は，当該定款の変更

の効力発生時に満了するとされた（会社法第３３６条第４項 。）

ａ 監査役を置く旨の定款の定めを廃止する定款の変更

ｂ 委員会を置く旨の定款の変更

ｃ 監査役の監査の範囲を会計に関するものに限定する旨の定款の定めを廃

止する定款の変更



- 55 -

ｄ 発行する株式の全部の内容として譲渡制限の定めを廃止する定款の変更

エ 解任

監査役を解任する株主総会の決議は，取締役についてと異なり，旧商法と同

様の特別決議を要する（会社法第３０９条第２項第７号 。）

(2) 監査役に関する登記の手続

ア 監査役設置会社の定めの設定による変更の登記

(ｱ) 登記すべき事項

登記すべき事項は，監査役設置会社の定めを設定した旨，監査役の氏名及

び変更年月日である。

(ｲ) 添付書面

登記の申請書には，次の書面を添付しなければならない。

ａ 監査役設置会社の定めの設定を決議し，監査役を選任した株主総会の議

事録（商登法第４６条）

ｂ 監査役が就任を承諾したことを証する書面（商登法第５４条第１項）

(ｳ) 登録免許税額

登録免許税額は，申請１件につき６万円（資本金の額が１億円以下の会社

については，４万円）である（登税法別表第一第１９号（一）カ，ネ 。）

イ 監査役設置会社の定めの廃止による変更の登記

(ｱ) 登記すべき事項

登記すべき事項は，監査役設置会社の定めを廃止した旨，監査役が退任し

た旨及び変更年月日とする。

(ｲ) 添付書面

登記の申請書には，監査役設置会社の定めの廃止を決議した株主総会の議

事録を添付しなければならない（商登法第４６条，第５４条第４項 。）

(ｳ) 登録免許税額

登録免許税額は，申請１件につき６万円（資本金の額が１億円以下の会社

については，４万円）である（登税法別表第一第１９号（一）カ，ネ)。

８ 監査役会

(1) 監査役会に関する改正

特例法上の大会社又はみなし大会社以外の会社でも，監査役会を置くことがで

きるが，大会社（公開会社でないもの及び委員会設置会社を除く ）は，監査役。

会を置かなければならないとされた（会社法第３２８条第１項，１参照 。）

監査役会設置会社においては，特例法と同様に，監査役は，３人以上で，その

うち半数以上は，社外監査役でなければならない（会社法第３３５条第３項 。）

(2) 監査役会設置会社に関する登記の手続
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ア 監査役会設置会社の定めの設定による変更の登記

(ｱ) 登記すべき事項

登記すべき事項は，①監査役会設置会社の定めを設定した旨，②監査役の

うち社外監査役であるものについて社外監査役である旨及び③変更年月日で

ある（会社法第９１１条第３項第１８号 。）

②の登記は，既にその登記があるときは，重ねてすることを要しない。

②についての申請書への記載は，特別取締役による議決の定めを設けた場

合における社外取締役である旨の登記についてと同様である（５の(2)のア

の(ｱ)参照 。）

なお，社外監査役である旨は，会社法第９１１条第３項第１８号及び第２

６号の場合に，新たに登記すべき事項とされた。

(ｲ) 添付書面

登記の申請書には，監査役会設置会社の定めの設定を決議した株主総会の

議事録を添付しなければならない（商登法第４６条 。）

(ｳ) 登録免許税額

登録免許税額は，申請１件につき６万円（資本金の額が１億円以下の会社

については４万円，(ｱ)の②の登記を要しない会社については３万円）であ

る（登税法別表第一第１９号（一）ワ，カ)。

イ 監査役会設置会社の定めの廃止による変更の登記

(ｱ) 登記すべき事項

登記すべき事項は，監査役会設置会社の定めを廃止した旨，監査役会設置

会社の定めの廃止により社外監査役の登記を抹消する旨及び変更年月日であ

る。ただし，社外監査役が負う責任の限度に関する契約の締結についての定

款の定めの登記があるとき（会社法第９１１条第３項第２６号）は，社外監

査役の登記の抹消を要しない。

(ｲ) 添付書面

登記の申請書には，監査役会設置会社の定めの廃止を決議した株主総会の

議事録を添付しなければならない（商登法第４６条 。）

(ｳ) 登録免許税額

登録免許税額は，申請１件につき６万円（資本金の額が１億円以下の会社

については４万円，社外監査役の登記の抹消を要しない会社については３万

円）である（登税法別表第一第１９号（一）ワ，カ)。

９ 会計監査人

(1) 会計監査人に関する改正

ア 機関設計の在り方
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特例法上の大会社又はみなし大会社以外の会社でも，会計監査人を置くこと

ができるが，大会社及び委員会設置会社は，会計監査人を置かなければならな

いとされた（会社法第３２７条第５項，第３２８条，１参照 。）

， ， ，会計監査人は 特例法と同様に 公認会計士又は監査法人でなければならず

会社の計算書類及びその附属明細書，臨時計算書類並びに連結計算書類を監査

し，監査報告を作成する（会社法第３３７条第１項，第３９６条 。）

イ 選任

， （ ）。会計監査人は 株主総会の決議により選任される 会社法第３２９条第１項

会計監査人は，任期満了の際の定時株主総会において別段の決議がされなか

ったときは，当該定時株主総会において再任されたものとみなされる（会社法

３３８条第２項 。）

会計監査人が欠けた場合又は定款で定めた会計監査人の員数が欠けた場合に

ついて，裁判所に対する選任申立ての制度はなく，遅滞なく会計監査人が選任

されないときは，監査役（監査役会設置会社にあっては監査役会，委員会設置

会社にあっては監査委員会）は，一時会計監査人の職務を行うべき者を選任し

なければならないとされた（会社法第３４６条第４項，第６項，第７項 。）

ウ 任期

会計監査人の任期は，就任日ではなく選任日を起算点とし，選任後１年以内

に終了する事業年度のうち最終のものに関する定時株主総会の終結の時までと

された（会社法第３３８条第１項)。

ただし，会計監査人設置会社が会計監査人を置く旨の定款の定めを廃止する

定款の変更をした場合には，会計監査人の任期は，当該定款の変更の効力発生

時に満了するとされた（会社法第３３８条第３項)。

エ 解任

会計監査人は，いつでも，株主総会の普通決議によって解任することができ

る（会社法第３３９条第１項 。）

また，監査役（監査役会設置会社にあっては監査役会，委員会設置会社にあ

っては監査委員会）は，会計監査人が職務上の義務に違反した場合等には，そ

の全員の同意によって会計監査人を解任することができる（会社法第３４０

条 。）

(2) 会計監査人に関する登記の手続

ア 会計監査人設置会社の定めの設定による変更の登記

(ｱ) 登記すべき事項

登記すべき事項は，会計監査人設置会社の定めを設定した旨，会計監査人

の氏名又は名称及び変更年月日である。
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(ｲ) 添付書面

登記の申請書には，次の書面を添付しなければならない（商登法第５４条

第２項 。）

ａ 会計監査人設置会社の定めの設定を決議し，会計監査人を選任した株主

総会の議事録（商登法第４６条）

ｂ 会計監査人が就任を承諾したことを証する書面

ｃ 会計監査人が法人であるときは，当該法人の登記事項証明書

ｄ 会計監査人が法人でないときは 公認会計士であることを証する書面 別， （

紙３－２参照）

(ｳ) 登録免許税額

登録免許税額は，申請１件につき６万円（資本金の額が１億円以下の会社

については，４万円）である（登税法別表第一第１９号（一）カ，ネ)。

イ 会計監査人の変更の登記

(ｱ) 会計監査人の就任による変更の登記

ａ 登記すべき事項

登記すべき事項は，会計監査人の氏名又は名称及び変更年月日である。

ｂ 添付書面

会計監査人設置会社の定めの設定の決議に係る部分を除き，アの(ｲ)と

同様である。

一時会計監査人の職務を行うべき者の就任による変更の登記の添付書面

（商登法第５５条第１項）も同様であるが，その場合の選任に関する書面

（同項第１号）には，監査役の選任書等がこれに該当する。

なお，任期満了の際の定時株主総会において別段の決議がされなかった

ことにより，会計監査人が再任されたものとみなされる場合（会社法第３

３８条第２項）の重任の登記の申請書には，商登法第５４条第２項第２号

及び第３号の書面並びに当該定時株主総会の議事録（同条第４項）を添付

すれば足り，会計監査人が就任を承諾したことを証する書面の添付は要し

ない。

ｃ 登録免許税額

登録免許税額は，申請１件につき３万円（資本金の額が１億円以下の会

社については，１万円）である（登税法別表第一第１９号（一）カ)。

(ｲ) 法人である会計監査人の名称の変更の登記

法人である会計監査人の名称の変更の登記については，法人である会計参

与についてと同様である（６の(2)のイの(ｲ)参照 。）

(ｳ) 会計監査人の退任による変更の登記
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会計監査人の退任による変更の登記については，取締役その他の役員につ

いてと同様である（商登法第５４条第４項 。）

ウ 会計監査人設置会社の定めの廃止による変更の登記

(ｱ) 登記すべき事項

登記すべき事項は，会計監査人設置会社の定めを廃止した旨，会計監査人

が退任した旨及び変更年月日である。

(ｲ) 添付書面

登記の申請書には，会計監査人設置会社の定めの廃止を決議した株主総会

の議事録を添付しなければならない（商登法第４６条，第５４条第４項 。）

(ｳ) 登録免許税額

登録免許税額は，申請１件につき６万円（資本金の額が１億円以下の会社

については，４万円）である（登税法別表第一第１９号（一）カ，ネ)。

１０ 委員会及び執行役

(1）委員会及び執行役に関する改正

ア 機関設計の在り方

特例法上の大会社又はみなし大会社以外の会社でも，委員会を置くことがで

きるとされた（会社法第３２６条第２項，１参照 。）

委員会設置会社には，特例法の委員会等設置会社と同様に，取締役会及び会

計監査人を置かなければならない（会社法第３２７条第１項，第５項 。）

イ その他

委員会設置会社に関する規律は，原則として特例法の委員会等設置会社と同

様であるが，次のような改正が行われた。

(ｱ) 委員会設置会社における取締役

委員会設置会社の取締役は，当該会社の支配人その他の使用人を兼ねるこ

とができないとされた（会社法第３３１条第３項 。）

(ｲ) 委員会設置会社の定めの設定又は廃止に伴う役員等の任期の満了

ａ 委員会設置会社の定めを設定した場合には，従前の取締役，会計参与及

び監査役の任期は，当該定款の変更の効力発生時に満了するとされた（会

社法第３３２条第４項，第３３４条第１項，第３３６条第４項 。）

ｂ 委員会設置会社の定めを廃止した場合には，取締役（委員を含む ，会。）

計参与及び執行役の任期は，当該定款の変更の効力発生時に満了するとさ

（ ， ， ）。れた 会社法第３３２条第４項 第３３４条第１項 第４０２条第８項

(2) 委員会及び執行役に関する登記の手続

委員会及び執行役に関する登記の手続は，大会社又はみなし大会社に関する部

分を除き，原則として特例法の委員会等設置会社についてと同様である（平成１
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４年１２月２７日付け法務省民商第３２３９号当職通達参照）が，次のような改

正が行われた。

ア 委員会設置会社の定めの設定による変更の登記

(ｱ) 登記期間

委員会を置く旨の定款の定めを設けたときは，２週間以内に，本店の所在

， （ ）。地において 変更の登記をしなければならない 会社法第９１５条第１項

委員会設置会社に関する規律が定款変更後最初に招集される定時総会の終

結の時から適用される旨の取扱い（特例法第２１条の３８参照）は，廃止さ

れた。

(ｲ) 登記すべき事項

登記すべき事項は，①特例法の委員会等設置会社と同様の事項（代表執行

役に関する共同代表の定めを除く ，②従前の取締役等が退任した旨，③取。）

締役等が就任又は重任した旨，④取締役のうち社外取締役であるものについ

て社外取締役である旨及び⑤変更年月日である（(1)のイの(ｲ)参照 。）

④の登記は，既にその登記があるときは，重ねてすることを要しない。

④についての申請書への記載は，特別取締役による議決の定めを設けた場

合における社外取締役である旨の登記についてと同様である（５の(2)のア

の(ｱ)参照 。）

なお，登記官が代表取締役，監査役及び特別取締役に関する登記を職権で

抹消する取扱い（旧商登規第８３条第１項参照）は，しないとされた。

(ｳ) 添付書面

大会社又はみなし大会社に関する書面を除き，特例法の委員会等設置会社

についてと同様である。

(ｴ) 登録免許税額

登録免許税額は，申請１件につき６万円（資本金の額が１億円以下の会社

については，４万円）である（登税法別表第一第１９号（一）ワ，カ)。

イ 委員等の変更

委員，執行役又は代表執行役の変更の登記については，特例法の委員会等設

置会社についてと同様であるが，登録免許税額は，申請１件につき３万円（資

本金の額が１億円以下の会社については，１万円）とされた（登税法別表第一

第１９号（一）カ 。）

ウ 委員会設置会社の定めの廃止による変更の登記

(ｱ) 登記期間

委員会設置会社の定めを廃止したときは，２週間以内に，本店の所在地に

おいて，変更の登記をしなければならない（会社法第９１５条第１項 。）
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委員会設置会社に関する規律が，資本の額が１億円以下になった時後最初

に到来する決算期に関する定時総会の終結の時まで適用される旨等の取扱い

（特例法第２１条の３７参照）は，廃止された。

(ｲ) 登記すべき事項

登記すべき事項は，委員会設置会社の定めを廃止した旨，取締役（委員を

。）， ， ，含む 会計参与及び執行役が退任した旨 取締役等が就任又は重任した旨

委員会設置会社の定めの廃止により社外取締役の登記を抹消する旨並びに変

更年月日である（(1)のイの(ｲ)参照 。ただし，当該会社が特別取締役によ）

（ ）る議決の定めの設定の登記をしたとき 会社法第９１１条第３項第２１号ハ

又は社外取締役が負う責任の限度に関する契約の締結についての定款の定め

（ ） ， 。の登記があるとき 同項第２５号 は 社外取締役の登記の抹消を要しない

なお，登記官が委員及び執行役に関する登記を職権で抹消する取扱い（旧

商登規第８３条第２項参照）は，しないとされた。

(ｳ) 添付書面

登記の申請書には，委員会設置会社の定めの廃止を決議し，取締役等を選

任した株主総会の議事録のほか，定款の変更後の機関設計に応じて必要とな

る添付書面（代表取締役の選定に係る取締役会議事録，就任承諾書等）を添

付しなければならない（商登法第４６条等 。）

(ｴ) 登録免許税額

登録免許税額は，申請１件につき６万円（資本金の額が１億円以下の会社

については，４万円）である（登税法別表第一第１９号（一）ワ，カ)。

１１ 役員等の損害賠償責任

(1) 役員等の損害賠償責任の免除又は制限に関する改正

取締役，会計参与，監査役，執行役又は会計監査人（以下１１において「役員

等」という ）の会社に対する任務懈怠責任について，次の方法により免除し，。

又は制限することができるとされ，ウ及びエの定款の定めが登記すべき事項とさ

れた（会社法第９１１条第３項第２３号，第２４号 。）

ア 総株主の同意による免除（会社法第４２４条）

イ 株主総会の決議による一部免除（会社法第４２５条）

ウ 定款の定めに基づく取締役等による一部免除

監査役設置会社（取締役が２人以上ある場合に限る ）又は委員会設置会社。

は，役員等が職務を行うにつき善意でかつ重大な過失がない場合において，特

に必要と認めるときは，一定の最低責任限度額を控除して得た額を限度として

取締役（当該責任を負う取締役を除く ）の過半数の同意（取締役会設置会社。

にあっては，取締役会の決議）によって免除することができる旨を定款で定め
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ることができるとされた（会社法第４２６条第１項 。）

エ 定款の定めに基づく社外取締役等の責任の制限

会社は，社外取締役だけではなく，会計参与，社外監査役又は会計監査人の

責任についても，これらの者（以下「社外取締役等」という ）が職務を行う。

につき善意でかつ重大な過失がないときは，定款で定めた額の範囲内であらか

じめ会社が定めた額と最低責任限度額とのいずれか高い額を限度とする旨の契

約を社外取締役等と締結することができる旨を定款で定めることができるとさ

れた（会社法第４２７条第１項 。）

(2) 役員等の責任の免除に関する規定の登記の手続

役員等の責任の免除に関する規定の登記の手続は，旧商法又は特例法における

取締役，監査役又は執行役の責任の免除に関する規定の登記の手続と同様である

（取締役又は監査役に関する平成１４年４月２５日付け法務省民商第１０６７号

当職通達，執行役に関する同年１２月２７日付け法務省民商第３２３９号当職通

達参照 。）

なお，当該規定の設定による変更の登記は，監査役設置会社（取締役が２人以

上ある場合に限る ）又は委員会設置会社でなければ，することができないが，。

監査役の監査の範囲を会計に関するものに限定する旨の定款の定めの有無につい

ては，添付書面から明らかな場合を除き，審査を要しないものとする。

(3) 社外取締役等の責任の制限に関する規定の登記の手続

ア 責任の制限に関する規定の設定による変更の登記

(ｱ) 登記すべき事項

登記すべき事項は，①社外取締役等の会社に対する責任の制限に関する規

定を設けた旨，②取締役又は監査役のうち社外取締役又は社外監査役である

ものについて社外取締役又は社外監査役である旨及び③変更年月日である

（会社法第９１１条第３項第２４号から第２６号まで 。）

②の登記は，既にその登記があるときは，重ねてすることを要しない。

②についての申請書への記載は，特別取締役による議決の定めを設けた場

合における社外取締役である旨の登記についてと同様である（５の(2)のア

の(ｱ)参照 。）

(ｲ) 添付書面

登記の申請書には，社外取締役等の責任の制限に関する規定の設定を決議

した株主総会の議事録を添付しなければならない（商登法第４６条 。）

(ｳ) 登録免許税額

登録免許税額は，申請１件につき６万円（資本金の額が１億円以下の会社

については４万円，(ｱ)の②の登記を要しない会社については３万円）であ
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る（登税法別表第一第１９号（一）カ，ネ)。

イ 責任の制限に関する規定の廃止による変更の登記

(ｱ) 登記すべき事項

登記すべき事項は，社外取締役等の会社に対する責任の制限に関する規定

を廃止した旨，責任制限規定の廃止により社外取締役又は社外監査役の登記

を抹消する旨及び変更年月日である。ただし，特別取締役による議決の定め

の登記又は委員会設置会社に関する登記があるとき（会社法第９１１条第３

項第２１号ハ，第２２号イ）は，社外取締役の登記の抹消を要せず，監査役

会設置会社である旨の登記があるとき（同項第１８号）は，社外監査役の登

記の抹消を要しない。

(ｲ) 添付書面

登記の申請書には，社外取締役等の責任の制限に関する規定の廃止を決議

した株主総会の議事録を添付しなければならない（商登法第４６条 。）

(ｳ) 登録免許税額

登録免許税額は，申請１件につき６万円（資本金の額が１億円以下の会社

については４万円，社外取締役及び社外監査役の登記の抹消を要しない会社

については３万円）である（登税法別表第一第１９号（一）ワ，カ)。

第４ 計算等

１ 計算書類の公告

株式会社は，貸借対照表（大会社にあっては，貸借対照表及び損益計算書）の公

告義務を負い，公告方法を官報又は時事に関する事項を掲載する日刊新聞紙とする

会社は，その公告に代えて，その内容である情報を電磁的方法により開示する措置

をとることができる（会社法第４４０条第１項，第３項）が，これらの規律は，証

券取引法（昭和２３年法律第２５号）第２４条第１項の規定により有価証券報告書

を内閣総理大臣に提出しなければならない会社については適用しないとされた（会

社法第４４０条第４項 。）

有価証券報告書を内閣総理大臣に提出しなければならない会社がする会社法第９

１１条第３項第２７号に掲げる事項（具体的には，ウェブページのアドレス）の廃

止による変更の登記について，当該会社に該当することを証する書面の添付は要し

ない。

２ 資本金の額

(1) 設立又は株式の発行の際の資本金の額

ア 設立時の資本金の額

設立時の資本金の額は，原則として株主となる者が払込み又は給付をした財

産の額（以下アにおいて「資本金等限度額」という ）であるが，その２分の。
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１を超えない額は 資本金として計上せず 資本準備金とすることができる 会， ， （

社法第４４５条第１項から第３項まで 。）

資本金等限度額については，(ｱ)の額から(ｲ)の額を減じて得た額（零未満で

ある場合にあっては，零）とされた（計算規則第７４条第１項 。）

(ｱ) 払込み又は給付を受けた財産の額

(ｲ) 設立に要した費用の額のうち，設立に際して資本金又は資本準備金の額と

して計上すべき額から減ずるべき額と定めた額

イ 株式の発行に際して増加すべき資本金の額

株式の発行に際して増加すべき資本金の額は，原則として株主となる者が払

（ 「 」 。）込み又は給付をした財産の額 以下イにおいて 資本金等増加限度額 という

であるが，その２分の１を超えない額は，資本金として計上せず，資本準備金

とすることができる（会社法第４４５条第１項から第３項まで 。）

， ，資本金等増加限度額については 募集株式を引き受ける者の募集を行う場合

新株予約権の行使があった場合，取得条項付新株予約権の取得と引換えに株式

を交付する場合等の区分に応じ，その算定方法が定められ，原則として，払込

み又は給付を受けた財産の額に株式発行割合（交付する株式の総数に占める新

たに発行する株式の数の割合）を乗ずること等が定められた（計算規則第３６

条から第４３条まで 。）

ウ 組織再編に際して増加すべき資本金の額

合併，吸収分割，新設分割，株式交換又は株式移転に際して増加すべき資本

金の額については，ア及びイにかかわらず，企業結合の会計上の分類（取得，

持分の結合，共通支配下の取引等）に応じて定まる会計上の処理に対応して，

その算定方法に関する規律が設けられた（会社法第４４５条第５項，計算規則

第５８条から第６９条まで，第７６条から第８３条まで 。）

具体的には，吸収型再編と新設型再編とを問わず，１の会社が他の会社を新

（ ） ，たに支配することとなる取得の分類に当たる場合 計算規則第５８条等 には

原則として時価によって資産及び負債を評価し，増加すべき資本金の額の基礎

を算出するとされた。他方，当事会社が対等な関係にある持分の結合の分類に

当たる場合（計算規則第６１条等）及び親子会社又は子会社同士の合併等のよ

うな共通支配下の取引の分類に当たる場合（計算規則第５９条等）には，原則

として簿価によって資産及び負債を評価し，増加すべき資本金の額の基礎を算

出するとされた。

なお，新設合併の場合には，取得の分類に当たるときでも，新設合併を行う

会社のうち１の会社については簿価によって評価し，その余の会社については

時価によって評価するとされた（計算規則第７６条 。）
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エ 登記の手続に関する改正

アからウまでによる設立の登記又は資本金の額の増加による変更の登記の申

請書には，資本金の額が会社法及び計算規則の規定に従って計上されたことを

証する書面を添付しなければならないとされた（商登法第８０条第４号，第８

１条第４号，第８５条第４号，第８６条第４号，第８９条第４号，第９０条第

４号，商登規第６１条第５項 。）

(2) 貸借対照表上の計数の変更による資本金の額の増加

会社の資本金の額は (1)のほか 準備金 資本準備金に限る 又は剰余金 そ， ， （ 。） （

の他資本剰余金に係る部分に限る ）の額を減少する場合に限り，増加すること。

ができるとされた（計算規則第４８条第１項 。）

ア 準備金の資本組入れ

(ｱ) 準備金の資本組入れの手続

ａ 決議機関

会社は，資本準備金の額を減少して，減少する準備金の額の全部又は一

部を資本金とすることができ，その場合には，取締役会の決議（旧商法第

２９３条ノ３参照）ではなく，株主総会の普通決議によって，次に掲げる

事項を定めなければならないとされた（会社法第４４８条第１項，計算規

則第４８条第１項第１号 。）

(a) 減少する準備金の額

(b) 減少する準備金の額の全部又は一部を資本金とするときは，その旨及

び資本金とする額

(c) 準備金の額の減少の効力発生日

ただし，株式の発行と同時に準備金の額を減少する場合において，当該

準備金の額の減少の効力発生日後の準備金の額が当該日前の準備金の額を

下回らないときは，取締役の決定（取締役会設置会社にあっては，取締役

会の決議）で足りるとされた（会社法第４４８条第３項 。）

ｂ 債権者保護手続

準備金の額を減少する場合（減少する準備金の額の全部を資本金とする

場合を除く ）には，次に掲げる事項を官報に公告し，かつ，知れている。

債権者に対し各別に催告する等の債権者保護手続を行わなければならない

とされた（会社法第４４９条 。）

(a) 当該準備金の額の減少の内容

(b) 会社の計算書類に関する事項（最終事業年度に係る貸借対照表又はそ

の要旨が公告されている場合における官報の日付及び頁等。計算規則第

１８０条）
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(c) 債権者が一定の期間内に異議を述べることができる旨

ただし，定時株主総会において準備金の額のみの減少を決議した場合で

あって，減少する準備金の額が当該定時株主総会の日における欠損の額を

超えないときは，債権者保護手続を要しないとされた（会社法第４４９条

第１項ただし書，計算規則第１７９条 。）

(ｲ) 準備金の資本組入れの登記の手続

登記の申請書には，次の書面を添付しなければならない。

ａ 株主総会の議事録（商登法第４６条 。）

ｂ (ｱ)のａのただし書の場合にあっては，株主総会の議事録に代えて，次

に掲げる書面

(a) 取締役の過半数の一致を証する書面又は取締役会の議事録（商登法第

４６条第１項，第２項）

(b) 会社法第４４８条第３項に規定する場合に該当することを証する書面

（商登規第６１条第７項）

具体的には，代表者の作成に係る証明書（準備金の額の減少と同時に

する株式の発行に際して計上する準備金の額を示す等の方法により，当

該場合に該当することを確認することができるもの）等がこれに該当す

る。

ｃ 減少に係る資本準備金の額が計上されていたことを証する書面（商登法

第６９条）

具体的には，代表者の作成に係る証明書等がこれに該当する。

なお，準備金の額は登記事項ではなく，準備金の額の減少に係る債権者保

護手続を行ったことを証する書面の添付は要しない。

イ 剰余金の資本組入れ

(ｱ) 剰余金の資本組入れの手続

， （ 。） ，会社は 剰余金 その他資本剰余金に係る部分に限る の額を減少して

資本金の額を増加することができ，その場合には，株主総会（定時株主総会

に限られない ）の普通決議によって，減少する剰余金の額及び資本金の額。

の増加の効力発生日を定めなければならないとされた（会社法第４５０条，

計算規則第４８条第１項第２号 。）

剰余金の額の減少には，債権者保護手続を要しない。

(ｲ) 剰余金の資本組入れの登記の手続

登記の申請書には，次の書面を添付しなければならない。

ａ 株主総会の議事録（商登法第４６条）

ｂ 減少に係る剰余金の額が計上されていたことを証する書面（商登法第６
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９条）

(3) 資本金の額の減少

ア 資本金の額の減少の手続

(ｱ) 決議機関

ａ 会社は，資本金の額を減少することができ，その場合には，株主総会の

特別決議によって，次に掲げる事項を定めなければならないとされた（会

社法第４４７条第１項，第３０９条第２項第９号 。）

(a) 減少する資本金の額

(b) 減少する資本金の額の全部又は一部を準備金とするときは，その旨及

び準備金とする額

(c) 資本金の額の減少の効力発生日

ただし，資本金の額の減少を定時株主総会において決議する場合におい

て，(a)の額が定時株主総会の日（会計監査人設置会社にあっては，取締

役会による計算書類の承認があった日）における欠損の額を超えないとき

は，その決議要件は，普通決議で足りるとされた（会社法第３０９条第２

項第９号，施行規則第６８条 。）

ｂ 株式の発行と同時に資本金の額を減少する場合において，当該資本金の

額の減少の効力発生日後の資本金の額が当該日前の資本金の額を下回らな

， （ ， ）いときは 取締役の決定 取締役会設置会社にあっては 取締役会の決議

で足りるとされた（会社法第４４７条第３項 。）

(ｲ) 債権者保護手続

資本金の額を減少する場合には，(2)のアのｂと同様の債権者保護手続を

行わなければならないとされた（会社法第４４９条 。）

イ 資本金の額の減少の登記の手続

登記の申請書には，次の書面を添付しなければならない。

(ｱ) 株主総会の議事録（商登法第４６条）

(ｲ) アの(ｱ)のａのただし書の場合（定時株主総会の普通決議による場合）に

あっては，一定の欠損の額が存在することを証する書面（商登規第６１条第

６項）

具体的には，代表者の作成に係る証明書等がこれに当たる。

(ｳ) アの(ｱ)のｂの場合にあっては，株主総会の議事録に代えて，取締役の過

半数の一致を証する書面又は取締役会の議事録（商登法第４６条）

(ｴ) 債権者保護手続のための公告及び催告（公告を官報のほか時事に関する事

項を掲載する日刊新聞紙又は電子公告によってした場合にあっては，これら

の方法による公告）をしたこと並びに異議を述べた債権者があるときは，当
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該債権者に対し弁済し若しくは相当の担保を提供し若しくは当該債権者に弁

済を受けさせることを目的として相当の財産を信託したこと又は当該債権者

を害するおそれがないことを証する書面（以下「債権者保護手続関係書面」

という。商登法第７０条）

なお，資本金の額が会社法及び計算規則の規定に従って計上されたことを証

する書面（商登規第６１条第５項）については，登記簿から，減少する資本金

の額が効力発生日における資本金の額を超えないこと（会社法第４４７条第２

項）を確認することができるため，添付を要しないものとする。

ウ その他

資本金の額は，会社法第４４７条の規定による場合に限って減少し，新株の

発行の無効の訴えに係る請求を認容する判決が確定した場合等には減少しない

とされ（計算規則第４８条 ，その場合の登記の回復についても，資本金の額）

に関する登記は回復しないとされた（商登規第７０条 。）

３ 剰余金の配当等

(1) 剰余金の配当

会社は，純資産額が３００万円以上である場合には，株主総会の決議によって

何度でも剰余金の配当をすることができ，金銭その他の財産を配当財産とするこ

とができるとされた（会社法第４５３条，第４５４条，第４５８条 。取締役会）

設置会社は，定款の定めに基づき，１事業年度の途中において１回に限り，取締

役会の決議によって金銭の中間配当をすることもできる。

また，会計監査人設置会社（取締役の任期の末日が選任後１年以内に終了する

事業年度のうち最終のものに関する定時株主総会の終結の日後の日であるもの及

び監査役設置会社であって監査役会設置会社でないものを除く ）においては，。

定款の定めに基づき，剰余金の配当等を取締役会が定めることができるとされた

（会社法第４５９条 。）

(2) 配当等の制限

会社が株式を取得する一定の行為をする場合において，当該行為等により株主

に対して交付する財産（会社の自己株式を除く ）の帳簿価額の総額は，当該行。

為の効力発生日における分配可能額（剰余金の額等から自己株式の帳簿価額等を

減じて得た額）を超えてはならないとされた（会社法第４６１条等 。）

アからウまでのとおり，登記すべき事項につき一定の分配可能額が存在するこ

とを要するときは，申請書にその事実を証する書面を添付しなければならないと

された（商登規第６１条第６項，第２の６の(2)のアからウまで参照 。）

ア 取得請求権付株式の取得と引換えにする新株予約権の交付による変更の登記

（会社法第１６６条第１項ただし書）



- 69 -

イ 取得条項付株式の取得と引換えにする新株予約権の交付による変更の登記

（会社法第１７０条第５項）

ウ 全部取得条項付種類株式の取得と引換えにする新株予約権の交付による変更

の登記（会社法第４６１条第１項第４号）

第５ 解散及び清算

１ 解散

(1) 解散の登記に伴う職権抹消

解散の登記をしたときは，登記官は，職権で，次に掲げる登記を抹消しなけれ

ばならないとされた（商登規第５９条，第７２条 。）

ア 取締役会設置会社である旨の登記並びに取締役，代表取締役及び社外取締役

に関する登記

イ 特別取締役による議決の定めがある旨の登記及び特別取締役に関する登記

ウ 会計参与設置会社である旨の登記及び会計参与に関する登記

エ 会計監査人設置会社である旨の登記及び会計監査人に関する登記

オ 委員会設置会社である旨の登記並びに委員，執行役及び代表執行役に関する

登記

カ 支配人に関する登記

(2）休眠会社に関する改正

最後の登記後５年ではなく１２年を経過した会社が休眠会社とされ，これにつ

いて，旧商法と同様の手続により解散したものとみなすとされた（会社法第４７

２条 。）

２ 清算

(1) 清算の手続

ア 清算会社の機関

清算会社は，株主総会及び清算人のほか，定款の定めによって，清算人会，

監査役又は監査役会を置くことができ，機関の設置における定款自治の範囲が

拡大したが，解散前の会社におけるその余の機関に関する規律の適用はないと

された（会社法第４７７条第１項，第２項，第６項 。）

ただし，一定の機関の設置義務がある場合として，監査役会を置く旨の定款

の定めがある清算会社は，清算人会を置かなければならないとされた（会社法

第４７７条第３項 。）

また，清算開始時に公開会社又は大会社であった清算会社は，監査役を置か

なければならず，これに該当する委員会設置会社であった清算会社は，監査委

員が監査役となるとされた（会社法第４７７条第４項，第５項 。）

イ 清算人及び代表清算人
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(ｱ) 清算会社の代表及び業務執行

清算会社の代表及び業務執行の在り方は，解散前の会社における取締役及

び代表取締役についてと同様である（第３の３参照 。）

(ｲ) 員数

清算人は，１人以上で足りるが，清算人会設置会社においては３人以上で

（ ， ）。なければならないとされた 会社法第４７８条第６項 第３３１条第４項

(ｳ) 清算人の選任

， ， （ ）。清算人には 旧商法と同様に 次に掲げる者がなる 会社法第４７８条

ａ 清算開始時の取締役（委員会設置会社であった清算会社にあっては，監

査委員以外の取締役）(ｂ及びｃに掲げる者がある場合を除く ）。

ｂ 定款で定める者

ｃ 株主総会の決議によって選任された者

ｄ 裁判所が選任した者

(ｴ) 代表清算人の選任

ａ 清算人会設置会社以外の清算会社

清算人の中から代表清算人を定めないときは，各清算人が代表清算人と

なる（会社法第４８３条第１項本文 。）

ただし，(ｳ)のａにより清算開始時の取締役が清算人となる場合におい

て，代表取締役を定めていたときは，当該代表取締役が代表清算人となり

（ ）， ， ，会社法第４８３条第４項 また 清算人会設置会社以外の清算会社は

次の方法のいずれかにより，清算人の中から代表清算人を定めることがで

きるとされた（同条第３項 。）

(a) 定款

(b) 定款の定めに基づく清算人（裁判所が選任したものを除く ）の互選。

(c) 株主総会の決議

なお，(ｳ)のｄにより裁判所が清算人を選任したときは，裁判所は，清

算人の中から代表清算人を定めることができる（会社法第４８３条第５

項 。）

ｂ 清算人会設置会社

(ｳ)のａにより清算開始時の取締役が清算人となる場合において，代表

取締役を定めていたときは，当該代表取締役が代表清算人となる（会社法

第４８３条第４項 。）

清算人会設置会社は，他に代表清算人があるときを除き，清算人会の決

議により，清算人の中から代表清算人を選定しなければならない（会社法

第４８９条第３項 。）
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なお，裁判所が代表清算人を定めることができることは，ａと同様であ

る。

(ｵ) 任期

清算人については，旧商法と同様に，任期の上限はない。

(ｶ) 解任

清算人は，旧商法と同様に，裁判所が選任したものを除き，いつでも株主

， ， ，総会の普通決議で解任することができ 重要な事由があるときは 裁判所は

少数株主の申立てにより，清算人を解任することができる（会社法第４７９

条 。）

清算人の解任の裁判に対する不服申立てが可能になったことに伴い，解任

， ，の裁判があったときのみならず 当該裁判を取り消す裁判が確定したときも

裁判所書記官は，本店の所在地を管轄する登記所にその登記を嘱託しなけれ

ばならないとされた（会社法第９３７条第１項第２号ハ，第３号イ，第９３

８条第２項第２号，第３号 。）

ウ 清算人会

清算人会の議事録及び清算人会の決議の省略の制度の創設については，取締

役会についてと同様である（会社法第４９０条第５項，第３６９条第３項，施

行規則第１４３条，第３の４参照 。）

エ 監査役及び監査役会

清算会社の監査役及び監査役会については，一定の場合に機関の設置義務が

あること（ア参照）を除き，解散前の会社と変わらないが，任期の上限に関す

る規律が廃止された（会社法第４８０条第２項 。）

また，解散前の会社と同様に，監査役の任期は，次に掲げる定款の変更をし

た場合には，当該定款の変更の効力発生時に満了するが，発行する株式の全部

の内容として譲渡制限の定めを廃止する定款の変更をしても満了しないとされ

た（会社法第４８０条第１項 。）

(ｱ) 監査役を置く旨の定款の定めを廃止する定款の変更（ただし，清算開始時

に公開会社又は大会社であった清算会社は，監査役を置く旨の定款の定めを

廃止することができない。会社法第４７７条第４項参照）

(ｲ) 監査役の監査の範囲を会計に関するものに限定する旨の定款の定めを廃止

する定款の変更

オ 清算会社についての適用除外等

清算会社は，次に掲げる行為等をすることができないとされた（会社法第５

０９条，第４７４条 。）

(ｱ) 自己の株式の取得（無償で取得する場合その他施行規則第１５１条で定め
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る場合を除く ）。

(ｲ) 資本金の額その他の貸借対照表上の計数の変更

(ｳ) 剰余金の配当

(ｴ) 吸収合併存続会社又は吸収分割承継会社となること。

(ｵ) 株式交換及び株式移転

(2) 清算の登記の手続

ア 登記すべき事項

清算開始時の取締役が清算人となったときは解散の日から２週間以内に，清

算人が選任されたときは就任の日から２週間以内に，本店の所在地において，

（ ，次に掲げる事項を登記しなければならないとされた 会社法第９２８条第１項

第３項，第４項 。）

(ｱ) 清算人の氏名

(ｲ) 代表清算人の氏名及び住所

(ｳ) 清算会社が清算人会設置会社であるときは，その旨

イ 清算人会設置会社以外の清算会社の清算人に関する登記の手続

(ｱ) 清算人及び代表清算人の登記

登記の申請書には，次の書面を添付しなければならない。

ａ 定款（商登法第７３条第１項）

ｂ 清算人の選任を証する書面

定款によって定めたときは定款（商登規第６１条第１項）を，株主総会

の決議によって選任したときはその議事録（商登法第４６条）を，裁判所

が選任したときは裁判所の選任決定書等（商登法第７３条第３項）を添付

しなければならない。

ｃ 清算人の中から代表清算人を定めたときは，その選定を証する書面

定款によって定めたときは定款（商登規第６１条第１項）を，定款の定

めに基づく清算人の互選によって定めたときは定款及びその互選を証する

書面（同項，商登法第４６条第１項）を，株主総会の決議によって定めた

ときはその議事録（同条第２項）を，裁判所が定めたときは裁判所の選任

決定書等（商登法第７３条第３項）を添付しなければならない。

ｄ 清算人及び代表清算人が就任を承諾したことを証する書面

定款又は株主総会の決議によって清算人を選任したときは清算人の就任

承諾書を，清算人（裁判所が選任したものを除く ）の中から代表清算人。

を定めたとき（(1)のイの(ｴ)のａ参照）は代表清算人の就任承諾書を添付

しなければならない（商登法第７３条第２項 。）

(ｲ) 清算人又は代表清算人の就任による変更の登記
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， 。登記の申請書には (ｱ)のｂからｄまでの書面を添付しなければならない

(ｳ) 清算人又は代表清算人の退任による変更の登記

登記の申請書には 退任の事由を証する書面を添付しなければならない 商， （

登法第７４条第２項 。）

ウ 清算人会設置会社の清算人に関する登記の手続

(ｱ) 清算人，代表清算人及び清算人会設置会社である旨の登記

ａ 添付書面

登記の申請書には，次の書面を添付しなければならない。

(a) 定款（商登法第７３条第１項）

(b) 清算人の選任を証する書面

清算人会設置会社以外の会社についてと同様である（イの(ｱ)のｂ参

照 。）

(c) 代表清算人の選定を証する書面

清算人会が選定したときはその議事録（商登法第４６条）を，裁判所

が定めたときは裁判所の選任決定書等（商登法第７３条第３項）を添付

しなければならない。

(d) 清算人及び代表清算人が就任を承諾したことを証する書面

定款又は株主総会の決議によって清算人を選任したときは清算人の就

任承諾書を，清算人会の決議によって代表清算人を選定したときは代表

清算人の就任承諾書を添付しなければならない（商登法第７３条第２

項 。）

ｂ 登録免許税額

登録免許税額は，申請１件につき９０００円である（登税法別表第一第

１９号（四）イ 。）

(ｲ) 清算人及び代表清算人の就任又は退任による変更の登記

清算人会設置会社における清算人及び代表清算人の就任又は退任による変

更の登記の添付書面等は，改正前と同様である。

(ｳ) 清算人会設置会社の定めの設定又は廃止による変更の登記

ａ 添付書面

登記の申請書には，清算人会設置会社の定めの設定又は廃止を決議した

株主総会の議事録を添付しなければならない（商登法第４６条 。）

ｂ 登録免許税額

登録免許税額は，申請１件につき６０００円である（登税法別表第一第

１９号（四）ニ 。）

エ その他
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清算会社の監査役の登記（監査役設置会社の定めの登記を含む ）及び監査。

役会設置会社の定めの登記（社外監査役の登記を含む ）は，解散前の会社に。

ついてと同様である（第３の７及び８参照 。）

３ 清算の結了

清算事務が終了したときは，清算人は，旧商法と同様に，決算報告を作成し，こ

れを株主総会に提出し，その承認を受けなければならない（会社法第５０７条 。）

清算結了の登記の申請書には，決算報告の承認をした株主総会の議事録を添付し

なければならないが，清算人会の議事録の添付は要しない（商登法第７５条 。）

第３部 有限会社

第１ 旧有限会社の存続

整備法による有法の廃止後も，整備法の施行の際現に存する有限会社（以下「旧有

限会社」という ）は，特段の手続を経ることなく，会社法の規定による株式会社と。

して存続するとされた（整備法第２条第１項 。）

これに伴い，旧有限会社の定款，社員，持分及び出資１口を存続する株式会社の定

款，株主，株式及び１株とみなすとされ，旧有限会社の資本の総額を出資１口の金額

で除して得た数を当該株式会社の発行可能株式総数及び発行済株式の総数とするとさ

（ ， ）。 ， ，れた 整備法第２条第２項 第３項 また 旧有限会社の定款における資本の総額

出資１口の金額，社員の氏名及び住所並びに各社員の出資の口数の記載は，存続する

株式会社の定款に記載がないものとみなすとされ，旧有限会社について，資本確定の

， （ ）。原則に代えて 授権資本制度を採用することが明らかにされた 整備法第５条第１項

なお，旧有限会社の設立（新設合併及び新設分割を含む ）について施行日前に行。

った手続は 施行日前にこれらの行為の効力が生じない場合には その効力を失う 整， ， （

備法第４条，第８部の第２の３の(1)参照）ため，施行日以後に，新たに有限会社が

設立されることはない。

第２ 株式会社に関する会社法の規定の特則

１ 特例有限会社についての特則

第１により存続する株式会社でその商号中に有限会社という文字を用いるもの

（以下「特例有限会社」という。整備法第３条第２項）については，株式会社に関

する会社法の規定の適用があるが，次の特則が定められ，これらについては，改正

前の有限会社と同様の取扱いをすることが可能とされた。

(1) 商号

特例有限会社は，その商号中に有限会社という文字を用いなければならないと

された（整備法第３条第１項，有法第３条第１項参照 。）

(2) 株式の譲渡制限の定め

特例有限会社の定款には，その発行する全部の株式の内容として，次に掲げる
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定めがあるものとみなし，これと異なる内容の定めを設ける定款の変更をするこ

とができないとされた（整備法第９条，有法第１９条第１項，第２項参照 。）

ア 株式を譲渡により取得することについて当該特例有限会社の承認を要する旨

イ 当該特例有限会社の株主が株式を譲渡により取得する場合には，当該特例有

限会社が承認をしたものとみなす旨

(3) 機関

ア 株主総会の特別決議の決議要件

特例有限会社の株主総会の特別決議について，株式会社の場合よりも決議要

件が加重され，総株主の半数以上（これを上回る割合を定款で定めた場合にあ

っては，その割合以上）であって，当該株主の議決権の４分の３以上に当たる

（ ， ）。多数をもってするとされた 整備法第１４条第３項 有法第４８条第１項参照

イ 株主総会以外の機関

特例有限会社は，１人以上の取締役を置かなければならないほか，定款の定

めにより監査役を置くことができるとされ，取締役会，会計参与，監査役会，

会計監査人又は委員会を置くことはできないとされた（整備法第１７条，有法

第２５条，第３３条第１項参照 。）

ウ 取締役及び監査役の任期等

特例有限会社の取締役及び監査役の任期について，上限はないとされた（整

備法第１８条，有法第３２条，第３４条参照 。）

(4) 計算書類の公告義務

特例有限会社は，貸借対照表の公告を要しないとされた（整備法第２８条，有

法第４６条参照 。）

(5) 解散及び清算

ア 休眠会社のみなし解散

特例有限会社については，休眠会社のみなし解散に関する規定は適用しない

とされた（整備法第３２条，有法第７章参照 。）

イ 清算株式会社である特例有限会社の株主総会以外の機関

特例有限会社が清算会社となった場合には，１人以上の清算人を置かなけれ

ばならないほか，定款の定めにより監査役を置くことができるとされ，清算人

会又は監査役会を置くことはできないとされた（整備法第３３条第１項，有法

第７５条第２項参照 。）

ウ 特別清算

特例有限会社については，特別清算に関する規定は適用しないとされた（整

備法第３５条 。）

(6) 組織再編
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ア 合併及び会社分割

特例有限会社は，有限会社を設立することとなる新設合併又は新設分割をす

ることができない（整備法第４条参照 。）

また，特例有限会社は，吸収合併存続会社又は吸収分割承継会社となること

ができないとされた（整備法第３７条 。）

イ 株式交換及び株式移転

特例有限会社については，株式交換及び株式移転に関する規定は適用しない

とされた（整備法第３８条 。）

２ 特例有限会社の登記の手続についての特則

(1) 特例有限会社の本店の所在地において登記すべき事項のうち，株式会社の設立

の登記の登記すべき事項に相当するものは，次のとおりとされた（会社法第９１

１条第３項，整備法第４３条第１項 。取締役，代表取締役及び監査役に関する）

登記については，改正前の有限会社と同様であり，監査役設置会社の登記をする

ことは要しない。

ア 目的

イ 商号

ウ 本店及び支店の所在場所

エ 存続期間又は解散についての定款の定めがあるときは，その定め

オ 資本金の額

カ 発行可能株式総数

キ 発行する株式の内容（種類株式発行会社にあっては，発行可能種類株式総数

及び発行する各種類の株式の内容）

ク 単元株式数についての定款の定めがあるときは，その単元株式数

ケ 発行済株式の総数並びにその種類及び種類ごとの数

コ 株券発行会社であるときは，その旨

サ 株主名簿管理人を置いたときは，その氏名又は名称及び住所並びに営業所

シ 新株予約権を発行したときは，新株予約権の数等（第２部の第１の２の(2)

のアの(ｼ)参照）

ス 取締役の氏名及び住所

セ 代表取締役の氏名（特例有限会社を代表しない取締役がある場合に限る ）。

ソ 監査役を置いたときは，監査役の氏名及び住所

タ 取締役又は監査役の責任の免除についての定款の定めがあるときは，その定

め

チ 社外取締役又は社外監査役が負う責任の限度に関する契約の締結についての

定款の定めがあるときは，その定め
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ツ チの定款の定めが社外取締役に関するものであるときは，取締役のうち社外

取締役であるものについて，社外取締役である旨

テ チの定款の定めが社外監査役に関するものであるときは，監査役のうち社外

監査役であるものについて，社外監査役である旨

ト 公告方法についての定款の定めがあるときは，その定め

ナ 電子公告を公告方法とするときは，ウェブページのアドレス等（第２部の第

１の２の(2)のアの(ﾍ)参照）

ニ トの定款の定めがないときは，官報に掲載する方法を公告方法とする旨

(2) 特例有限会社の本店の所在地における登記すべき事項のうち(1)以外のもの 会（

社法第９１６条から第９１８条まで，第９２０条，第９２６条，第９２７条，第

９２９条等）は，株式会社の登記と同様であるが，合併及び会社分割の登記はす

ることができない場合（１の(6)のア参照）があり，株式交換及び株式移転の登

記はすることができない。

また，清算人の登記において登記すべき事項は，改正前の有限会社と同様に，

清算人の氏名及び住所並びに代表清算人の氏名（特例有限会社を代表しない清算

人がある場合に限る ）とされ（整備法第４３条第２項 ，清算人会設置会社であ。 ）

る旨の登記はすることができない。

第３ 商号変更による通常の株式会社への移行

１ 移行の手続

特例有限会社は，定款を変更してその商号中に株式会社という文字を用いる商号

の変更をすることができ，当該定款の変更の効力は，移行の登記によって生ずると

された（整備法第４５条 。）

２ 移行の登記の手続

(1) 登記期間等

特例有限会社が１の定款の変更をする株主総会の決議をしたときは，本店の所

在地においては２週間以内に，支店の所在地においては３週間以内に，当該特例

有限会社については解散の登記をし，商号の変更後の株式会社については設立の

登記をしなければならない（整備法第４６条 。）

これらの登記の申請は，組織変更による解散及び設立の登記と同様に，同時に

しなければならず，いずれかにつき却下事由があるときは，共に却下しなければ

ならない（整備法第１３６条第２１項，第２３項 。）

(2) 商号の変更後の株式会社についてする設立の登記

ア 登記すべき事項

登記すべき事項は，株式会社の設立の登記（第２部の第１の２の(2)参照）

と同一の事項のほか，会社成立の年月日，特例有限会社の商号並びに商号を変
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更した旨及びその年月日である（整備法第１３６条第１９項 。）

ただし，１の定款の変更と同時に，資本金の額の増加その他の登記事項の変

更が生じた場合において，移行による設立の登記の申請書に当該変更後の登記

事項が記載されたときは，組織変更による設立の登記と同様に，これを受理し

て差し支えない。

なお，移行による設立の登記においては，登記官は，職権で，すべての取締

役及び監査役につきその就任年月日を記録するものとする。特例有限会社の取

締役又は監査役が商号の変更の時に退任しない場合には，その就任年月日（会

社成立時から在任する取締役又は監査役にあっては，会社成立の年月日）を移

記し，取締役又は監査役が商号の変更の時に就任した場合には，商号の変更の

年月日を記録しなければならない。

イ 添付書面

本店の所在地における移行による設立の登記の申請書には，１の定款の変更

に係る株主総会の議事録及び商号の変更後の株式会社の定款（アのただし書の

場合にあっては，当該変更に係る添付書面を含む ）を添付しなければならな。

い（商登法第４６条，整備法第１３６条第２０項 。）

ウ 登録免許税額

移行による設立の登記の登録免許税額は，組織変更による設立の登記と同様

に，申請１件につき，本店の所在地においては資本金の額の１０００分の１．

５（商号変更の直前における資本金の額を超える資本金の額に対応する部分に

ついては，１０００分の７ ，支店の所在地においては９０００円である（登）

税法第１７条の３，別表第一第１９号（一）ホ （二）イ 。， ）

(3) 特例有限会社についてする解散の登記

ア 登記すべき事項

登記すべき事項は，解散の旨並びにその事由及び年月日であり，この登記を

したときは，その登記記録を閉鎖しなければならないとされた（商登法第７１

条第１項，改正省令第４条第３項 。）

イ 添付書面

添付書面を要しないとされた（整備法第１３６条第２２項 。）

ウ 登録免許税額

登録免許税額は，組織変更による解散の登記と同様に，申請１件につき，本

店の所在地においては３万円，支店の所在地においては９０００円である（登

税法別表第一第１９号（一）ソ （二）イ 。， ）

第４部 持分会社

第１ 合同会社の制度の創設
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， ，社員間の人的信頼関係を基礎とする会社類型として 合名会社及び合資会社に加え

有限責任社員のみで構成される合同会社の制度が創設された。

合名会社，合資会社及び合同会社は，持分会社と総称され，基本的に同一の規定の

適用がある（会社法第３編 。）

第２ 設立

１ 設立の手続

(1) 定款の絶対的記載事項

定款には，目的，商号，本店の所在地，社員の氏名又は名称及び住所，社員が

無限責任社員又は有限責任社員のいずれであるかの別並びに社員の出資の目的及

びその価額又は評価の標準を記載しなければならないとされ，支店の所在地の記

載を要しないとされた（会社法第５７６条第１項 。）

(2) 社員の員数

合名会社及び合同会社は 社員を１人として設立することができるとされた 会， （

社法第６４１条第４号参照 。）

合資会社は，無限責任社員及び有限責任社員の存在が必要であり，社員を１人

として設立することはできない（会社法第５７６条第３項参照 。）

(3) 社員になることができる者

法人は，有限責任社員のみならず，無限責任社員にもなることができ，法人が

業務執行社員であるときは，当該法人は，当該業務執行社員の職務を行うべき者

（以下「職務執行者」という ）を選任しなければならないとされた（会社法第。

５７６条第１項第４号，第５９８条 。）

会社以外の法人が持分会社の社員となるには，当該法人の目的の範囲内の行為

である必要があるが，目的の範囲外であることが明らかな場合を除き，当該設立

の登記を受理して差し支えない。なお，信用協同組合（協同組合による金融事業

に関する法律 昭和２４年法律第１８３号 第６条 信用金庫 信用金庫法 昭（ ） ）， （ （

和２６年法律第２３８号）第８９条第１項 ，労働金庫（労働金庫法（昭和２８）

） ）， （ （ ）年法律第２２７号 第９４条第１項 銀行 銀行法 昭和５６年法律第５９号

第１２条の３ ，保険会社（保険業法（平成７年法律第１０５号）第１００条の）

４）等は，持分会社の無限責任社員又は業務執行社員になることができないとさ

れた。

(4) 代表社員の選任等

社員は，定款に別段の定めがある場合を除き，持分会社の業務を執行し，持分

会社を代表する（会社法第５９０条，第５９９条第１項）が，持分会社は，定款

又は定款の定めに基づく社員の互選によって，業務執行社員の中から代表社員を

定めることができるとされた（同条第３項 。）
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したがって 有限責任社員も 代表社員又は業務執行社員になることができ 旧， ， （

商法第１５６条参照 ，代表社員の選任には，必ずしも総社員の同意を要しない）

（旧商法第７６条ただし書参照 。）

(5) 合同会社における設立の手続

合同会社を設立するには，社員になろうとする者は，定款の作成後，設立の登

記をする時までに，その出資に係る金銭の全額を払い込み，又はその出資に係る

（ ）。金銭以外の財産の全部を給付しなければならないとされた 会社法第５７８条

なお，合同会社の設立時の資本金の額は，原則として，社員になろうとする者

が履行した出資により払込み又は給付がされた財産の額の範囲内で，社員になろ

うとする者が定めた額（零以上の額に限る ）とされた（計算規則第７５条第１。

項 。）

２ 設立の登記の手続

(1) 登記申請人

設立の登記を申請すべき会社を代表すべき社員が法人である場合には，登記の

申請書には，職務執行者の氏名及び住所をも記載し，職務執行者又は代理人が記

名押印しなければならないとされた（商登法第１７条第２項 。）

(2) 登記すべき事項

， ， ，持分会社の設立の登記は その本店の所在地において 次に掲げる区分に応じ

次の事項を登記してしなければならないとされた。

ア 合名会社（会社法第９１２条）

(ｱ) 目的

(ｲ) 商号

(ｳ) 本店及び支店の所在場所

(ｴ) 存続期間又は解散の事由についての定款の定めがあるときは，その定め

(ｵ) 社員の氏名又は名称及び住所

登記記録における無限責任社員の資格については，旧商法と同様に 「社，

員」とすれば足りる。

(ｶ) 代表社員の氏名又は名称（会社を代表しない社員がある場合に限る ）。

(ｷ) 代表社員が法人であるときは，当該社員の職務執行者の氏名及び住所

(ｸ) 公告方法についての定款の定めがあるときは，その定め

(ｹ) 電子公告を公告方法とするときは，ウェブページのアドレス等（株式会社

の登記すべき事項に関する第２部の第１の２の(2)のアの(ﾍ)と同様）

(ｺ) (ｸ)の定款の定めがないときは，官報により掲載する方法を公告方法とす

る旨

イ 合資会社（会社法第９１３条）
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(ｱ) 合名会社の登記すべき事項と同一の事項

(ｲ) 社員が有限責任社員又は無限責任社員のいずれであるかの別

(ｳ) 有限責任社員の出資の目的及びその価額並びに既に履行した出資の価額

ウ 合同会社（会社法第９１４条）

(ｱ) 合名会社の登記すべき事項と同一の事項（アの(ｵ)及び(ｶ)を除く ）。

(ｲ) 資本金の額

(ｳ) 業務執行社員の氏名又は名称

(ｴ) 代表社員の氏名又は名称及び住所

なお，支店の所在地においては，本店の所在地における設立の登記をした日か

ら２週間以内に登記をしなければならず，その登記すべき事項が支店登記事項に

限られることは，株式会社についてと同様である（会社法第９３０条，第２部の

第１の２の(2)のイ参照 。）

(3) 添付書面

登記の申請書には，次に掲げる区分に応じ，次の書面を添付しなければならな

い。

ア 合名会社（商登法第９３条，第９４条）

(ｱ) 定款

(ｲ) 定款の定めに基づく社員の互選によって代表社員を定めたときは，その互

選を証する書面及び代表社員の就任承諾書

(ｳ) 代表社員が法人であるときは，次に掲げる書面

ａ 当該法人の登記事項証明書

ｂ 当該法人の職務執行者の選任に関する書面

当該法人の業務執行の決定機関において選任したことを証する議事録等

を添付しなければならない。具体的には，次のとおりである。

(a) 当該法人が株式会社である場合には，取締役が選任したことを証する

書面（取締役会設置会社にあっては取締役会の議事録，委員会設置会社

にあっては執行役が選任したことを証する書面。会社法第３４８条第１

項，第２項，第３６２条第４項第３号，第４１８条）

(b) 当該法人が持分会社である場合には，社員が選任したことを証する書

面（会社法第５９０条第１項，第２項，第５９１条第２項）

(c) 当該法人が学校法人その他の理事会が法定されている法人である場合

には，理事会の議事録（私立学校法（昭和２４年法律第２７０号）第３

６条第２項）

(d) 当該法人が民法法人その他の理事会が法定されていない法人である場

合には，理事の過半数をもって選任したことを証する書面（民法（明治
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２９年法律第８９号）第５２条第２項）

ｃ 当該法人の職務執行者が就任を承諾したことを証する書面

(ｴ) 代表社員以外の社員が法人であるときは，(ｳ)のａの書面

イ 合資会社

（ ， ，(ｱ) 合名会社についての添付書面と同様の書面 商登法第１１１条 第９３条

第９４条）

(ｲ) 有限責任社員が既に履行した出資の価額を証する書面（代表社員の作成に

係る出資金領収書，財産の引継書等。商登法第１１０条）

ウ 合同会社

（ ， ，(ｱ) 合名会社についての添付書面と同様の書面 商登法第１１８条 第９３条

第９４条）

（ ）(ｲ) 出資に係る払込み及び給付があったことを証する書面 商登法第１１７条

具体的には，金銭の払込みについては，株式会社の発起設立の場合に添付

（ ）すべき払込みがあったことを証する書面 第２部の第１の２の(3)のオ参照

等が，金銭以外の財産の給付については，財産の引継書等がこれに当たる。

(ｳ) 設立時の資本金の額につき業務執行社員の過半数の一致があったことを証

する書面（商登法第１１８条，第９３条）

(ｴ) 資本金の額が会社法及び計算規則の規定に従って計上されたことを証する

書面（商登規第９２条，第６１条第５項）

(4) 登録免許税額

合名会社及び合資会社の設立の登記の登録免許税額は，改正前と同様に，申請

１件につき，本店の所在地においては６万円，支店の所在地においては９０００

円である（登税法別表第一第１９号（一）ロ （二）イ 。， ）

合同会社の設立の登記の登録免許税額は，申請１件につき，本店の所在地にお

いては資本金の額の１０００分の７（これによって計算した税額が６万円に満た

ないときは，６万円 ，支店の所在地においては９０００円である（登税法別表）

第一第１９号（一）ハ （二）イ 。， ）

(5) 職務執行者による印鑑の提出

代表社員が法人である場合には，当該社員の職務執行者が登記所に印鑑を提出

することとなる（商登法第２０条，第１７条第２項）が，その場合の取扱いにつ

き，次のとおりとされた。

ア 印鑑届出事項

印鑑届出事項は，持分会社の商号及び本店のほか，当該代表社員の資格，商

号又は名称及び本店又は主たる事務所並びに当該職務執行者の氏名及び出生の

年月日とされた（商登規第９条第１項第４号 。）
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イ 添付書面

代表社員の職務執行者が当該法人の代表者であるときは，登記所の作成した

当該法人の代表者の資格を証する書面及び印鑑届書に押印した印鑑につき登記

所の作成した印鑑証明書でいずれも作成後３か月以内のものを添付しなければ

ならないとされた（商登規第９条第５項第４号 。）

代表社員の職務執行者が当該法人の代表者でないときは，当該法人の代表者

が職務執行者の印鑑に相違ないことを保証した書面（登記所に提出した当該法

人の代表者の印鑑の押印を要する ）及び当該印鑑につき登記所の作成した証。

明書で作成後３か月以内のものを添付しなければならないとされた（商登規第

９条第５項第５号 。）

ただし，印鑑届書の提出を受ける登記所の管轄区域内に代表社員である法人

の本店又は主たる事務所があるときは，代表者の資格証明書及び印鑑証明書の

添付は要しないとされた（商登規第９条第５項ただし書 。）

第３ 社員の加入及び退社

１ 社員の加入及び退社の手続

(1) 社員の加入

ア 新たな出資による場合

新たな出資による社員の加入は，総社員の同意（定款に別段の定めがある場

合を除く ）によって当該社員に係る定款の変更をした時に，その効力を生ず。

る（会社法第６０４条第２項，第６３７条 。ただし，合同会社にあっては，）

新たに社員となろうとする者が定款の変更をした時に出資に係る払込み又は給

付の全部又は一部を履行していないときは，その者は，当該払込み又は給付を

完了した時に，社員となるとされた（会社法第６０４条第３項 。）

社員が出資の履行をした場合には，持分会社の資本金の額は，原則として，

当該出資により払込み又は給付がされた財産の額の範囲内で，持分会社が計上

するものと定めた額が増加するとされた（計算規則第５３条第１項第１号 。）

イ 持分の譲受けによる場合

定款に別段の定めがない限り，社員の持分の譲渡については他の社員の全員

の承諾が必要であるが，業務を執行しない有限責任社員の持分の譲渡（定款の

変更を要する場合を含む ）については業務執行社員の全員の承諾で足りると。

された（会社法第５８５条 。）

したがって，持分の譲受けによる社員の加入は，定款に別段の定めがない限

り，総社員の同意によって当該社員に係る定款の変更をし，又は業務執行社員

の全員の同意によって業務を執行しない有限責任社員の持分の譲受けに係る定

款の変更をした時に，その効力を生ずる（会社法第５８５条，第６０４条第２
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項，第６３７条 。）

(2) 社員の退社

旧商法と同様の退社事由が定められたほか，法人である社員は，合併による消

（ ， ，滅又は解散によっても退社するとされた 会社法第６０６条 第６０７条第１項

第６０９条第１項，第６４２条第２項，第８４５条 。）

なお，退社した社員は，その一般承継人が社員となった場合を除き，その持分

の払戻しを受けることができる（会社法第６１１条第１項 。合同会社は，会社）

法第６２７条の債権者保護手続（会社法第６３５条第１項の場合には，同条の手

続を含む ）を行って資本金の額を減少することができ，その場合には，資本金。

の額は，当該退社した社員の出資につき資本金の額に計上されていた額が減少す

るとされた（計算規則第５３条第２項第１号 。）

２ 社員に関する登記の手続

(1) 社員（合同会社にあっては，業務執行社員。以下２において同じ ）の加入に。

よる変更の登記

ア 添付書面

登記の申請書には，次の書面を添付しなければならない（商登法第９６条第

１項，第１１１条，第１１８条 。）

(ｱ) 新たな出資による場合

ａ 当該事実を証する書面

定款の変更に係る総社員の同意があったことを証する書面等がこれに当

たる。

ｂ 法人である社員の加入にあっては，代表社員か否かの区分に応じ，第２

の２の(3)のアの(ｳ)又は(ｴ)の書面（以下「法人社員関係書面」という ）。

ｃ 合同会社にあっては，次に掲げる書面

(a) 出資に係る払込み又は給付があったことを証する書面（商登法第１１

９条）

(b) 資本金の額が増加したときは，増加すべき資本金の額につき業務執行

社員の過半数の一致があったことを証する書面（商登法第１１８条，第

９３条）並びに資本金の額が会社法及び計算規則の規定に従って計上さ

れたことを証する書面（商登規第９２条，第６１条第５項）

(ｲ) 持分の譲受けによる場合

ａ 当該事実を証する書面

持分の譲渡契約書及び定款の変更に係る総社員の同意があったことを証

する書面等がこれに当たる。

なお，業務を執行しない有限責任社員の持分の譲受けによる場合には，



- 85 -

持分の譲渡契約書のほか，譲渡された持分が業務を執行しない社員に係る

ものであることを証する書面（変更前の定款等）及び業務執行社員の全員

の同意があったことを証する書面等を添付しなければならない。

ｂ 法人である社員の加入にあっては，法人社員関係書面

イ 登録免許税額

登録免許税額は，申請１件につき３万円（合名会社，合資会社及び資本金の

額が１億円以下の合同会社については１万円（昭和４２年７月２２日付け法務

省民事甲第２１２１号当職通達参照）とし，出資の履行により合同会社の資本

金の額が増加した場合にあっては，更に，これに係る登録免許税額を加算した

額）である（登税法別表第一第１９号（一）カ，ニ 。）

(2) 法人である社員の商号又は本店の変更の登記

ア 添付書面

登記の申請書には 当該法人の登記事項証明書を添付しなければならない 商， （

登法第９６条第２項，第１１１条，第１１８条 。）

イ 登録免許税額

登録免許税額は，申請１件につき３万円（合名会社，合資会社及び資本金の

額が１億円以下の合同会社については，１万円）である（登税法別表第一第１

９号（一）カ 。）

(3) 代表社員の職務執行者の変更の登記

ア 添付書面

代表社員の職務執行者の就任による変更の登記の申請書には第２の２の(3)

のアの(ｳ)の書面を，退任による変更の登記の申請書には退任を証する書面を

添付しなければならない（商登法第９７条，第１１１条，第１１８条 。）

イ 登録免許税額

登録免許税額は，(2)と同様である。

(4) 社員の退社による変更の登記

ア 添付書面

登記の申請書には，次の書面を添付しなければならない。

(ｱ) 退社の事実を証する書面（商登法第９６条第１項，第１１１条，第１１８

条）

(ｲ) 合同会社において資本金の額を減少した場合にあっては，次に掲げる書面

ａ 資本金の額の減少につき業務執行社員の過半数の一致があったことを証

する書面（商登法第１１８条，第９３条）

ｂ 債権者保護手続関係書面（商登法第１２０条）

ｃ 資本金の額が会社法及び計算規則の規定に従って計上されたことを証す
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る書面（商登規第９２条，第６１条第５項）

イ 登録免許税額

登録免許税額は，申請１件につき３万円（合名会社，合資会社及び資本金の

額が１億円以下の合同会社については１万円とし，合同会社の資本金の額が減

少した場合にあっては，更に３万円を加算した額）である（登税法別表第一第

１９号（一）カ，ネ 。）

第４ 計算等

１ 合同会社の設立時の資本金の額

設立時の出資の履行の手続及び資本金の額は，第２の１の(5)のとおりである。

２ 合同会社の資本金の額の増加

(1) 合同会社の資本金の額は，次の場合に増加するとされた。

ア 社員が出資の履行をした場合（計算規則第５３条第１項第１号）

(ｱ) 社員の新たな出資による加入

この場合の手続及び増加すべき資本金の額は，第３の１の(1)のアのとお

りである。

(ｲ) 社員の出資の価額の増加

合同会社は，総社員の同意（定款に別段の定めがある場合を除く ）によ。

って，社員の出資の価額を増加する旨の定款の変更をすることができ，その

効力は，当該社員が当該増加した出資に係る払込み又は給付を完了した時に

生ずる（会社法第５７６条第１項第６号，第６０４条第３項参照 。）

社員が出資の履行をした場合には，(ｱ)と同様に，合同会社の資本金の額

は，当該出資により払込み又は給付がされた財産の額の範囲内で，会社が計

上するものと定めた額が増加するとされた（計算規則第５３条第１項第１

号 。）

イ 会社が社員に対して出資の履行をすべきことを請求する権利に係る債権を資

産として計上することと定めた場合（計算規則第５３条第１項第２号）

ウ 会社が資本剰余金の額の全部又は一部を資本金の額とするものと定めた場合

（計算規則第５３条第１項第３号）

(2) 資本金の額の増加による変更の登記

ア (1)のアの(ｱ)の場合

(ｱ) 業務執行社員の新たな出資による加入に伴う資本金の額の増加の登記の手

続は，第３の２の(1)のとおりである。

(ｲ) 業務執行社員以外の社員の新たな出資による加入に伴う資本金の額の増加

の登記の手続は，次のとおりである。

ａ 添付書面
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登記の申請書には，次の書面を添付しなければならない。

(a) 加入の事実を証する書面（商登法第１１８条，第９６条第１項）

(b) 出資に係る払込み又は給付があったことを証する書面（商登法第１１

９条）

(c) 増加すべき資本金の額につき業務執行社員の過半数の一致があったこ

とを証する書面（商登法第１１８条，第９３条）

(d) 資本金の額が会社法及び計算規則の規定に従って計上されたことを証

する書面（商登規第９２条，第６１条第５項）

ｂ 登録免許税額

登録免許税額は，申請１件につき増加した資本金の額の１０００分の７

（これによって計算した税額が３万円に満たないときは，３万円）である

（登税法別表第一第１９号（一）ニ 。）

イ (1)のアの(ｲ)の場合

社員の出資の価額の増加による資本金の額の増加の登記の手続は，加入の事

実を証する書面の代わりに，出資の価額を増加した定款の変更に係る総社員の

同意があったことを証する書面（商登法第１１８条，第９３条）を添付しなけ

ればならないほかは，アの(ｲ)と同様である。

ウ (1)のイ又はウの場合

， 。これらの場合における資本金の額の増加の登記の手続は 次のとおりである

(ｱ) 添付書面

登記の申請書には，次の書面を添付しなければならない。

ａ (1)のイ又はウの決定につき業務執行社員の過半数の一致があったこと

を証する書面（商登法第１１８条，第９３条 。）

ｂ 資本金の額が会社法及び計算規則の規定に従って計上されたことを証す

る書面（商登規第９２条，第６１条第５項）

(ｲ) 登録免許税額

登録免許税額は，アの(ｲ)と同様である。

３ 合同会社の資本金の額の減少

(1) 合同会社の資本金の額は，次の場合（会社法第６２７条の債権者保護手続を行

った場合に限る ）に減少するとされた。。

ア 退社する社員に対して持分の払戻しをする場合（計算規則第５３条第２項第

１号）

この場合の手続及び減少すべき資本金の額は，第３の１の(2)のとおりであ

る。

イ 社員に対して出資の払戻しをする場合（計算規則第５３条第２項第２号）
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合同会社は，出資の払戻しのために資本金の額を減少することができ，その

場合には，減少する資本金の額は，出資払戻額（出資の払戻しにより社員に対

して交付する金銭等の帳簿価額）から剰余金額を控除して得た額を超えてはな

らないとされた（会社法第６２６条，計算規則第１９２条 。）

ウ 損失のてん補に充てる場合（計算規則第５３条第２項第５号）

合同会社は，損失のてん補のために資本金の額を減少することができ，その

場合には，減少する資本金の額は，損失の額として計算規則第１９０条の規定

により算定される額を超えることができないとされた（会社法第６２０条 。）

(2) 資本金の額の減少による変更の登記

ア (1)のアの場合

業務執行社員の退社による登記の手続は，第３の２の(4)のとおりである。

業務執行社員以外の社員の退社による資本金の額の減少の登記の手続も，同

様である。

イ (1)のイ又はウの場合

， 。これらの場合における資本金の額の減少の登記の手続は 次のとおりである

(ｱ) 添付書面

登記の申請書には，次の書面を添付しなければならない。

ａ 資本金の額の減少につき業務執行社員の過半数の一致があったことを証

する書面（商登法第１１８条，第９３条）

ｂ 債権者保護手続関係書面（商登法第１２０条）

ｃ 資本金の額が会社法及び計算規則の規定に従って計上されたことを証す

る書面（商登規第９２条，第６１条第５項）

(ｲ) 登録免許税額

登録免許税額は，申請１件につき３万円である（登税法別表第一第１９号

（一）ネ 。）

第５ 持分会社の種類の変更

１ 種類の変更の手続

持分会社は，総社員の同意（定款に別段の定めがある場合を除く ）によって，。

無限責任社員若しくは有限責任社員を加入させ，又はその社員の全部若しくは一部

を無限責任社員若しくは有限責任社員とする旨の定款の変更をすることにより，他

の種類の持分会社となるとされた（会社法第６３７条，第６３８条 。ただし，種）

類の変更により合同会社になる場合において，社員が出資に係る払込み又は給付の

全部又は一部を履行していないときは，当該定款の変更は，当該払込み及び給付が

完了した日に，その効力を生ずるとされた（会社法第６４０条第１項 。）

合資会社の無限責任社員又は有限責任社員の全部が退社した場合には，当該合資
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会社は，解散せず（旧商法第１６２条第１項参照 ，他の種類の持分会社となる定）

款の変更をしたものとみなすとされた（会社法第６３９条 。）

２ 種類の変更の登記の手続

(1) 登記期間等

持分会社が他の種類の持分会社となったときは，定款の変更の効力が生じた日

から，本店の所在地においては２週間以内に，支店の所在地においては３週間以

内に，種類の変更前の持分会社については解散の登記をし，種類の変更後の持分

会社については設立の登記をしなければならない（会社法第９１９条，第９３２

条 。）

これらの登記の申請は，同時にしなければならず，いずれかにつき却下事由が

あるときは，共に却下しなければならない（商登法第１０６条，第１１３条，第

１２２条 。）

(2) 種類の変更後の持分会社についてする設立の登記

ア 登記すべき事項

登記すべき事項は，一般の設立の登記（第２の２の(2)参照）と同一の事項

のほか，会社成立の年月日，種類の変更前の持分会社の商号並びに持分会社の

種類を変更した旨及びその年月日である（商登法第１０４条，第１１３条，第

１２２条 。）

イ 添付書面

本店の所在地における設立の登記の申請書には，総社員の同意があったこと

を証する書面（商登法第９３条，第１１１条，第１１８条）のほか，次に掲げ

る区分に応じ，次の書面を添付しなければならない。

(ｱ) 合名会社になる種類の変更の場合

（ 。 ， ）定款 種類の変更後のもの 商登法第１１３条第１項 第１２２条第１項

(ｲ) 合資会社になる種類の変更の場合

ａ 定款（種類の変更後のもの。商登法第１０５条第１項第１号，第１２２

条第２項第１号）

ｂ 有限責任社員が既に履行した出資の価額を証する書面（商登法第１０５

条第１項第２号，第１２２条第２項第２号）

ｃ 合名会社が有限責任社員を加入させ，又は合同会社が無限責任社員を加

入させたときは，その加入を証する書面（法人である社員の加入の場合に

あっては，法人社員関係書面を含む。商登法第１０５条第１項第３号，第

１２２条第２項第３号）

(ｳ) 合同会社になる種類の変更

ａ 定款（種類の変更後のもの。商登法第１０５条第２項第１号，第１１３
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条第２項第１号）

ｂ 会社法第６４０条第１項の規定による出資に係る払込み及び給付が完了

したことを証する書面（商登法第１０５条第２項第２号，第１１３条第２

項第２号）

合資会社の無限責任社員の全員の退社によって会社法第６３９条第２項

の規定により合資会社が合同会社となった場合には，この書面の添付は要

しない（商登法第１１３条第２項第２号 。）

ｃ 資本金の額が会社法及び計算規則の規定に従って計上されたことを証す

る書面（商登規第９２条，第６１条第５項）

ウ 登録免許税額

種類の変更後の持分会社の設立の登記の登録免許税額は，本店の所在地にお

いては，次に掲げる区分に応じ，申請１件につき，次のとおりである。

(ｱ) 合名会社又は合資会社 ６万円（登税法別表第一第１９号（一）ロ）

(ｲ) 合同会社 資本金の額の１０００分の１．５（種類の変更の直前における

資本金の額として財務省令で定めるものを超える資本金の額に対応する部分

については，１０００分の７。ただし，これによって計算した税額が３万円

に満たないときは，３万円。登税法別表第一第１９号（一）ホ）

支店の所在地における設立の登記の登録免許税額は，申請１件につき９００

０円である（登税法別表第一第１９号（二）イ 。）

(3) 種類の変更前の持分会社についてする解散の登記

ア 登記すべき事項

登記すべき事項は，解散の旨並びにその事由及び年月日であり，この登記を

したときは，その登記記録を閉鎖しなければならないとされた（商登法第７

１条第１項，商登規第８９条，第８０条第１項第３号 。）

イ 添付書面

添付書面を要しないとされた（商登法第１０６条第２項，第１１３条，第１

２２条 。）

ウ 登録免許税額

登録免許税額は，申請１件につき，本店の所在地においては３万円，支店の

（ （ ） ，（ ）所在地においては９０００円である 登税法別表第一第１９号 一 ソ 二

イ 。）

第６ 解散及び清算

１ 解散

(1) 持分会社の解散事由

持分会社は，社員が１人になっても解散せず（第２の１の(2)参照 ，社員が欠）
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けたときは解散するとされた（会社法第６４１条第４号 。）

(2) 解散の登記等に伴う職権抹消

合名会社及び合資会社につき清算人の登記をしたときは，改正前と同様に，登

記官は，職権で，代表社員に関する登記を抹消しなければならない（商登規第８

６条第１項 。）

合同会社につき解散の登記をしたときは，登記官は，職権で，業務執行社員及

び代表社員に関する登記を抹消しなければならないとされた（商登規第９１条第

１項 。）

２ 清算

(1) 清算の手続に関する改正

ア 清算人になることができる者

法人は清算人になることができ，その場合には，当該法人は，当該清算人の

職務執行者を選任しなければならないとされた（会社法第６５４条第１項 。）

イ 代表清算人の選任

， ， ，持分会社の清算人となる者については 旧商法と同様であるが 清算会社は

定款又は定款の定めに基づく清算人の互選によって，清算人の中から代表清算

人を定めることができるとされた（会社法第６４７条，第６５５条第３項 。）

したがって，代表清算人の選任には，必ずしも総社員の同意を要しない（旧

商法第１２９条第１項，第７６条ただし書参照 。）

ウ 清算会社についての適用除外等

清算会社は，次に掲げる行為等をすることができないとされた（会社法第６

７４条，第６４３条 。）

(ｱ) 社員の加入

(ｲ) 会社法第６０６条，第６０７条第１項（死亡及び合併を除く ）又は第６。

０９条の規定による社員の退社

(ｳ) 損失補てんのための資本金の額の減少

(ｴ) 出資の払戻し

(ｵ) 会社法第６３８条第１項第３号又は第２項第２号の規定による合同会社に

なる種類の変更

(ｶ) 吸収合併存続会社又は吸収分割承継会社になること。

エ 合同会社における清算の手続

合同会社の清算は，合名会社及び合資会社と異なり，清算人による法定清算

の手続によらなければならず，定款又は総社員の同意により財産の処分の方法

（ ）。を定める任意清算の手続によることはできないとされた 会社法第６６８条

(2) 清算の登記の手続に関する改正
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ア 登記すべき事項

清算開始時の業務執行社員が清算人となったときは解散の日から２週間以内

に，清算人が選任されたときは就任の日から２週間以内に，本店の所在地にお

いて，次に掲げる事項を登記しなければならないとされた（会社法第９２８条

第２項から第４項まで 。）

(ｱ) 清算人の氏名又は名称及び住所

(ｲ) 代表清算人の氏名又は名称（清算会社を代表しない清算人がある場合に限

る ）。

(ｳ) 代表清算人が法人であるときは，当該清算人の職務執行者の氏名及び住所

イ 清算人の登記

清算人の登記の申請書に添付すべき書面については，基本的に改正前と同様

である（商登法第９９条第１項，第１１１条，第１１８条）が，清算人が法人

である場合について，次に掲げる区分に応じ，次の書面も添付しなければなら

ないとされた。

(ｱ) 清算開始時の業務執行社員である法人が清算人となった場合には，清算会

社を代表する法人についての次に掲げる書面（商登法第９９条第２項等，第

２の２の(3)参照）

ａ 当該法人の登記事項証明書

ｂ 当該法人の職務執行者の選任に関する書面

ｃ 当該法人の職務執行者が就任を承諾したことを証する書面

(ｲ) 定款で定める法人が清算人となった場合には，次に掲げる書面（商登法第

９９条第３項等）

ａ 清算会社を代表する法人については，(ｱ)の書面

ｂ 清算会社を代表しない法人については，登記事項証明書

(ｳ) 社員の過半数の同意によって定めた法人が清算人となった場合には，(ｲ)

の書面（商登法第９９条第３項等）

(ｴ) 裁判所が選任した法人が清算人となった場合には，清算会社を代表する法

人についての(ｱ)の書面（商登法第９９条第２項等）

ウ 法人である清算人の商号又は本店の変更の登記等

法人である清算人の商号若しくは本店の変更の登記又は代表清算人の職務執

行者の変更の登記の添付書面については，社員に関する変更の登記と同様であ

る（商登法第１００条第１項，第１０１条，第３の２の(2)及び(3)参照 。）

３ 清算の結了

合同会社は，２の(1)のエのとおり，法定清算の手続による必要があり，清算事

務が終了したときは，遅滞なく，清算に係る計算をして，社員の承認を受けなけれ
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ばならないとされた（会社法第６６７条 。）

合同会社の清算結了の登記の申請書には，当該社員の承認があったことを証する

書面を添付しなければならない（商登法第１２１条 。）

第５部 組織再編

第１ 組織変更

１ 組織変更の手続

(1) 当事会社

株式会社は組織変更をして持分会社となり，持分会社は組織変更をして株式会

社となることができるとされた（会社法第２条第２６号，第７４３条 。）

(2) 株式会社の組織変更の手続

ア 組織変更計画の作成及び総株主の同意

株式会社が組織変更をする場合には，組織変更計画を作成して次の事項を定

め，効力発生日の前日までに総株主の同意を得なければならないとされた（会

社法第７４４条，第７７６条第１項 。）

(ｱ) 組織変更後持分会社が合名会社，合資会社又は合同会社のいずれであるか

の別

(ｲ) 組織変更後持分会社の目的，商号及び本店の所在地

(ｳ) 組織変更後持分会社の社員についての次に掲げる事項

ａ 当該社員の氏名又は名称及び住所

ｂ 当該社員が無限責任社員又は有限責任社員のいずれであるかの別

ｃ 当該社員の出資の価額

(ｴ) (ｲ)及び(ｳ)のほか，組織変更後持分会社の定款で定める事項

(ｵ) 組織変更後持分会社が当該会社の株主に対してその株式に代わる金銭等

（組織変更後持分会社の持分を除く ）を交付するときは，その内容等。

(ｶ) (ｵ)の場合には，当該金銭等の割当てに関する事項

(ｷ) 当該会社が新株予約権を発行しているときは，組織変更後持分会社が新株

予約権者に対して交付する当該新株予約権に代わる金銭の額又はその算定方

法

(ｸ) (ｷ)の場合には，当該金銭の割当てに関する事項

(ｹ) 効力発生日

イ 株券提供公告及び新株予約権証券提供公告

株券発行会社は，株式の全部について株券を発行していない場合を除き，株

券提供公告等の手続を行わなければならないとされた（会社法第２１９条第１

項第５号 。）

新株予約権証券を発行している会社は，効力発生日までに新株予約権証券を
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提出しなければならない旨を当該日の１か月前までに公告し，かつ，新株予約

権者及び登録新株予約権質権者に各別に通知しなければならないとされた（会

社法第２９３条第１項第２号 。）

ウ 債権者保護手続

組織変更をする株式会社は，次に掲げる事項を官報に公告し，かつ，知れて

いる債権者には各別に催告しなければならないとされ，債権者が(ｳ)の期間内

に異議を述べなかった場合には，組織変更について承認をしたものとみなされ

るが，異議を述べた場合には，組織変更をしても当該債権者を害するおそれが

ないときを除き，当該会社は，当該債権者に対し弁済し若しくは相当の担保を

提供し又は当該債権者に弁済を受けさせることを目的として信託会社等に相当

の財産を信託しなければならないとされた（会社法第７７９条 。）

(ｱ) 組織変更をする旨

(ｲ) 会社の計算書類に関する事項（最終事業年度に係る貸借対照表又はその要

。 ）旨が公告されている場合における官報の日付及び頁等 施行規則第１８１条

(ｳ) 債権者が一定の期間（１か月を下ることができない ）内に異議を述べる。

ことができる旨

ただし，当該会社がこの公告を，官報のほか，定款の定めに従い時事に関す

る事項を掲載する日刊新聞紙又は電子公告によりするときは，各別の催告は要

しないとされた（会社法第７７９条第３項 。）

エ 効力発生日の変更

組織変更をする株式会社は，取締役の決定（取締役会設置会社にあっては，

取締役会の決議）により，効力発生日を変更することができるとされた（会社

法第７８０条，第３４８条第１項，第２項，第３６２条第２項第１号 。）

オ 組織変更の効果

組織変更をする株式会社は，効力発生日に持分会社となり，その株主は，組

織変更計画の定めに従い，組織変更後持分会社の社員となるとされた（会社法

第７４５条第１項，第３項 。）

当該会社の新株予約権は，効力発生日に消滅するとされた（会社法第７４５

条第５項 。）

カ 資本金の額

組織変更後持分会社の資本金の額は，組織変更の直前の株式会社の資本金の

額とされた（計算規則第５６条 。）

(3) 持分会社の組織変更の手続

ア 組織変更計画の作成及び総社員の同意

持分会社が組織変更をする場合には，組織変更計画を作成して次の事項を定
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め，定款に別段の定めがある場合を除き，効力発生日の前日までに総社員の同

意を得なければならないとされた（会社法第７４６条，第７８１条第１項 。）

(ｱ) 組織変更後株式会社の目的，商号，本店の所在地及び発行可能株式総数

(ｲ) (ｱ)のほか，組織変更後株式会社の定款で定める事項

(ｳ) 組織変更後株式会社の取締役の氏名

(ｴ) 組織変更後株式会社が会計参与設置会社，監査役設置会社又は会計監査人

設置会社である場合には，会計参与，監査役又は会計監査人の氏名又は名称

(ｵ) 当該会社の社員が取得する組織変更後株式会社の株式の数又はその数の算

定方法等

(ｶ) (ｵ)の株式の割当てに関する事項

(ｷ) 組織変更後株式会社が当該会社の社員に対してその持分に代わる金銭等

（組織変更後株式会社の株式を除く ）を交付するときは，その内容等。

(ｸ) (ｷ)の場合には，当該金銭等の割当てに関する事項

(ｹ) 効力発生日

イ 債権者保護手続

債権者保護手続については，計算書類に関する事項の公告を要しないことを

除き，株式会社の組織変更の場合と同様である。ただし，合名会社又は合資会

社の組織変更にあっては，債権者に対する各別の催告を省略することはできな

いとされた（会社法第７８１条第２項，第７７９条 。）

ウ 効力発生日の変更

組織変更をする持分会社は，社員の決定により，効力発生日を変更すること

（ ， ， ，ができるとされた 会社法第７８１条第２項 第７８０条 第５９０条第１項

第２項 。）

エ 組織変更の効果

効力発生日に，組織変更をする持分会社は株式会社となり，その社員は，組

織変更計画の定めに従い，組織変更後株式会社の株主となるとされた（会社法

第７４７条 。）

オ 資本金の額

組織変更後株式会社の資本金の額は，組織変更の直前の持分会社の資本金の

額とされた（計算規則第５７条 。）

２ 組織変更の登記の手続

(1) 登記期間等

会社が組織変更をしたときは，本店の所在地においては２週間以内に，支店の

所在地においては３週間以内に，組織変更前の会社については解散の登記をし，

組織変更後の会社については設立の登記をしなければならない（会社法第９２０
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条，第９３２条 。）

これらの登記の申請は，同時にしなければならず，いずれかにつき却下事由が

あるときは，共に却下しなければならない（商登法第７８条等 。）

(2) 登記すべき事項

組織変更後の会社の設立の登記の登記すべき事項は，一般の設立の登記と同一

の事項のほか，会社成立の年月日，組織変更前の会社の商号並びに組織変更をし

た旨及びその年月日である（商登法第７６条等 。）

組織変更前の会社の解散の登記の登記すべき事項は，解散の旨並びにその事由

及び年月日である（商登法第７１条第１項等 。）

(3) 株式会社の組織変更

ア 持分会社についてする設立の登記

(ｱ) 添付書面

本店の所在地における持分会社の設立の登記の申請書には，次の書面を添

付しなければならない（商登法第７７条 。）

ａ 組織変更計画書

効力発生日の変更があった場合には，取締役の過半数の一致があったこ

とを証する書面又は取締役会の議事録も添付しなければならない（商登法

第４６条 。）

ｂ 定款

ｃ 総株主の同意があったことを証する書面（商登法第４６条）

ｄ 債権者保護手続関係書面

ｅ 当該会社が株券発行会社であるときは，株券提供公告等関係書面

ｆ 当該会社が新株予約権を発行しているときは，新株予約権証券提供公告

等関係書面

ｇ 法人である社員の加入にあっては，法人社員関係書面

ｈ 組織変更により合資会社となるときは，有限責任社員が既に履行した出

資の価額を証する書面

なお，組織変更後の合同会社の資本金の額が会社法及び計算規則の規定に

従って計上されたことを証する書面（商登規第９２条，第６１条第５項）に

ついては，登記簿から組織変更の直前の株式会社の資本金の額を確認するこ

とができるため，添付を要しないものとする。

(ｲ) 登録免許税額

本店の所在地における持分会社の設立の登記の登録免許税額は，次に掲げ

る区分に応じ，申請１件につき，次のとおりである。

ａ 合名会社又は合資会社 ６万円（登税法別表第一第１９号（一）ロ）



- 97 -

ｂ 合同会社 資本金の額の１０００分の１．５（組織変更の直前における

資本金の額として財務省令で定めるものを超える資本金の額に対応する部

分については，１０００分の７。ただし，これによって計算した税額が３

万円に満たないときは，３万円。登税法別表第一第１９号（一）ホ）

支店の所在地における登記の登録免許税額は，申請１件につき９０００円

である（登税法別表第一第１９号（二）イ 。）

イ 株式会社についてする解散の登記

添付書面は，要しない（商登法第７８条第２項 。）

登録免許税額は，申請１件につき，本店の所在地においては３万円，支店の

（ （ ） ，（ ）所在地においては９０００円である 登税法別表第一第１９号 一 ソ 二

イ 。）

(4) 持分会社の組織変更

ア 株式会社についてする設立の登記

(ｱ) 添付書面

本店の所在地における株式会社の設立の登記の申請書には，次の書面を添

付しなければならない（商登法第１０７条，第１１４条，第１２３条 。）

ａ 組織変更計画書

効力発生日の変更があった場合には，社員の過半数の一致があったこと

を証する書面も添付しなければならない（商登法第９３条等 。）

ｂ 定款

ｃ 総社員の同意があったことを証する書面（商登法第９３条等）

ｄ 組織変更後株式会社の取締役（監査役設置会社にあっては，取締役及び

監査役）が就任を承諾したことを証する書面

ｅ 組織変更後株式会社の会計参与又は会計監査人を定めたときは，次に掲

げる書面

(a) 就任を承諾したことを証する書面

(b) これらの者が法人であるときは，当該法人の登記事項証明書

(c) これらの者が法人でないときは，会社法第３３３条第１項又は第３３

７条第１項に規定する資格者であることを証する書面

ｆ 株主名簿管理人を置いたときは，その者との契約を証する書面

（ ，ｇ 債権者保護手続関係書面 合名会社又は合資会社の組織変更にあっては

各別の催告をしたことを証する書面を省略することはできない ）。

ｈ 合名会社又は合資会社の組織変更にあっては，資本金の額が会社法及び

計算規則の規定に従って計上されたことを証する書面（商登規第６１条第

５号）



- 98 -

合同会社の組織変更の場合には，登記簿から組織変更の直前の合同会社

の資本金の額を確認することができるため，添付を要しないものとする。

(ｲ) 登録免許税額

本店の所在地における株式会社の設立の登記の登録免許税額は，申請１件

につき資本金の額の１０００分の１．５（組織変更の直前における資本金の

額として財務省令で定めるものを超える資本金の額に対応する部分について

は，１０００分の７。ただし，これによって計算した税額が３万円に満たな

いときは，３万円）である（登税法別表第一第１９号（一）ホ 。）

支店の所在地における登記の登録免許税額は，申請１件につき９０００円

である（登税法別表第一第１９号（二）イ 。）

イ 持分会社についてする解散の登記

添付書面及び登録免許税額は 株式会社の組織変更の場合と同様である (3)， （

のイ参照 。）

第２ 合併

１ 合併の手続

(1) 当事会社

すべての種類の会社は，すべての種類の会社と合併することができ，吸収合併

存続会社又は新設合併設立会社の種類も限定されないとされた（会社法第７４８

条から第７５６条まで 。）

(2) 吸収合併の手続

ア 合併契約

(ｱ) 株式会社が存続する場合

吸収合併存続会社が株式会社であるときは，吸収合併契約において．次の

事項を定めなければならないとされた（会社法第７４９条 。）

ａ 当事会社の商号及び住所

ｂ 吸収合併消滅会社の株主又は社員に対してその株式又は持分に代わる吸

収合併存続株式会社の株式その他の金銭等を交付するときは，その内容等

ｃ ｂの場合には，当該金銭等の割当てに関する事項

ｄ 吸収合併消滅会社が新株予約権を発行しているときは，吸収合併存続株

式会社が新株予約権者に対して交付する当該新株予約権に代わる吸収合併

存続株式会社の新株予約権又は金銭の内容等

ｅ ｄの場合には，当該新株予約権又は金銭の割当てに関する事項

ｆ 効力発生日

ただし，施行日から１年間は，ｂとして，吸収合併存続株式会社の株式以

外の金銭等の交付を定めることはできない（会社法附則第４項 。）
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(ｲ) 持分会社が存続する場合

吸収合併存続会社が持分会社であるときは，吸収合併契約において．次の

事項を定めなければならないとされた（会社法第７５１条 。）

ａ 当事会社の商号及び住所

ｂ 吸収合併消滅会社の株主又は社員が吸収合併存続持分会社の社員となる

ときは，当該社員の氏名，住所及び出資の価額等

ｃ 吸収合併存続持分会社が吸収合併消滅会社の株主又は社員に対してその

株式又は持分に代わる金銭等（吸収合併存続持分会社の持分を除く ）を。

交付するときは，その内容等

ｄ ｃの場合には，当該金銭等の割当てに関する事項

ｅ 吸収合併消滅会社が新株予約権を発行しているときは，吸収合併存続持

分会社が新株予約権者に対して交付する当該新株予約権に代わる金銭の額

又はその算定方法

ｆ ｅの場合には，当該金銭の割当てに関する事項

ｇ 効力発生日

ただし，施行日から１年間は，ｃ及びｄを定めることはできない（会社法

附則第４項 。）

イ 合併契約の承認

(ｱ) 吸収合併存続株式会社における承認

ａ 株主総会の特別決議

吸収合併存続株式会社は，効力発生日の前日までに，株主総会の特別決

議によって，合併契約の承認を受けなければならない（会社法第７９５条

第１項，第３０９条第２項第１２号 。）

ｂ 種類株主総会の特別決議

合併対価として吸収合併存続株式会社の譲渡制限株式を交付する場合に

， ， ，は 吸収合併は 当該譲渡制限株式の種類株主総会の特別決議がなければ

その効力を生じないとされた（会社法第７９５条第４項，第３２４条第２

項第６号 。）

また，合併によりある種類の株式の種類株主に損害を及ぼすおそれがあ

る場合も，種類株主総会の特別決議がなければ，その効力を生じないとさ

れた（会社法第３２２条第１項第７号，第３２４条第２項第４号 。）

ｃ 株主総会の決議を要しない場合

(a) 略式合併の制度の創設

吸収合併消滅会社が吸収合併存続株式会社の特別支配会社である場合

（吸収合併存続株式会社の総株主の議決権の１０分の９（これを上回る
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割合を当該会社の定款で定めた場合にあっては，その割合）以上を吸収

合併消滅会社及びその完全子会社等が有している場合）には，株主総会

の決議を要しないとされた（会社法第７９６条第１項本文 。）

ただし，合併対価として吸収合併存続株式会社の譲渡制限株式を交付

する場合であって，吸収合併存続株式会社が公開会社でないときは，株

主総会の決議を省略することはできないとされた（会社法第７９６条第

１項ただし書 。）

(b) 簡易合併の要件の緩和

吸収合併消滅会社の株主又は社員に対して交付する株式等の価額の合

計額が吸収合併存続株式会社の純資産額として施行規則第１９６条の規

定により定まる額の５分の１（これを下回る割合を当該会社の定款で定

めた場合にあっては，その割合）を超えない場合には，株主総会の決議

を要しないとされた（会社法第７９６条第３項本文 。）

ただし，(a)のただし書の場合，吸収合併存続株式会社の承継債務額

が承継資産額を超える場合又は合併対価の帳簿価額が承継資産額から承

継債務額を控除して得た額を超える場合には，株主総会の決議を省略す

ることはできないとされた（会社法第７９６条第３項ただし書 。）

なお，施行規則第１９７条の規定により定まる数の株式を有する株主

が合併に反対する旨を吸収合併存続株式会社に対し通知したときも，株

主総会の決議を省略することはできない（会社法第７９６条第４項 。）

(ｲ) 吸収合併消滅株式会社における承認

ａ 株主総会の特別決議

吸収合併消滅株式会社は，効力発生日の前日までに，株主総会の特別決

議によって合併契約の承認を受けなければならない（会社法第７８３条第

１項，第３０９条第２項第１２号 。）

ｂ 総株主又は種類株主の全員の同意

合併対価が持分会社の持分その他権利の移転又は行使に債務者その他第

三者の承諾を要するもの（譲渡制限株式を除く ）である場合には，総株。

主（種類株式発行会社にあっては，その割当てを受ける種類株主の全員）

（ ， ，の同意を得なければならないとされた 会社法第７８３条第２項 第４項

施行規則第１８５条 。）

ｃ 株主総会又は種類株主総会の特殊決議

(a) 吸収合併消滅株式会社が種類株式発行会社以外の公開会社である場合

において，合併対価が譲渡制限株式等であるときは，株主総会の特殊決

議を得なければならないとされた（会社法第３０９条第３項第２号 。）
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(b) 吸収合併消滅株式会社が種類株式発行会社である場合において，合併

対価が譲渡制限株式等であるときは，吸収合併は，当該譲渡制限株式等

の割当てを受ける種類の株式（譲渡制限株式を除く ）の種類株主総会。

の特殊決議がなければ，その効力を生じないとされた（会社法第７８３

条第３項，第３２４条第３項第２号，施行規則第１８６条 。）

ｄ 種類株主総会の特別決議

合併によりある種類の株式の種類株主に損害を及ぼすおそれがある場合

には，種類株主総会の特別決議がなければ，その効力を生じないとされた

（会社法第３２２条第１項第７号，第３２４条第２項第４号 。）

ｅ 株主総会の決議を要しない場合

略式合併の制度として，吸収合併存続会社が吸収合併消滅株式会社の特

別支配会社である場合には，株主総会の決議を要しないとされた（会社法

第７８４条第１項本文 。ただし，ｃの(a)の場合には，株主総会の決議を）

省略することはできない（会社法第７８４条第１項ただし書 。）

(ｳ) 吸収合併存続持分会社における承認

吸収合併存続持分会社は，吸収合併消滅会社の株主又は社員が社員となる

ときは，定款に別段の定めがある場合を除き，効力発生日の前日までに，合

併契約について総社員の同意を得なければならないとされた（会社法第８０

２条第１項 。）

(ｴ) 吸収合併消滅持分会社における承認

吸収合併消滅持分会社は，定款に別段の定めがある場合を除き，効力発生

日の前日までに，合併契約について総社員の同意を得なければならないとさ

れた（会社法第７９３条第１項 。）

ウ 株券提供公告及び新株予約権証券提供公告

吸収合併消滅株式会社がしなければならない株券提供公告等の手続及び新株

予約権証券提供公告等の手続（第１の１の(2)のイの手続をいう。以下同じ ）。

については，株式会社の組織変更の場合と同様である（会社法第２１９条第１

項第６号，第２９３条第１項第３号 。）

エ 債権者保護手続

(ｱ) 株式会社

吸収合併存続株式会社及び吸収合併消滅株式会社がしなければならない債

権者保護手続については，株式会社の組織変更の場合と同様である（会社法

第７８９条，第７９９条，第１の１の(2)のウ参照 。）

(ｲ) 持分会社

吸収合併存続持分会社及び吸収合併消滅持分会社がしなければならない債
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権者保護手続については，計算書類に関する事項の公告を要しないことを除

き，(ｱ)と同様である。ただし，吸収合併存続会社が株式会社又は合同会社

であるときは，合名会社又は合資会社である吸収合併消滅会社について，債

権者に対する各別の催告を省略することはできない（会社法第７９３条第２

項，第８０２条第２項 。）

オ 効力発生日の変更

組織変更の場合と同様である（第１の１の(2)のエ，(3)のウ参照 。）

カ 合併の効果

吸収合併の効力は，登記の日ではなく，効力発生日に生ずるとされた（会社

法第７５０条第１項，第７５２条第１項 。）

(ｱ) 株式会社が存続する場合

アの(ｱ)のｂの定めがあるときは，吸収合併消滅会社の株主又は社員は，

効力発生日に，合併契約の定めに従い，吸収合併存続株式会社の株主，新株

予約権者等となるとされた（会社法第７５０条第３項 。）

吸収合併消滅会社の新株予約権は，効力発生日に消滅し，アの(ｱ)のｄの

定めがあるときは，その新株予約権者は，合併契約の定めに従い，吸収合併

存続株式会社の新株予約権者となるとされた（会社法第７５０条第４項，第

５項 。）

(ｲ) 持分会社が存続する場合

アの(ｲ)のｂの定めがあるときは，吸収合併消滅会社の株主又は社員は，

効力発生日に，合併契約の定めに従い，吸収合併存続持分会社の社員となる

とされた（会社法第７５２条第３項 。）

吸収合併消滅会社の新株予約権は，効力発生日に消滅する（会社法第７５

２条第５項 。）

キ 資本金の額

吸収合併存続会社の資本金の額は，計算規則第５８条から第６２条までに定

めるところによる。

ク 吸収合併存続株式会社の取締役等の任期

吸収合併存続株式会社の取締役等で合併前に就職したものの任期についての

規律（旧商法第４１４条ノ３参照）は，廃止された。

(3) 新設合併の手続

ア 合併契約

(ｱ) 株式会社を設立する場合

新設合併設立会社が株式会社であるときは，新設合併契約において，次の

事項を定めなければならないとされた（会社法第７５３条 。）
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ａ 当事会社の商号及び住所

ｂ 新設合併設立株式会社の目的，商号，本店の所在地及び発行可能株式総

数

ｃ ｂのほか，新設合併設立株式会社の定款で定める事項

ｄ 新設合併設立株式会社の設立時取締役の氏名

ｅ 新設合併設立株式会社が会計参与設置会社，監査役設置会社又は会計監

査人設置会社である場合には，設立時会計参与，設立時監査役又は設立時

会計監査人の氏名又は名称

ｆ 新設合併設立株式会社が新設合併消滅会社の株主又は社員に対して交付

するその株式又は持分に代わる新設合併設立株式会社の株式の数等並びに

新設合併設立株式会社の資本金及び準備金の額に関する事項

ｇ ｆの株式の割当てに関する事項

ｈ 新設合併設立株式会社が新設合併消滅会社の株主又は社員に対してその

株式又は持分に代わる新株予約権等を交付するときは，その内容等

ｉ ｈの新株予約権等の割当てに関する事項

ｊ 新設合併消滅会社が新株予約権を発行しているときは，新設合併設立株

式会社が新株予約権者に対して交付する当該新株予約権に代わる新設合併

設立株式会社の新株予約権又は金銭の内容等

ｋ ｊの場合には，当該新株予約権又は金銭の割当てに関する事項

ただし，施行日から１年間は，ｈ及びｉを定めることはできない（会社法

附則第４項 。）

(ｲ) 持分会社を設立する場合

新設合併設立会社が持分会社であるときは，新設合併契約において，次の

事項を定めなければならないとされた（会社法第７５５条 。）

ａ 当事会社の商号及び住所

ｂ 新設合併設立持分会社が合名会社，合資会社又は合同会社のいずれであ

るかの別

ｃ 新設合併設立持分会社の目的，商号及び本店の所在地

ｄ 新設合併設立持分会社の社員についての次に掲げる事項

(a) 当該社員の氏名又は名称及び住所

(b) 当該社員が無限責任社員又は有限責任社員のいずれであるかの別

(c) 当該社員の出資の価額

ｅ ｃ及びｄのほか，新設合併設立持分会社の定款で定める事項

ｆ 新設合併設立持分会社が新設合併消滅会社の株主又は社員に対してその

株式又は持分に代わる新設合併設立持分会社の社債を交付するときは，そ
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の金額等

ｇ ｆの場合には，当該社債の割当てに関する事項

ｈ 新設合併消滅会社が新株予約権を発行しているときは，新設合併設立持

分会社が新株予約権者に対して交付する当該新株予約権に代わる金銭の額

又はその算定方法

ｊ ｈの場合には，当該金銭の割当てに関する事項

ただし，施行日から１年間は，ｆ及びｇを定めることはできない（会社法

附則第４項 。）

イ 合併契約の承認

(ｱ) 新設合併消滅株式会社における承認

ａ 株主総会の特別決議

新設合併消滅株式会社は，株主総会の特別決議によって合併契約の承認

を受けなければならない（会社法第８０４条第１項，第３０９条第２項第

１２号 。）

ｂ 総株主の同意

新設合併設立会社が持分会社である場合には，総株主の同意を得なけれ

ばならないとされた（会社法第８０４条第２項 。）

ｃ 株主総会又は種類株主総会の特殊決議

吸収合併の場合における吸収合併消滅株式会社と同様である（会社法第

３０９条第３項第３号 第８０４条第３項 第３２４条第３項第２号 (2)， ， ，

のイの(ｲ)のｃ参照 。）

ｄ 種類株主総会の特別決議

吸収合併の場合における吸収合併消滅株式会社と同様である（会社法第

， ， ）。３２２条第１項第７号 第３２４条第２項第４号 (2)のイの(ｲ)のｄ参照

(ｲ) 新設合併消滅持分会社における承認

新設合併消滅持分会社は，定款に別段の定めがある場合を除き，合併契約

について総社員の同意を得なければならない（会社法第８１３条 。）

ウ 株券提供公告及び新株予約権証券提供公告

新設合併消滅株式会社がしなければならない株券提供公告等の手続及び新株

予約権証券提供公告等の手続については，株式会社の組織変更の場合と同様で

ある（会社法第２１９条第１項第６号，第２９３条第１項第３号，第１の１の

(2)のイ参照 。）

エ 債権者保護手続

(ｱ) 株式会社

新設合併消滅株式会社がしなければならない債権者保護手続については，
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株式会社の組織変更の場合と同様である 会社法第８１０条 第１の１の(2)（ ，

のウ参照 。）

(ｲ) 持分会社

新設合併消滅持分会社がしなければならない債権者保護手続については，

計算書類に関する事項の公告を要しないことを除き，(ｱ)と同様である。た

だし，新設合併設立会社が株式会社又は合同会社であるときは，合名会社又

は合資会社である新設合併消滅会社について，債権者に対する各別の催告を

省略することはできない（会社法第８１３条第２項 。）

オ 合併の効果

(ｱ) 株式会社を設立する場合

新設合併消滅会社の株主又は社員は，会社成立の日に，合併契約の定めに

従い，新設合併設立株式会社の株主，新株予約権者等となるとされた（会社

法第７５４条第２項，第３項 。）

新設合併消滅会社の新株予約権は，会社成立の日に消滅し，アの(ｱ)のｊ

の定めがあるときは，その新株予約権者は，合併契約の定めに従い，新設合

併設立株式会社の新株予約権者となるとされた（会社法第７５４条第４項，

第５項 。）

(ｲ) 持分会社を設立する場合

新設合併消滅会社の株主又は社員は，会社成立の日に，合併契約の定めに

従い，新設合併設立持分会社の社員となるとされた（会社法第７５６条第２

項 。）

新設合併消滅会社の新株予約権は，会社成立の日に消滅する（会社法第７

５６条第４項 。）

カ 資本金の額

新設合併設立会社の資本金の額は，計算規則第７６条から第７９条までに定

めるところによる。

２ 合併の登記の手続

(1) 吸収合併による変更の登記

ア 株式会社が存続する場合の添付書面

本店の所在地における吸収合併存続株式会社の変更の登記の申請書には，次

の書面を添付しなければならない（商登法第８０条 。）

(ｱ) 吸収合併契約書

効力発生日の変更があった場合には，吸収合併存続株式会社において取締

役の過半数の一致があったことを証する書面又は取締役会の議事録（商登法

第４６条）及び効力発生日の変更に係る当事会社の契約書（商登法第２４条



- 106 -

第９号参照）も添付しなければならない。

(ｲ) 吸収合併存続株式会社の手続に関する次に掲げる書面

ａ 合併契約の承認に関する書面（商登法第４６条）

合併契約の承認機関（１の(2)のイの(ｱ)参照）に応じ，株主総会，種類

株主総会若しくは取締役会の議事録又は取締役の過半数の一致があったこ

とを証する書面を添付しなければならない。

ｂ 略式合併又は簡易合併の場合には，その要件を満たすことを証する書面

（簡易合併に反対する旨を通知した株主がある場合にあっては，その有す

る株式の数が施行規則第１９７条の規定により定まる数に達しないことを

証する書面を含む ）。

略式合併の要件を満たすことを証する書面としては，具体的には，吸収

合併存続株式会社の株主名簿等がこれに該当する。

ｃ 債権者保護手続関係書面

ｄ 資本金の額が会社法の規定に従って計上されたことを証する書面

(ｳ) 吸収合併消滅会社の手続に関する次に掲げる書面

ａ 吸収合併消滅会社の登記事項証明書

ｂ 吸収合併消滅会社が株式会社であるときは，合併契約の承認機関（１の

(2)のイの(ｲ)参照）に応じ，株主総会若しくは種類株主総会の議事録又は

総株主若しくは種類株主の全員の同意があったことを証する書面（略式合

併の場合にあっては，その要件を満たすことを証する書面及び取締役の過

半数の一致があったことを証する書面又は取締役会の議事録）

ｃ 吸収合併消滅会社が持分会社であるときは，総社員の同意（定款に別段

の定めがある場合にあっては，その定めによる手続）があったことを証す

る書面

ｄ 債権者保護手続関係書面（合名会社又は合資会社である吸収合併消滅会

社について，各別の催告をしたことを証する書面を省略することはできな

い ）。

ｅ 当該会社が株券発行会社であるときは，株券提供公告等関係書面

ｆ 当該会社が新株予約権を発行しているときは，新株予約権証券提供公告

等関係書面

イ 持分会社が存続する場合の添付書面

本店の所在地における吸収合併存続持分会社の変更の登記の申請書には，次

の書面を添付しなければならない（商登法第１０８条第１項，第１１５条，第

１２４条 。）

(ｱ) 吸収合併契約書
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効力発生日の変更があった場合には，吸収合併存続持分会社において社員

の過半数の一致があったことを証する書面（商登法第９３条等）及び効力発

生日の変更に係る当事会社の契約書（商登法第２４条第９号参照）も添付し

なければならない。

(ｲ) 吸収合併存続持分会社の手続に関する次に掲げる書面

ａ 合併契約の承認があったことを証する書面（商登法第９３条等）

吸収合併消滅会社の株主又は社員が吸収合併存続持分会社の社員となる

場合には総社員の同意があったことを証する書面を，その余の場合には社

員の過半数の一致があったことを証する書面を添付しなければならない。

ｂ 債権者保護手続関係書面

ｃ 法人が当該持分会社の社員となるときは，法人社員関係書面

ｄ 吸収合併存続会社が合資会社であるときは，有限責任社員が既に履行し

た出資の価額を証する書面

ｅ 吸収合併存続会社が合同会社であるときは，資本金の額が会社法及び計

算規則の規定に従って計上されたことを証する書面（商登規第９２条，第

６１条第５項）

(ｳ) 吸収合併消滅会社の手続に関する次に掲げる書面

ａ アの(ｳ)のａからｃまで，ｅ及びｆの書面

ｂ 債権者保護手続関係書面（吸収合併存続会社が合同会社であるときは，

合名会社又は合資会社である吸収合併消滅会社について，各別の催告をし

たことを証する書面を省略することはできない ）。

(2) 新設合併による設立の登記

ア 株式会社を設立する場合の添付書面

本店の所在地における新設合併設立株式会社の設立の登記の申請書には，次

の書面を添付しなければならない（商登法第８１条 。）

(ｱ) 新設合併契約書

(ｲ) 新設合併設立株式会社に関する次に掲げる書面

ａ 定款

ｂ 株主名簿管理人を置いたときは，その者との契約を証する書面

ｃ 設立時取締役が設立時代表取締役を選定したときは，これに関する書面

ｄ 新設合併設立株式会社が委員会設置会社であるときは，執行役の選任並

びに設立時委員及び設立時代表執行役の選定に関する書面

ｅ 設立時取締役，設立時監査役及び設立時代表取締役（委員会設置会社に

あっては，設立時取締役，設立時委員，設立時執行役及び設立時代表執行

役）が就任を承諾したことを証する書面
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ｆ 設立時会計参与又は設立時会計監査人を選任したときは，次に掲げる書

面

(a) 就任を承諾したことを証する書面

(b) これらの者が法人であるときは，当該法人の登記事項証明書

(c) これらの者が法人でないときは，会社法第３３３条第１項又は第３３

７条第１項に規定する資格者であることを証する書面

ｇ 特別取締役による議決の定めがあるときは，特別取締役の選定及びその

選定された者が就任を承諾したことを証する書面

ｈ 資本金の額が会社法の規定に従って計上されたことを証する書面

(ｳ) 新設合併消滅会社の手続に関する次に掲げる書面

ａ 新設合併消滅会社の登記事項証明書

ｂ 新設合併消滅会社が株式会社であるときは，合併契約の承認機関（１の

(3)のイの(ｱ)参照）に応じ，新設合併契約の承認その他の手続があったこ

とを証する書面（株主総会又は種類株主総会の議事録）

ｃ 新設合併消滅会社が持分会社であるときは，総社員の同意（定款に別段

の定めがある場合にあっては，その定めによる手続）があったことを証す

る書面

ｄ 債権者保護手続関係書面（合名会社又は合資会社である新設合併消滅会

社について，各別の催告をしたことを証する書面を省略することはできな

い ）。

ｅ 当該会社が株券発行会社であるときは，株券提供公告等関係書面

ｆ 当該会社が新株予約権を発行しているときは，新株予約権証券提供公告

等関係書面

イ 持分会社を設立する場合の添付書面

本店の所在地における新設合併設立持分会社の設立の登記の申請書には，次

の書面を添付しなければならない（商登法第１０８条第２項，第１１５条，第

１２４条 。）

(ｱ) 新設合併契約書

(ｲ) 新設合併設立持分会社に関する次に掲げる書面

ａ 定款

ｂ 法人が当該持分会社の社員となるときは，法人社員関係書面

ｃ 新設合併設立会社が合資会社であるときは，有限責任社員が既に履行し

た出資の価額を証する書面

ｄ 新設合併設立会社が合同会社であるときは，資本金の額が会社法及び計

算規則の規定に従って計上されたことを証する書面（商登規第９２条，第
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６１条第５項）

(ｳ) 新設合併消滅会社の手続に関する次に掲げる書面

ａ アの(ｳ)のａ，ｃ，ｅ及びｆの書面

ｂ 新設合併消滅会社が株式会社であるときは，総株主の同意があったこと

を証する書面

ｃ 債権者保護手続関係書面（新設合併設立会社が合同会社であるときは，

合名会社又は合資会社である新設合併消滅会社について，各別の催告をし

たことを証する書面を省略することはできない ）。

第３ 会社分割

１ 会社分割の手続

(1) 当事会社等

株式会社又は合同会社は，すべての種類の会社を吸収分割承継会社又は新設分

割設立会社として，会社分割をすることができるとされた（会社法第７５７条，

第７６２条 。）

旧商法の人的分割の制度は廃止され，同様の実質は，分割会社が物的分割によ

り交付された吸収分割承継会社又は新設分割設立会社の株式を当該分割会社の株

（ ，主に配当すること等により行うことができるとされた 会社法第７５８条第８号

第７６３条第１２号等 。）

(2) 吸収分割の手続

ア 分割契約

(ｱ) 株式会社に権利義務を承継させる場合

吸収分割承継会社が株式会社であるときは，吸収分割契約において，次の

事項を定めなければならないとされた（会社法第７５８条 。）

ａ 当事会社の商号及び住所

ｂ 吸収分割承継株式会社が吸収分割により承継する権利義務に関する事項

ｃ 吸収分割により吸収分割株式会社又は吸収分割承継株式会社の株式を吸

収分割承継株式会社に承継させるときは，当該株式に関する事項

ｄ 吸収分割会社に対してその事業に関する権利義務に代わる吸収分割承継

株式会社の株式等を交付するときは，その内容等

ｅ 吸収分割会社の新株予約権者に対して当該新株予約権に代わる吸収分割

承継株式会社の新株予約権を交付するときは，その内容等

ｆ ｅの場合には，当該新株予約権の割当てに関する事項

ｇ 効力発生日

ｈ 吸収分割株式会社が効力発生日に旧商法の人的分割に相当する次の行為

をするときは，その旨
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(a) 全部取得条項付種類株式の取得と引換えにする吸収分割承継株式会社

の株式等の交付

(b) 剰余金の配当（配当財産が吸収分割承継株式会社の株式のみであるも

のに限る ）。

ただし，施行日から１年間は，ｄとして，吸収分割承継株式会社の株式以

外の金銭等の交付を定めることはできない（会社法附則第４項 。）

(ｲ) 持分会社に権利義務を承継させる場合

吸収分割承継会社が持分会社であるときは，吸収分割契約において，次の

事項を定めなければならないとされた（会社法第７６０条 。）

ａ 当事会社の商号及び住所

ｂ 吸収分割承継持分会社が吸収分割により承継する権利義務に関する事項

ｃ 吸収分割により吸収分割株式会社の株式を吸収分割承継持分会社に承継

させるときは，当該株式に関する事項

ｄ 吸収分割会社が吸収分割承継持分会社の社員となるときは，当該社員の

氏名，住所及び出資の価額等

ｅ 吸収分割承継持分会社が吸収分割会社に対してその事業に関する権利義

務に代わる金銭等（吸収分割承継持分会社の持分を除く ）を交付すると。

きは，その内容等

ｆ 効力発生日

ｇ 吸収分割株式会社が効力発生日に次の行為をするときは，その旨

(a) 全部取得条項付種類株式の取得と引換えにする吸収分割承継持分会社

の持分等の交付

(b) 剰余金の配当（配当財産が吸収分割承継持分会社の持分のみであるも

のに限る ）。

ただし，施行日から１年間は，ｅを定めることはできない（会社法附則第

４項 。）

イ 分割契約の承認

(ｱ) 吸収分割承継株式会社における承認

原則として株主総会の特別決議によらなければならないが，種類株主総会

の特別決議が必要な場合及び株主総会の決議を要しない場合（略式分割及び

簡易分割）があるとされたことは，吸収合併の場合における吸収合併存続株

式会社についてと同様である（会社法第７９５条第１項，第４項，第３２２

条第１項第９号，第７９６条第１項，第３項，第２の１の(2)のイの(ｱ)のａ

からｃまで参照 。）

(ｲ) 吸収分割株式会社における承認
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原則として株主総会の特別決議によらなければならないが，種類株主総会

の特別決議が必要な場合及び株主総会の決議を要しない場合（略式分割）が

あるとされたことは，吸収合併の場合における吸収合併消滅株式会社につい

てと同様である（会社法第７８３条第１項，第３２２条第１項第８号，第７

８４条第１項，第２の１の(2)のイの(ｲ)のａ，ｄ及びｅ参照 。）

なお，吸収分割株式会社について簡易分割の要件が緩和され，吸収分割に

より吸収分割承継会社に承継させる資産の帳簿価額の合計額が吸収分割株式

会社の総資産額として施行規則第１８７条の規定により定まる額の５分の１

（これを下回る割合を吸収分割株式会社の定款で定めた場合にあっては，そ

の割合）を超えない場合には，株主総会の決議を要しないとされた（会社法

第７８４条第３項 。）

(ｳ) 吸収分割承継持分会社における承認

吸収分割承継持分会社は，吸収分割会社がその社員となるときは，定款に

別段の定めがある場合を除き，効力発生日の前日までに，分割契約について

総社員の同意を得なければならないとされた（会社法第８０２条第１項 。）

(ｴ) 吸収分割合同会社における承認

吸収分割合同会社が権利義務の全部を承継させる場合には，定款に別段の

定めがある場合を除き，効力発生日の前日までに，分割契約について総社員

の同意を得なければならないが，権利義務の一部を承継させる場合には，社

員の過半数の一致で足りるとされた（会社法第７９３条第１項 。）

ウ 新株予約権証券提供公告

吸収分割株式会社は，吸収分割に際してその新株予約権者に対し当該新株予

約権に代わる吸収分割承継株式会社の新株予約権が交付される場合において，

新株予約権証券を発行しているときは，新株予約権証券提供公告等の手続を行

わなければならないとされた（会社法第２９３条第１項第４号 。）

エ 債権者保護手続

(ｱ) 株式会社

吸収分割承継株式会社がしなければならない債権者保護手続については，

株式会社の組織変更の場合と同様である 会社法第７９９条 第１の１の(2)（ ，

のウ参照 。）

吸収分割株式会社は，吸収分割後当該会社に対して債務の履行（吸収分割

承継会社と連帯して負担する保証債務の履行を含む ）を請求することがで。

きない吸収分割株式会社の債権者（旧商法の人的分割に相当するアの(ｱ)の

ｈの定めがあるときは，すべての債権者）に対し，債権者保護手続を行わな

ければならないとされた。その手続の内容は，不法行為によって生じた吸収



- 112 -

分割株式会社の債務の債権者に対する各別の催告を省略することができない

ことを除き，株式会社の組織変更の場合と同様である（会社法第７８９条，

第１の１の(2)のウ参照 。）

(ｲ) 持分会社

吸収分割承継持分会社及び吸収分割合同会社がしなければならない債権者

保護手続については，計算書類に関する事項の公告を要しないことを除き，

(ｱ)と同様である（会社法第８０２条第２項，第７９３条第２項 。）

オ 効力発生日の変更

組織変更の場合と同様である（第１の１の(2)のエ，(3)のウ参照 。）

カ 分割の効果

吸収分割の効力は，登記の日ではなく，効力発生日に生ずるとされた（会社

法第７５９条第１項，第７６１条第１項 。）

(ｱ) 株式会社に権利義務を承継させる場合

アの(ｱ)のｄの定めがあるときは，吸収分割会社は，効力発生日に，分割

契約の定めに従い，吸収分割承継株式会社の株主，新株予約権者等となると

された（会社法第７５９条第４項 。）

アの(ｱ)のｅの定めがあるときは，効力発生日に，吸収分割契約新株予約

権は消滅し，その新株予約権者は，分割契約の定めに従い，吸収分割承継株

式会社の新株予約権者となるとされた（会社法第７５９条第５項 。）

(ｲ) 持分会社に権利義務を承継させる場合

アの(ｲ)のｄの定めがあるときは，吸収分割会社は，効力発生日に，分割

契約の定めに従い，吸収分割承継持分会社の社員となるとされた（会社法第

７６１条第４項 。）

キ 資本金の額

吸収分割承継会社の資本金の額は，計算規則第６３条から第６７条までに定

めるところによる。

ク 吸収分割承継株式会社の取締役等の任期

吸収分割承継株式会社の取締役等で分割前に就職したものの任期についての

規律（旧商法第３７４条ノ２７参照）は，廃止された。

(3) 新設分割の手続

ア 分割計画

(ｱ) 株式会社を設立する場合

新設分割設立会社が株式会社であるときは，新設分割計画において，次の

事項を定めなければならないとされた（会社法第７６３条 。）

ａ 新設分割設立株式会社の目的，商号，本店の所在地及び発行可能株式総
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数

ｂ ａのほか，新設分割設立株式会社の定款で定める事項

ｃ 新設分割設立株式会社の設立時取締役の氏名

ｄ 新設分割設立株式会社が会計参与設置会社，監査役設置会社又は会計監

査人設置会社である場合には，設立時会計参与，設立時監査役又は設立時

会計監査人の氏名又は名称

ｅ 新設分割設立株式会社が承継する権利義務（新設分割株式会社の株式及

び新株予約権に係る義務を除く ）に関する事項。

ｆ 新設分割会社に対して交付するその事業に関する権利義務に代わる新設

分割設立株式会社の株式の数等並びに新設分割設立株式会社の資本金及び

準備金の額に関する事項

ｇ 共同新設分割をするときは，ｆの株式の割当てに関する事項

ｈ 新設分割設立株式会社が新設分割会社に対してその事業に関する権利義

務に代わる新株予約権等を交付するときは，その内容等

ｉ ｈの場合において，共同新設分割をするときは，ｈの新株予約権等の割

当てに関する事項

ｊ 新設分割株式会社の新株予約権者に対して当該新株予約権に代わる新設

分割設立株式会社の新株予約権を交付するときは，当該新株予約権の内容

等

ｋ ｊの場合には，当該新株予約権の割当てに関する事項

ｌ 新設分割株式会社が新設分割設立株式会社の成立の日に旧商法の人的分

割に相当する次の行為をするときは，その旨

(a) 全部取得条項付種類株式の取得と引換えにする新設分割設立株式会社

の株式等の交付

(b) 剰余金の配当（配当財産が新設分割設立株式会社の株式のみであるも

のに限る ）。

ただし，施行日から１年間は，ｈ及びｉを定めることはできない（会社法

附則第４項 。）

(ｲ) 持分会社を設立する場合

新設分割設立会社が持分会社であるときは，新設分割計画において，次の

事項を定めなければならないとされた（会社法第７６５条 。）

ａ 新設分割設立持分会社が合名会社，合資会社又は合同会社のいずれであ

るかの別

ｂ 新設分割設立持分会社の目的，商号及び本店の所在地

ｃ 新設分割設立持分会社の社員についての次に掲げる事項
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(a) 当該社員の名称及び住所

(b) 当該社員が無限責任社員又は有限責任社員のいずれであるかの別

(c) 当該社員の出資の価額

ｄ ｂ及びｃのほか，新設分割設立持分会社の定款で定める事項

ｅ 新設分割設立持分会社が承継する権利義務（新設分割株式会社の株式及

び新株予約権に係る義務を除く ）に関する事項。

ｆ 新設分割会社に対してその事業に関する権利義務に代わる新設分割設立

持分会社の社債を交付するときは，その金額等

ｇ 共同新設分割をするときは，ｆの社債の割当てに関する事項

ｈ 新設分割株式会社が新設分割設立持分会社の成立の日に次の行為をする

ときは，その旨

(a) 全部取得条項付種類株式の取得と引換えにする新設分割設立持分会社

の持分等の交付

(b) 剰余金の配当（配当財産が新設分割設立持分会社の持分のみであるも

のに限る ）。

ただし，施行日から１年間は，ｆ及びｇを定めることはできない（会社法

附則第４項 。）

イ 分割計画の承認

(ｱ) 株式会社

原則として株主総会の特別決議によらなければならないが，種類株主総会

の特別決議が必要な場合があることは，新設合併の場合における新設合併消

滅株式会社についてと同様である（会社法第８０４条第１項，第３２２条第

１項第１０号，第２の１の(3)のイの(ｱ)のａ及びｄ参照 。）

新設分割株式会社につき簡易分割の要件が緩和されたことは，吸収分割の

場合における吸収分割株式会社についてと同様である（会社法第８０５条，

(2)のイの(ｲ)参照 。）

(ｲ) 合同会社

新設分割合同会社が権利義務の全部を承継させる場合には，定款に別段の

定めがある場合を除き，分割計画について総社員の同意を得なければならな

いが，権利義務の一部を承継させる場合には，社員の過半数の一致で足りる

とされた（会社法第８１３条第１項 。）

ウ 新株予約権証券提供公告

新設分割株式会社は，新設分割に際してその新株予約権者に対し当該新株予

約権に代わる新設分割設立株式会社の新株予約権が交付される場合において，

新株予約権証券を発行しているときは，新株予約権証券提供公告等の手続を行
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わなければならないとされた（会社法第２９３条第１項第５号 。）

エ 債権者保護手続

(ｱ) 株式会社

新設分割株式会社は，新設分割後当該会社に対して債務の履行（新設分割

設立会社と連帯して負担する保証債務の履行を含む ）を請求することがで。

きない新設分割株式会社の債権者（旧商法の人的分割に相当するアの(ｱ)の

ｌの定めがあるときは，すべての債権者）に対し，債権者保護手続を行わな

ければならないとされた。その手続の内容は，不法行為によって生じた新設

分割株式会社の債務の債権者に対する各別の催告を省略することができない

ことを除き，株式会社の組織変更の場合と同様である（会社法第８１０条，

第１の１の(2)のウ参照 。）

(ｲ) 合同会社

新設分割合同会社がしなければならない債権者保護手続については，計算

書類に関する事項の公告を要しないことを除き，(ｱ)と同様である（会社法

第８１３条第２項 。）

オ 分割の効果

(ｱ) 株式会社を設立する場合

新設分割会社は，新設分割設立株式会社の成立の日に，分割計画の定めに

， ， （ ，従い その株主 新株予約権者等となるとされた 会社法第７６４条第４項

第５項 。）

アの(ｱ)のｊの定めがあるときは，新設分割設立株式会社の成立の日に，

新設分割計画新株予約権は消滅し，その新株予約権者は，分割計画の定めに

従い，新設分割設立株式会社の新株予約権者となるとされた（会社法第７６

４条第７項 。）

(ｲ) 持分会社を設立する場合

新設分割会社は，新設分割設立持分会社の成立の日に，分割計画の定めに

従い，その社員となるとされた（会社法第７６６条第４項 。）

カ 資本金の額

新設分割設立会社の資本金の額は，計算規則第８０条から第８２条までに定

めるところによる。

２ 会社分割の登記の手続

(1) 吸収分割承継会社がする吸収分割による変更の登記

ア 株式会社に権利義務を承継させる場合の添付書面

本店の所在地における吸収分割承継株式会社の変更の登記の申請書には，次

の書面を添付しなければならない（商登法第８５条 。）
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(ｱ) 吸収分割契約書

効力発生日の変更については，吸収合併の場合と同様である（第２の２の

(1)のアの(ｱ)参照 。）

(ｲ) 吸収分割承継株式会社の手続に関する次に掲げる書面

ａ 分割契約の承認に関する書面（商登法第４６条）

ｂ 略式分割又は簡易分割の場合には，その要件を満たすことを証する書面

ａ及びｂは，吸収合併の場合における吸収合併存続株式会社についてと

同様である。

ｃ 債権者保護手続関係書面

ｄ 資本金の額が会社法の規定に従って計上されたことを証する書面

(ｳ) 吸収分割会社の手続に関する次に掲げる書面

ａ 吸収分割会社の登記事項証明書

ｂ 吸収分割会社が株式会社であるときは，分割契約の承認機関に応じ，株

主総会又は種類株主総会の議事録（略式分割又は簡易分割の場合にあって

は，その要件を満たすことを証する書面及び取締役の過半数の一致があっ

たことを証する書面又は取締役会の議事録）

ｃ 吸収分割会社が合同会社であるときは，総社員の同意（定款に別段の定

めがある場合にあっては，その定めによる手続）があったことを証する書

面（当該合同会社がその権利義務の一部を承継させる場合にあっては，社

員の過半数の一致があったことを証する書面）

ｄ 債権者保護手続関係書面（不法行為によって生じた吸収分割会社の債務

の債権者に対する各別の催告をしたことを証する書面を省略することはで

きない ）。

ｅ 吸収分割株式会社が新株予約権を発行している場合において，その新株

予約権者に対して当該新株予約権に代わる吸収分割承継株式会社の新株予

約権を交付するときは，新株予約権証券提供公告等関係書面

イ 持分会社に権利義務を承継させる場合の添付書面

本店の所在地における吸収分割承継持分会社の変更の登記の申請書には，次

の書面を添付しなければならない（商登法第１０９条第１項，第１１６条，第

１２５条 。）

(ｱ) 吸収分割契約書

効力発生日の変更については，アと同様である。

(ｲ) 吸収分割承継持分会社の手続に関する次に掲げる書面

ａ 分割契約の承認があったことを証する書面（商登法第９３条等）

吸収分割会社が吸収分割承継持分会社の社員となる場合には総社員の同
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意があったことを証する書面を，その余の場合には社員の過半数の一致が

あったことを証する書面を添付しなければならない。

ｂ 債権者保護手続関係書面

ｃ 法人が当該持分会社の社員となるときは，法人社員関係書面

ｄ 吸収分割承継会社が合資会社であるときは，有限責任社員が既に履行し

た出資の価額を証する書面

ｅ 吸収分割承継会社が合同会社であるときは，資本金の額が会社法及び計

算規則の規定に従って計上されたことを証する書面（商登規第９２条，第

６１条第５項）

(ｳ) 吸収分割会社の手続に関するアの(ｳ)のａからｄまでの書面

(2) 新設分割による設立の登記

ア 株式会社を設立する場合の添付書面

本店の所在地における新設分割設立株式会社の設立の登記の申請書には，次

の書面を添付しなければならない（商登法第８６条 。）

(ｱ) 新設分割計画書

(ｲ) 新設分割設立株式会社に関する書面

新設合併による株式会社の設立の登記において添付すべき新設合併設立株

式会社に関する書面と同様である（第２の２の(2)のアの(ｲ)参照 。）

(ｳ) 新設分割会社の手続に関する次に掲げる書面

ａ 新設分割会社の登記事項証明書

ｂ 新設分割会社が株式会社であるときは，新設分割計画の承認があったこ

とを証する書面（株主総会又は種類株主総会の議事録。簡易分割の場合に

は，その要件を満たすことを証する書面及び取締役の過半数の一致があっ

たことを証する書面又は取締役会の議事録）

ｃ 新設分割会社が合同会社であるときは，総社員の同意（定款に別段の定

めがある場合にあっては，その定めによる手続）があったことを証する書

面（当該合同会社がその権利義務の一部を承継させる場合にあっては，社

員の過半数の一致があったことを証する書面）

ｄ 債権者保護手続関係書面（不法行為によって生じた新設分割会社の債務

の債権者に対する各別の催告をしたことを証する書面を省略することはで

きない ）。

ｅ 新設分割株式会社が新株予約権を発行している場合において，その新株

予約権者に対して当該新株予約権に代わる新設分割設立株式会社の新株予

約権を交付するときは，新株予約権証券提供公告等関係書面

イ 持分会社を設立する場合の添付書面
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本店の所在地における新設分割設立持分会社の設立の登記の申請書には，次

の書面を添付しなければならない（商登法第１０９条第２項，第１１６条，第

１２５条 。）

(ｱ) 新設分割計画書

(ｲ) 新設分割設立持分会社に関する書面

新設合併による持分会社の設立の登記において添付すべき新設合併設立持

分会社に関する書面と同様である（第２の２の(2)のイの(ｲ)参照 。）

(ｳ) 新設分割会社の手続に関するアの(ｳ)のａからｄまでの書面

第４ 株式交換

１ 株式交換の手続

(1) 当事会社

株式会社は，株式会社又は合同会社を完全親会社として，株式交換をすること

ができるとされた（会社法第２条第３１号 。）

(2) 株式交換契約

ア 株式会社に発行済株式を取得させる場合

完全親会社が株式会社であるときは，株式交換契約において，次の事項を定

めなければならないとされた（会社法第７６８条 。）

(ｱ) 当事会社の商号及び住所

(ｲ) 完全子会社の株主に対してその株式に代わる完全親株式会社の株式その他

の金銭等を交付するときは，その内容等

(ｳ) (ｲ)の場合には，当該金銭等の割当てに関する事項

(ｴ) 完全子会社の新株予約権者に対してその新株予約権に代わる完全親株式会

社の新株予約権を交付するときは，その内容等（完全子会社の新株予約権者

の有する新株予約権が新株予約権付社債に付されたものであるときは，完全

親株式会社が当該新株予約権付社債についての社債に係る債務を承継する旨

等を含む ）。

(ｵ) (ｴ)の場合には，当該新株予約権の割当てに関する事項

(ｶ) 効力発生日

ただし，施行日から１年間は，(ｲ)として，完全親株式会社の株式以外の金

銭等の交付を定めることはできない（会社法附則第４項 。）

イ 合同会社に発行済株式を取得させる場合

完全親会社が合同会社であるときは，株式交換契約において，次の事項を定

めなければならないとされた（会社法第７７０条 。）

(ｱ) 当事会社の商号及び住所

， ，(ｲ) 完全子会社の株主が完全親合同会社の社員となるときは 当該社員の氏名
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住所及び出資の価額等

(ｳ) 完全親合同会社が完全子会社の株主に対してその株式に代わる金銭等（完

全親合同会社の持分を除く ）を交付するときは，その内容等。

(ｴ) (ｳ)の場合には，当該金銭等の割当てに関する事項

(ｵ) 効力発生日

ただし，施行日から１年間は，(ｳ)及び(ｴ)を定めることはできない（会社法

法附則第４項 。）

(3) 株式交換契約の承認

ア 完全親株式会社における承認

原則として株主総会の特別決議によらなければならないが，種類株主総会の

特別決議が必要な場合及び株主総会の決議を要しない場合（略式株式交換及び

簡易株式交換）があるとされたことは，吸収合併の場合における吸収合併存続

株式会社についてと同様である（会社法第７９５条第１項，第４項，第３２２

条第１項第１２号，第７９６条第１項，第３項，第２の１の(2)のイの(ｱ)のａ

からｃまで参照 。）

イ 完全子会社における承認

原則として株主総会の特別決議によらなければならないが，総株主又は種類

株主の全員の同意が必要な場合，株主総会又は種類株主総会の特殊決議が必要

な場合，種類株主総会の特別決議が必要な場合及び株主総会の決議を要しない

場合（略式株式交換）があるとされたことは，吸収合併の場合における吸収合

併消滅株式会社についてと同様である（会社法第７８３条第１項から第４項ま

， ， ， ，で 第３０９条第３項第２号 第３２２条第１項第１１号 第７８４条第１項

第２の１の(2)のイの(ｲ)のａからｅまで参照 。）

ウ 完全親合同会社における承認

完全親合同会社は，完全子会社の株主がその社員となるときは，定款に別段

の定めがある場合を除き，効力発生日の前日までに，株式交換契約について総

社員の同意を得なければならないとされた（会社法第８０２条第１項 。）

(4) 株券提供公告及び新株予約権証券提供公告

完全子会社がしなければならない株券提供公告等の手続については，株式会社

の組織変更の場合と同様である 会社法第２１９条第１項第７号 第１の１の(2)（ ，

のイ参照 。）

完全子会社は，株式交換に際してその新株予約権者に対し当該新株予約権に代

わる完全親会社の新株予約権が交付される場合において，新株予約権証券を発行

しているときは，新株予約権証券提供公告等の手続を行わなければならないとさ

れた（会社法第２９３条第１項第６号 。）
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(5) 債権者保護手続

ア 株式会社

完全親株式会社は，完全子会社の株主に対して交付する金銭等が完全親株式

会社の株式等のみでない場合又は完全子会社の新株予約権付社債についての社

債に係る債務を承継する場合には，債権者保護手続を行わなければならないと

された（会社法第７９９条 。）

完全子会社は，その新株予約権付社債についての社債に係る債務を完全親株

式会社に承継させるときは，その社債権者に対し債権者保護手続を行わなけれ

ばならないとされた（会社法第７８９条 。）

これらの手続の内容は，株式会社の組織変更の場合と同様である（第１の１

の(2)のウ参照 。）

イ 合同会社

完全親合同会社は，完全子会社の株主に対して交付する金銭等が完全親合同

会社の持分等のみでない場合には，債権者保護手続を行わなければならないと

された（会社法第８０２条第２項 。この手続の内容は，計算書類に関する事）

項の公告を要しないことを除き，アと同様である。

(6) 効力発生日の変更

効力発生日の変更については，組織変更の場合と同様である（第１の１の(2)

のエ，(3)のウ参照 。）

(7) 株式交換の効果

株式交換の効力は，登記の日ではなく，効力発生日に生ずるとされた（会社法

第７６９条第１項，第７７１条第１項 。）

ア 株式会社に発行済株式を取得させる場合

(2)のアの(ｲ)の定めがあるときは，完全子会社の株主は，効力発生日に，株

式交換契約の定めに従い，完全親会社の株主，新株予約権者等となるとされた

（会社法第７６９条第３項 。）

(2)のアの(ｴ)の定めがあるときは，効力発生日に，株式交換契約新株予約権

は消滅し，その新株予約権者は，株式交換契約の定めに従い，完全親株式会社

の新株予約権の新株予約権者となるとされた（会社法第７６９条第４項 。）

株式交換契約新株予約権が新株予約権付社債に付されたものである場合に

は，完全親株式会社は，効力発生日に，当該新株予約権付社債についての社債

に係る債務を承継するとされた（会社法第７６９条第５項 。）

イ 合同会社に発行済株式を取得させる場合

(2)のイの(ｲ)の定めがあるときは，完全子会社の株主は，効力発生日に，株

式交換契約の定めに従い，完全親合同会社の社員となるとされた（会社法第７
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７１条第３項 。）

(8) 資本金の額

完全親会社の資本金の額は，計算規則第６８条又は第６９条に定めるところに

よる。

(9) 完全親株式会社の取締役等の任期

完全親株式会社の取締役等で株式交換前に就職したものの任期についての規律

（旧商法第３６１条参照）は，廃止された。

２ 株式交換の登記の手続

(1) 完全親株式会社がする変更の登記の添付書面

本店の所在地における完全親株式会社の株式交換による変更の登記の申請書に

は，次の書面を添付しなければならない（商登法第８９条 。）

ア 株式交換契約書

効力発生日の変更については 吸収合併の場合と同様である 第２の２の(1)， （

のアの(ｱ)参照 。）

イ 完全親株式会社の手続に関する次に掲げる書面

(ｱ) 株式交換契約の承認に関する書面（商登法第４６条）

(ｲ) 略式株式交換又は簡易株式交換の場合には，その要件を満たすことを証す

る書面

(ｱ)及び(ｲ)は，吸収合併の場合における吸収合併存続株式会社についてと

同様である。

(ｳ) 債権者保護手続関係書面

(ｴ) 資本金の額が会社法の規定に従って計上されたことを証する書面

ウ 完全子会社の手続に関する次に掲げる書面

(ｱ) 完全子会社の登記事項証明書

(ｲ) 株式交換契約の承認機関に応じ，株主総会若しくは種類株主総会の議事録

又は総株主若しくは種類株主の全員の同意があったことを証する書面（略式

株式交換の場合にあっては，その要件を満たすことを証する書面及び取締役

の過半数の一致があったことを証する書面又は取締役会の議事録）

(ｳ) 債権者保護手続関係書面

(ｴ) 当該会社が株券を発行しているときは，株券提供公告等関係書面

(ｵ) 完全子会社が新株予約権を発行している場合において，その新株予約権者

に対して当該新株予約権に代わる完全親株式会社の新株予約権を交付すると

きは，新株予約権証券提供公告等関係書面

(2) 完全親合同会社がする変更の登記の添付書面

本店の所在地における完全親合同会社の株式交換による変更の登記の申請書に



- 122 -

は，次の書面を添付しなければならない（商登法第１２６条 。）

ア 株式交換契約書

効力発生日の変更については，(1)と同様である。

イ 完全親合同会社の手続に関する次に掲げる書面

(ｱ) 株式交換契約の承認に関する書面（商登法第１１８条，第９３条）

完全子会社の株主が完全親合同会社の社員となる場合には総社員の同意が

あったことを証する書面を，その余の場合には社員の過半数の一致があった

ことを証する書面を添付しなければならない。

(ｲ) 債権者保護手続関係書面

(ｳ) 法人が当該合同会社の社員となるときは，法人社員関係書面

(ｴ) 資本金の額が会社法及び計算規則の規定に従って計上されたことを証する

書面（商登規第９２条，第６１条第５項）

ウ 完全子会社の手続に関する(1)のウの(ｱ)から(ｴ)までの書面

第５ 株式移転

１ 株式移転の手続

(1) 当事会社

株式会社は，旧商法と同様に，株式会社を完全親会社として，株式移転をする

ことができる（会社法第２条第３２号 。）

(2) 株式移転計画

株式移転計画においては，次の事項を定めなければならないとされた（会社法

第７７３条 。）

ア 完全親会社の目的，商号，本店の所在地及び発行可能株式総数

イ アのほか，完全親会社の定款で定める事項

ウ 完全親会社の設立時取締役の氏名

エ 完全親会社が会計参与設置会社，監査役設置会社又は会計監査人設置会社で

ある場合には，設立時会計参与，設立時監査役又は設立時会計監査人の氏名又

は名称

オ 完全子会社の株主に対して交付するその株式に代わる完全親会社の株式の数

等並びに完全親会社の資本金及び準備金の額に関する事項

カ オの株式の割当てに関する事項

キ 完全子会社の株主に対してその株式に代わる完全親会社の新株予約権等を交

付するときは，その内容等

ク キの新株予約権等の割当てに関する事項

ケ 完全子会社の新株予約権者に対してその新株予約権に代わる完全親会社の新

株予約権を交付するときは，当該新株予約権の内容等
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コ ケの場合には，当該新株予約権の割当てに関する事項

ただし，施行日から１年間は，キ及びクを定めることはできない（会社法附則

第４項 。）

(3) 株式移転計画の承認

原則として株主総会の特別決議によらなければならないが，株主総会又は種類

株主総会の特殊決議が必要な場合及び種類株主総会の特別決議が必要な場合があ

ることは，新設合併の場合における新設合併消滅株式会社についてと同様である

（会社法第８０４条第１項，第３項，第３０９条第３項第３号，第３２２条第２

項第１３号，第２の１の(3)のイの(ｱ)のａ，ｃ及びｄ参照 。）

(4) 株券提供公告及び新株予約権証券提供公告

完全子会社がしなければならない株券提供公告等の手続及び新株予約権証券提

供公告等の手続については，株式交換の場合と同様である（会社法第２１９条第

１項第８号，第２９３条第１項第７号 。）

(5) 債権者保護手続

完全子会社は，その新株予約権付社債についての社債に係る債務を完全親会社

が承継するときは，その社債権者に対し債権者保護手続を行わなければならない

とされた（会社法第８１０条 。その手続の内容は，株式会社の組織変更の場合）

と同様である（第１の１の(2)のウ参照 。）

(6) 株式移転の効果

完全子会社の株主は，完全親会社の成立の日に，株式移転計画の定めに従い，

親会社の株主，新株予約権者等となるとされた（会社法第７７４条第２項，第３

項 。）

(2)のケの定めがあるときは，完全親会社の成立の日に，株式移転計画新株予

約権は消滅し，その新株予約権者は，株式移転計画の定めに従い，完全親会社の

新株予約権者となるとされた（会社法第７７４条第４項 。）

株式移転計画新株予約権が新株予約権付社債に付されたものである場合には，

完全親会社は，その成立の日に，当該新株予約権付社債についての社債に係る債

務を承継するとされた（会社法第７７４条第５項 。）

２ 株式移転の登記の手続

本店の所在地における完全親会社の株式移転による設立の登記の申請書には，次

の書面を添付しなければならない（商登法第９０条 。）

(1) 株式移転計画書

(2) 完全親会社に関する書面

新設合併による株式会社の設立の登記において添付すべき新設合併設立株式会

社に関する書面と同様である（第２の２の(2)のアの(ｲ)参照 。）
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(3) 完全子会社の手続に関する書面

ア 完全子会社の登記事項証明書

イ 株式移転計画の承認機関に応じ，株主総会又は種類株主総会の議事録

ウ 債権者保護手続関係書面

エ 当該会社が株券発行会社であるときは，株券提供公告等関係書面

オ 完全子会社が新株予約権を発行している場合において，その新株予約権者に

対して当該新株予約権に代わる完全親株社の新株予約権を交付するときは，新

株予約権証券提供公告等関係書面

第６部 外国会社

第１ 外国会社に関する改正

１ 日本における代表者の住所

外国会社の日本における代表者は，その全員が日本に住所を有する必要はなく，

（ ）。１人以上が日本に住所を有していれば足りるとされた 会社法第８１７条第１項

２ 擬似外国会社

(1) 会社法第８２１条の趣旨

旧商法第４８２条は，日本法の適用を回避するために故意に外国法に従って会

社を設立しようとする一種の脱法行為を防止する観点から，いわゆる擬似外国会

社について 「日本ニ於テ設立スル会社ト同一ノ規定ニ従フコトヲ要ス」と規定，

しているが，この「同一ノ規定」には，会社の設立に関する規定を含むとするの

が判例（大審院大正７年１２月１６日決定・民録９巻２４輯２３２６頁，東京地

） 。 ，裁昭和２９年６月４日判決・判例時報８号２９頁 の考え方である したがって

擬似外国会社は，日本法で定める手続に従って再設立の手続をしない限り，①法

人格は認められず，②法人として取引をすることは一切できないので，擬似外国

会社がこれに違反して取引をした場合には，原則としてその代表者が個人責任を

負うことになる。

しかし，擬似外国会社について，日本法で定める手続に従って再設立されない

限り，法人格が否認されるとすると，その取引の相手方が不測の損害をこうむる

おそれがあり，法的安定性の観点から問題がある。そこで，会社法においては，

旧商法第４８２条の趣旨を維持した第８２１条の規定が設けられたものの，その

， ， ，効果に関しては ①の点については 擬似外国会社であっても法人格が認められ

②の点については，旧商法において認められている効果を明確にするため，擬似

外国会社は日本において取引を継続してすることができず，これに違反して取引

をした者は，相手方に対し，外国会社と連帯して，当該取引によって生じた債務

を弁済する責任を負うものとされた。

なお，会社法第８２１条は，外国会社を利用した日本の会社法制の脱法行為を
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禁止するという趣旨を有するにとどまるものであり，外国の事業体に対し，特定

の会社形態を制限し，又は要求する趣旨のものではない。また，同条は，擬似外

国会社の意義に一切の変更を加えないまま，擬似外国会社であっても法人格を認

めている等，旧商法第４８２条に比して擬似外国会社にとって法律的に有利な内

容を規定するものであるから，旧商法の下で適法に我が国で活動してきた外国会

社に対し，この改正が何らの不利益を与えるものでもない。会社法第８２１条の

規定が既存の外国会社及び我が国に対する外国会社を通じた今後の投資に何ら悪

影響を与えるものではないことについては，参議院法務委員会の附帯決議におい

て確認されている。

(2) 擬似外国会社の意義

擬似外国会社の意義については 「日本に本店を置き，又は日本において事業，

を行うことを主たる目的とする外国会社」と規定された（会社法第８２１条第１

項 。日本に本店を置く外国会社とは，外国会社の営業の統括地として当該外国）

会社が実際に定めている場所が日本に存在することを意味する。また，日本にお

いて事業を行うことを主たる目的とする外国会社とは，会社法第８２１条（旧商

法第４８２条も同じ ）の規定が外国会社を利用した日本の会社法制の潜脱を防。

止する趣旨のものであることを踏まえると，日本における事業がその存立に必要

不可欠であることを前提として設立された外国会社であり，もっぱら日本におい

て事業を行うことを目的として設立された会社等がこれに当たる。

擬似外国会社に当たるか否かは，最終的には具体的な事実関係を踏まえて個別

に判断されるが，次のような会社は，一般的には擬似外国会社には当たらない。

ア 設立の時点において，もっぱら日本において事業を行う目的があるとは認め

られない場合

目的とは，客観的な概念ではなく，主観的な概念であり，日本国内における

事業と日本国外における事業の規模とを単純に比較して判断されるものではな

い。また，目的の有無は，会社法第８２１条の規定が外国会社を利用した日本

の会社法制の潜脱を防止する趣旨のものであることを踏まえると，当該外国会

社の設立時において判断されるべきものである。

次に掲げる場合のいずれかに該当するような外国会社は，一般的には，日本

において事業を行うことを主たる目的とするという要件を満たさない。

(ｱ) 当初は外国における事業を中心としていたが，後に日本における事業規模

が拡大し，現在は，その事業の大半が日本に移行している場合

(ｲ) 現在は日本においてのみ事業活動を行っているが，将来は，他の国におけ

る事業活動をも予定している場合

(ｳ) 日本に加えて他の国でも事業を行うために設立されたが，他の国での事業
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が不成功に終わり，現在のところ日本においてだけ事業を継続している場合

イ 事業の態様からみて，もっぱら日本において事業を行うことを目的としてい

るとは認められない場合

事業の場所は，営業所や従業員の所在地で決定されるものではなく，顧客や

仕入先の所在地，取引場所，取引の方式，資金調達場所等を考慮して実質的・

総合的に判断される。

次に掲げる場合のいずれかに該当するような外国会社は，日本のみならず，

外国においても事業を行うことを目的としていると認められ，一般的には，も

っぱら日本において事業を行うことを目的とするという要件を満たさない。

(ｱ) 日本における商品の販売又は役務の提供による売上げが当該外国会社の売

上げの１００パーセントを占めるが，その取引商品若しくは原材料の相当部

分を日本国外の取引先（当該外国会社の日本国外の関連会社を含む ）から。

調達する場合又は役務の提供のために必要な行為の相当部分を日本国外にお

いて行う場合

， ，(ｲ) 日本において 取引商品若しくはその原材料の１００パーセントを調達し

又は役務の提供のために必要な行為の１００パーセントを行うが，日本国外

においても営業活動が行われる結果，日本国外における商品の販売又は役務

の提供による売上げが当該外国会社の売上げのうち相当部分を占める場合

(ｳ) 日本における商品の販売又は役務の提供による売上げが当該外国会社の売

上げの１００パーセントを占めると同時に，日本国内において，その取引商

品若しくは原材料の調達又は役務の提供のために必要な行為の１００パーセ

ントが行われるが，その営業資金を調達するために，日本国外で借入れや社

債の発行等を行う場合

(ｴ) 日本における商品の販売又は役務の提供による売上げが当該外国会社の売

上げの１００パーセントを占めると同時に，日本国内において，その取引商

品若しくは原材料の調達又は役務の提供のために必要な行為の１００パーセ

ントが行われるが，日本国外において事業を行っている他の会社を実質的に

支配しており，当該外国会社が日本国外で事業を行っていると評価すること

ができる場合

(ｵ) 日本国外に役員が在住し，又は日本国外において役員会が開催されている

場合

(3) 擬似外国会社の継続取引禁止

擬似外国会社は 日本において取引を継続してすることができないとされた 会， （

社法第８２１条第１項 。）

したがって，擬似外国会社に該当しても，日本において継続した取引に当たら
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ない取引をすることはでき，次に掲げるような行為をすることは差し支えない。

ア 取引に当たるとはいえない市場調査又は情報収集の域を超えない活動をする

こと。

イ １回限りの個別的取引を行い，又は複数回の取引であっても，それぞれが個

別的な取引であり継続性のないものを行うこと。

ウ 日本における流動化スキームの一環として，日本において事業を行うことを

主たる目的として設立された外国会社が当初の契約に基づき資産の譲受け，金

銭の授受その他の取引を行う場合において，次のような方法により，外国会社

がいわゆるプログラム形式で継続的に資産を取得し，融資を受け，又はコマー

シャル・ペーパーを発行すること。

(ｱ) 特定の当事者間（外国会社，オリジネータ，融資をする金融機関，コマー

シャル・ペーパーの引受人，対象資産の賃貸人等）において，取得する資産

の範囲，コマーシャル・ペーパーの発行の総額，金利に関する事項（金利ス

ワップ契約を含む ，発行手続等を定めた基本契約を締結し，その後の資産。）

の取得やコマーシャル・ペーパーの発行等を当該基本契約の履行の一環とし

て行う方法（実質的に１個の契約が締結されたと認められる場合）

(ｲ) 同時に複数のオリジネータ等と基本契約を締結する方法（１個の集団的な

基本契約が締結されたと認められる場合）

(4) 擬似外国会社の登記

旧商法では，擬似外国会社は，日本法で定める手続に従って再設立の手続をし

ない限り法人格が認められないため，外国会社の登記をすることはできなかった

が，会社法では，擬似外国会社も法人格が認められ，外国会社の登記をすること

ができる（会社法第９３３条 。したがって，外国会社の登記の申請の受理に当）

たっては，当該外国会社が擬似外国会社に当たるか否かを審査する必要はない。

第２ 外国会社の登記に関する改正

１ 外国会社の登記

外国会社は，日本における代表者の住所地（日本に営業所を設けた場合にあって

は，当該営業所の所在地）において，日本における同種の会社又は最も類似する会

社の種類に従い，会社法第９１１条から第９１４条までに掲げる事項を登記するほ

か，次の事項を登記しなければならないとされた（会社法第９３３条第２項 。）

(1) 外国会社の設立の準拠法

(2) 日本における代表者の氏名及び住所

(3) 日本における同種の会社又は最も類似する会社が株式会社であるときは，準拠

法の規定による公告方法

(4) (3)の場合において，貸借対照表を電磁的方法により開示するときは，ウェブ
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ページのアドレス（株式会社の登記すべき事項に関する第２部の第１の２の(2)

のアの(ﾋ)と同様）

(5) 公告方法についての定めがあるときは，その定め

(6) 電子公告を公告方法とするときは，ウェブページのアドレス等（株式会社の登

記すべき事項に関する第２部の第１の２の(2)のアの(ﾍ)と同様）

(7) (5)の定めがないときは，官報に掲載する方法を公告方法とする旨

２ 外国会社の支配人の登記

外国会社は，支配人を選任し又はその代理権が消滅したときは，支配人を置いた

営業所のみならず，日本における営業所の住所地において，その登記をしなければ

ならないとされた（会社法第９３３条第４項，第９１８条 。）

第７部 商業登記に関するその他の改正

第１ 類似商号規制の廃止等

１ 類似商号規制の廃止

他人が登記した商号は同一市区町村内において同一の営業のために登記すること

ができないとする類似商号規制（旧商法第１９条，旧商登法第２７条参照）は，廃

止された。

既に登記されている会社と類似商号の関係に立つ会社の支店の所在地における登

記の申請は，既に登記されている会社の商号と明らかに区別することができるもの

として「 本店 東京都千代田区 」等の文字を商号に付加しない限り受理すること（ ）

ができないとする取扱い（大正１０年１０月８日付け司法省民事第３７５号当職回

答参照）は，廃止する。当該文字を付加した商号の登記につき，当該会社の代表者

等の書面による申出があるときは，登記年月日欄に「平成何年何月何日本店の表示

抹消」と記録した上，職権で当該文字を抹消して差し支えないものとする（昭和５

６年１２月１０日付け法務省民四第７４３０号法務省民事局第四課長回答参照 。）

２ 商号の仮登記制度の廃止

商号の仮登記制度 旧商登法第３５条から第４１条まで参照 は 廃止された 整（ ） ， （

備政令第１条第１号 。）

ただし，施行日前にされた商号の仮登記（施行日前にされた申請に係るものを含

む ）についての予定期間の伸長，商号の仮登記の抹消，供託金の取戻し及び国庫。

への帰属等については，なお従前の例によるとされた（整備法第１３６条第６項，

整備政令第２条 。）

３ 同一の所在場所における同一の商号の登記の禁止

商号の登記は，その商号が他人の既にした商号と同一であり，かつ，同一の営業

所（会社にあっては，本店。以下３において同じ ）の所在場所が当該他人の商号。

の登記に係る営業所の所在場所と同一であるときは，することができないとされた
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（商登法第２７条，第２４条第１３号 。）

具体的な取扱いは，改正前と同様である（昭和６３年２月１６日付け法務省民四

第７１２号法務省民事局第四課長回答参照 。）

第２ 会社の目的の具体性

会社の設立の登記等において，会社の目的の具体性については，審査を要しないも

のとする。

第３ 本店移転の登記等

１ 本店移転の登記

(1) 本店移転の登記に関する改正

本店を他の登記所の管轄区域内に移転した場合の新所在地における登記におい

ては，一般の設立の登記と同一の事項のほか，会社成立の年月日並びに本店を移

転した旨及びその年月日をも登記しなければならず（会社法第９１６条，商登法

第５３条 ，新所在地を管轄する登記所の管轄区域内に既に支店の登記があると）

きは，その会社の登記記録を閉鎖しなければならないとされた（商登規第６５条

第４項 。）

この場合において，旧所在地を管轄する登記所の管轄区域内に当該会社の支店

があるときは，支店登記事項及び会社成立の年月日の登記並びに登記記録区にさ

れた登記以外の登記事項を抹消しなければならないとされた（商登規第６５条第

５項 。）

(2) 経過措置

本店を他の登記所の管轄区域内に移転した場合の新所在地及び旧所在地におけ

る登記の申請書が施行日前に旧所在地を管轄する登記所に提出された場合には，

(1)にかかわらず，なお従前の例によるとされた（改正省令附則第６条 。）

したがって，新所在地を管轄する登記所において，その管轄区域内にある支店

の登記につき，旧所在地を管轄する登記所から申請書の送付を受ける前に支店登

記事項以外の事項を抹消していたときは，抹消された登記を回復して事件処理を

行うものとする（商登規第９９条第１項 。）

２ 管轄転属の場合の措置に関する改正

甲登記所の管轄地の一部が乙登記所の管轄に転属した場合の措置に関し，甲登記

所は，当該登記所において登記の必要がある会社であって転属した地域内に支店の

みがあるものについては，その登記記録中乙登記所の支店登記事項となるものに限

り移送すれば足り，転属後の甲登記所の管轄区域内に支店のみがある会社について

は 転属後の支店登記事項以外の登記事項を抹消しなければならない等とされた 商， （

登規第１１条 。）

第４ 支配人の登記
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１ 管轄登記所等

会社の支配人の登記は，これを置いた営業所の所在地（旧商法第４０条参照）で

はなく，本店の所在地においてしなければならないとされ，登記の申請書に登記所

が作成した会社の代表者の印鑑の証明書を添付しなければならない場合も存しなく

なった（会社法第９１８条，旧商登法第５３条第３項参照 。）

２ 登録免許税額

会社の支配人の選任，その登記事項の変更又はその代理権の消滅の登記の登録免

， （ （ ） ， ）。許税額は 申請１件につき３万円である 登税法別表第一第１９号 一 ヨ ネ

３ 営業所を移転した場合の支配人の登記の取扱い

(1) 本店を他の登記所の管轄区域内に移転した場合

この場合には，本店の旧所在地における本店移転の登記の申請と本店の新所在

地における本店移転の登記（支店に支配人を置いている会社にあっては，当該支

配人に係る記録を含む ）の申請とを同時にしなければならず（会社法第９１６。

条，商登法第５１条第２項 ，登録免許税額は，各登記につき３万円（合計６万）

円）である（登税法別表第一第１９号（一）ヲ 。）

(2) 支配人を置いた本店を他の登記所の管轄区域内に移転した場合

この場合には，本店の旧所在地における本店移転の登記の申請及び支配人を置

いた営業所の移転の登記の申請と本店の新所在地における本店移転の登記の申請

とを同時にしなければならない（会社法第９１６条，商登法第５１条第２項，商

登規第６５条）が，本店の新所在地において，支配人を置いた営業所の移転の登

記をすることは要しない。登録免許税額は，各登記につき３万円（合計９万円）

である（登税法別表第一第１９号（一）ヲ，ネ 。）

(3) 支配人を置いた支店を他の登記所の管轄区域内に移転した場合

この場合には，本店の所在地においては支店移転の登記の申請及び支配人を置

いた営業所の移転の登記の申請を，支店の旧所在地及び新所在地においては支店

移転の登記の申請をしなければならず，本店の所在地における登記の登録免許税

， （ ） （ （ ）額は 各登記につき３万円 合計６万円 であり 登税法別表第一第１９号 一

ヲ，ネ ，支店の旧所在地及び新所在地における登記の登録免許税額は，各登記）

につき９０００円である（同号（二）イ 。）

４ 一部事項証明書

一部事項証明書の請求に係る区が会社支配人区である場合において，一部の支配

人について証明を求めるときは，当該支配人に係る証明書を交付することができる

とされた（商登規第１９条第１項第４号，第３０条第２項 。）

第５ 後見人の登記

１ 後見人の登記の手続に関する改正
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(1) 登記すべき事項

後見人が法人である場合の登記の手続が整備され，その名称を登記するとされ

た（商登法第４０条第１項第１号 。）

成年後見人が数人あるときは，家庭裁判所は，職権で，数人の成年後見人が共

同して又は事務を分掌してその権限を行使すべきことを定めることができる（民

法第８５９条）ため，当該定めがある場合にはその旨等を登記するとされた（商

登法第４０条第１項第５号，第６号 。）

(2) 添付書面

後見人が法人である場合における後見人の登記又はその名称若しくは住所の変

更の登記の申請書には，当該法人の登記事項証明書を添付しなければならないと

された（商登法第４２条第１項第３号，第２項 。）

２ 後見人である法人の代表者による印鑑の提出

後見人である法人の代表者（代表者が法人である場合にあっては，その職務執行

者）が登記所に印鑑を提出する場合の取扱いにつき，次のとおりとされた。

(1) 印鑑届出事項

印鑑届出事項は，後見人である旨並びに後見人である法人の商号又は名称及び

本店又は主たる事務所のほか，後見人である法人の代表者の資格，氏名及び出生

の年月日（後見人である法人の代表者が法人である場合にあっては，その資格，

当該法人の商号又は名称及び本店又は主たる事務所並びにその職務執行者の氏名

及び出生の年月日）である（商登規第９条第１項第２号 。）

(2) 添付書面

印鑑届書には，登記所の作成した後見人である法人の代表者の資格を証する書

面及び印鑑届書に押印した印鑑につき登記所の作成した証明書でいずれも作成後

３か月以内のものを添付しなければならないとされた（商登規第９条第５項第２

号 。）

(3) 印鑑カード及び印鑑証明書の交付請求

後見人である法人の代表者又はその職務執行者が印鑑カードの交付を請求し，

又は印鑑の証明を申請するには，後見人である法人の登記事項証明書で作成後３

か月以内のものを添付しなければならないとされた（商登規第９条の４第２項，

第２２条 。）

(4) 印鑑の廃止の届出

後見人である法人の代表者又はその職務執行者であって印鑑の提出をしたもの

がその資格を喪失したときは，新たに後見人である法人の代表者又はその職務執

行者となった者は，その旨の届出をしなければならず，その場合には，当該法人

の登記事項証明書で作成後３か月以内のものを提出しなければならないとされた
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（商登規第９条第９項 。）

第６ 登記の嘱託

１ 裁判により登記の嘱託をすべき場合

(1) 次に掲げる裁判が確定した場合にも，登記の嘱託がされることとされた。

ア 新株予約権の発行の無効又は不存在の確認の訴えに係る請求を認容する判決

（会社法第９３７条第１項第１号ハ，ヘ）

イ 清算人の解任の裁判を取り消す裁判（会社法第９３７条第１項第３号イ，第

９３８条第２項第３号，第２部の第５の２の(1)のイの(ｶ)参照）

ウ 組織変更の無効の訴えに係る請求を認容する判決（会社法第９３７条第３項

第１号）

(2) 会社の整理の制度及びこれに関する登記の嘱託の制度（旧商法第３８１条から

第４０３条まで参照）は，廃止された。ただし，整備法の施行の際現に係属して

いる会社の整理に関する事件については，なお従前の例によるとされた（整備法

第１０７条 。）

２ 支店の所在地の登記所に対する登記の嘱託

支店の所在地における登記事項の簡略化に伴い，支店の所在地の登記所に対して

は，その登記記録に変更を生じない場合には，登記の嘱託がされないこととされた

（会社法第９３７条，第９３８条第１項，第２項，民事保全法（平成元年法律第９

１号）第５６条ただし書，破産法（平成１６年法律第７５号）第２５７条等 。）

第８部 経過措置

第１ 株式会社に関する経過措置

１ 整備法の施行の際現に存する株式会社（以下「旧株式会社」という ）の施行日。

以後の取扱い

(1) 役員の任期

整備法の施行の際現に取締役，監査役又は清算人である者の任期については，

なお従前の例によるとされた（整備法第９５条 。ただし，施行日後に役員の任）

期に係る定款の変更をした場合には，原則として，現任の役員の任期も，変更後

の任期に従う（第２部の第３の３の(1)のウの(ｳ)参照 。）

(2) 他の登記事項に関係する事項の取扱い

ア 取締役会設置会社及び監査役設置会社の定め

旧株式会社又は３により従前の例により施行日以後に設立された株式会社

（委員会設置会社を除く ）の定款には，取締役会及び監査役を置く旨の定め。

があるものとみなすとされた（整備法第７６条第２項 。）

イ 株券発行会社の定め

旧株式会社又は３により従前の例により施行日以後に設立された株式会社の
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定款に株券を発行しない旨の定めがない場合には，当該会社の定款には，その

株式に係る株券を発行する旨の定めがあるものとみなすとされた（整備法第７

６条第４項 。）

ウ 種類株式の定め

(ｱ) 株式の買受け若しくは利益をもってする株式の消却についての種類株式，

転換予約権付株式又は強制転換条項付株式等であって，整備法の施行の際現

に発行されているもの又は新株予約権の目的であるものは，その内容に応じ

て，取得請求権付株式又は取得条項付株式とみなす等とされた（整備法第８

７条，経過措置政令第１２条 。）

(ｲ) 株主総会又は取締役会において決議すべき事項のうち，当該決議のほか種

類株主総会の決議があることを必要とするものについての定款の定め（旧商

法第２２２条第９項参照）は，新たに種類株式の内容であるとされた（会社

法第１０８条第１項 。）

エ 取得条項付新株予約権の定め

消却事由についての定めがある新株予約権であって，整備法の施行の際現に

発行されているものは，その内容に応じて，取得条項付新株予約権とみなすと

された（経過措置政令第１３条第１項 。）

オ 社債を新株予約権の行使に際してする出資の目的とする旨の定め

整備法の施行の際現に存する新株予約権付社債は，会社法の規定による新株

予約権付社債とみなすとされ（整備法第１０３条第１項 ，いわゆる代用払込）

型又は転換社債型の新株予約権付社債（旧商法第３４１条ノ３第１項第７号，

第８号参照）は，新株予約権の内容として，社債を当該新株予約権の行使に際

してする出資の目的とすることができる旨又は出資の目的とする旨の定めがあ

るものとされた。

(3) 特例法の規律に関する事項の取扱い

ア 監査役会設置会社及び会計監査人設置会社の定め

整備法の施行の際現に特例法上の大会社又はみなし大会社（ウの場合を除

く ）である会社の定款には，監査役会及び会計監査人を置く旨の定めがある。

ものとみなすとされた（整備法第５２条 。この取扱いは，整備法の施行の際）

現に特例法の大会社特例規定の適用がある会社に限って行うものとして差し支

えない。

イ 監査役の監査の範囲の定め

整備法の施行の際現に小会社である会社の定款には，監査役の監査の範囲を

会計に関するものに限定する旨の定めがあるものとみなすとされた（整備法第

５３条 。ただし，当該会社が公開会社である場合には，監査役の監査の範囲）
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を限定することができない（会社法第３８９条）ため，上記の定めがあるもの

とみなすことができず，施行日に，従来の監査役は，任期満了により退任する

こととなる（会社法第３３６条第４項第３号参照 。）

ウ 委員会等に関する定め

整備法の施行の際現に委員会等設置会社である会社の定款には，取締役会，

委員会及び会計監査人を置く旨等の定めがあるものとみなすとされた（整備法

第５７条 。この取扱いは，整備法の施行の際現に特例法の委員会等設置会社）

特例規定の適用がある会社に限って行うものとして差し支えない。

２ 旧株式会社の登記の施行日以後の取扱い

(1) 職権による登記

１の(2)のア及びイによりみなされた事項については，施行日にその登記がさ

れたものとみなされ 登記官が職権でその登記をしなければならないとされた 整， （

備法第１１３条第２項から第４項まで，第１３６条第１２項 。）

また，会社法において登記すべき事項でなくなった事項（代表取締役又は清算

人の共同代表，株券を発行しない旨の定め等）については，登記官が職権で抹消

しなければならないとされた（改正省令附則第２条第１項第１号，第４号から第

１１号まで，第１５号，第２項，第３項。平成１８年１月１９日付け法務省民商

第１０３号当職通達参照 。）

(2) 種類株式の定めの登記の申請

ア 登記すべき事項

１の(2)のウにより種類株式の定めとされた事項があるときは，施行日から

６か月以内（最初に登記をすべき時が先であるときは，その時まで）に，本店

の所在地において，次に掲げる事項の変更の登記をしなければならないとされ

た（整備法第１１３条第５項 。この場合において，変更年月日は，施行日と）

するものとする。

(ｱ) 発行可能種類株式総数及び発行する各種類の株式の内容

(ｲ) 発行済株式の総数並びにその種類及び種類ごとの数

(ｳ) 当該種類株式が新株予約権の目的とされているときは，新株予約権に関す

る事項

イ 添付書面

登記の申請書には，代理人によって申請する場合のその権限を証する書面の

ほか，添付書面を要しない。

申請書に記載された種類株式の定めの内容が既に登記されている１の(2)の

ウの内容と明らかに合致しない場合を除き，当該登記の申請を受理して差し支

えない。
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ウ 登録免許税額

登録免許税額は，申請１件につき３万円である（登税法別表第一第１９号

（一）ネ 。）

(3) 取得条項付新株予約権の登記の申請

ア 登記すべき事項

１の(2)のエによりみなされた取得条項付新株予約権があるときは，施行日

から６か月以内（最初に登記をすべき時が先であるときは，その時まで）に，

本店の所在地において，当該新株予約権についての取得事由等の変更の登記を

しなければならないとされた（経過措置政令第１３条第２項，第３項 。この）

場合において，変更年月日は，施行日とするものとする。

イ 添付書面及び登録免許税額

(2)のイ及びウと同様である。

(4) 社債を新株予約権の行使に際してする出資の目的とする旨の定めの登記の申請

ア 登記すべき事項

１の(2)のオにより社債を新株予約権の行使に際してする出資の目的とする

旨の定めがあるとされたときは，本店の所在地において，当該新株予約権につ

いての変更の登記をしなければならない（会社法第９１５条第１項，第９１１

条第３項第１２号ロ，第２３６条第１項第３号 。この場合においては，(3)の）

アの場合等と同様に，施行日から６か月以内（最初に登記をすべき時が先であ

， ） ， ，るときは その時まで に登記をしなければならないものとし 変更年月日は

施行日とするものとする。

イ 添付書面

登記の申請書には，旧商法第３４１条ノ３第１項第７号及び第８号に掲げる

事項を決議した取締役会又は株主総会の議事録を添付するものとする。

ウ 登録免許税額

(2)のウと同様である。

(5) 特例法上の大会社又はみなし大会社（委員会等設置会社を除く ）による登記。

の申請

ア 登記すべき事項

整備法の施行の際現に特例法上の大会社又はみなし大会社（委員会等設置会

社を除く ）である会社は，施行日から６か月以内（最初に登記をすべき時が。

先であるときは，その時まで）に，本店の所在地において，次に掲げる事項の

登記をしなければならないとされた（整備法第６１条第３項，第４項 。）

(ｱ) 監査役会設置会社である旨及び監査役のうち社外監査役であるものについ

て社外監査役である旨
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(ｲ) 会計監査人設置会社である旨及び会計監査人の氏名又は名称

なお，登記の申請書には，変更の原因及び年月日（監査役会の設定年月日，

会計監査人の就任年月日等）の記載を要せず，登記記録には，登記すべき事項

及び登記年月日のみを記録するものとする。

イ 添付書面

登記の申請書には，次の書面を添付しなければならない。

(ｱ) 大会社又はみなし大会社であって委員会等設置会社でない場合に該当する

ことを証する書面（整備法第１３６条第１４項）

具体的には，最終の貸借対照表（負債の部に計上した金額の合計額が２０

０億円以上であるもの ，定款（特例法第２条第２項の定めがあるもの）等）

がこれに当たる。資本金の額が５億円以上である大会社については，登記簿

からこれを確認することができるため，(ｱ)の書面の添付は要しない。

(ｲ) 会計監査人の変更の登記に必要となる添付書面（商登法第４６条，第５４

条第２項）

ａ 会計監査人を選任した株主総会の議事録等

ｂ 会計監査人が就任したことを証する書面

ｃ 会計監査人が法人であるときは，当該法人の登記事項証明書

ｄ 会計監査人が法人でないときは，公認会計士であることを証する書面

ウ 登録免許税額

登録免許税額は，申請１件につき９万円（資本金の額が１億円以下の会社に

ついては，７万円）である（登税法別表第一第１９号（一）ワ，カ，ネ 。）

(6) 委員会設置会社による登記の申請

ア 登記すべき事項

整備法の施行の際現に委員会等設置会社である会社は，施行日から６か月以

内（最初に登記をすべき時が先であるときは，その時まで）に，本店の所在地

において，会計監査人設置会社である旨及び会計監査人の氏名又は名称の変更

（ ， ）。の登記をしなければならないとされた 整備法第６１条第３項第２号 第４項

イ 添付書面及び登録免許税額

(5)のイ（(ｱ)を除く ）及びウと同様である。。

(7) 公開会社である小会社による監査役の退任の登記の申請

１の(3)のイにより公開会社である小会社の監査役が施行日に任期満了により

， （ ）。退任したときは 変更の登記をしなければならない 会社法第９１５条第１項

この場合においては，(6)のアの場合等と同様に，施行日から６か月以内（最初

に登記をすべき時が先であるときは，その時まで）に登記をしなければならない

ものとする。
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(8) 社外取締役の登記の抹消の猶予

社外取締役の登記をしている旧株式会社は，会社法の規定により当該登記の必

要がなくなる場合であっても，当該社外取締役の任期中に限り，当該登記の抹消

をすることを要しないとされた（整備法第１１３条第７項 。）

３ 経過措置

次に掲げる行為については，その登記の登記事項を除き，なお従前の例によると

され，その場合における添付書面その他の登記に関する手続についても，なお従前

の例によるとされた（整備法第１３６条第１１項，第１３項 。）

(1) 施行日前に旧商法第１６７条の認証を受けた定款に係る会社の設立（整備法第

７５条）

(2) 施行日前に旧商法第２１３条第２項又は第４項の公告がされた場合における株

式の消却及び施行日前に株主総会の招集の手続が開始された場合におけるその株

主総会の決議を要する株式の消却（整備法第８３条）

(3) 施行日前に株主総会の招集手続が開始された場合における株式の併合（整備法

第８４条）

（ ）(4) 施行日前に取締役会の決議がされた場合における株式の分割 整備法第８５条

(5) 施行日前に発行の決議があった場合における株式又は新株予約権の発行等（整

備法第９８条，第１０３条第６項）

(6) 施行日前に株主総会の招集手続が開始された場合における株式の譲渡制限に関

する定款の変更（整備法第１０４条）

(7) 施行日前に合併契約書，分割契約書，分割計画書，株式交換契約書又は株式移

転計画書が作成された合併，吸収分割，新設分割，株式交換又は株式移転（整備

法第１０５条）

(8) 施行日前に株主総会の招集手続が開始された場合におけるその株主総会の決議

を要する資本又は資本準備金若しくは利益準備金の減少（整備法第１０６条）

(9) 施行日前に生じた事由により解散した場合における継続及び清算等（整備法第

１０８条，第１１１条第５項）

(10) 施行日前に旧商法第２８０条ノ３６第２項又は第４項の公告又は通知がされ

た場合における新株予約権の消却（経過措置政令第１３条第５項）

(11) 上記のほか，施行日前に株主総会又は種類株主総会の招集の手続が開始され

た場合におけるその決議した事項（整備法第９０条）

第２ 特例有限会社に関する経過措置

１ 旧有限会社の施行日以後の取扱い

(1) 発行可能株式総数及び発行済株式の総数

発行可能株式総数及び発行済株式の総数は，旧有限会社の資本の総額を当該旧
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有限会社の出資１口の金額で除して得た数とするとされた（整備法第２条第３

項 。）

(2) 株式の譲渡制限の定め

旧有限会社の定款には，その発行する全部の株式の内容として，第３部の第２

の１の(2)のア及びイの譲渡制限の定めがあるものとみなすとされた（整備法第

９条第１項 。）

(3) 公告方法

旧有限会社における法定準備金の減少，資本の減少，合併，会社分割又は組織

変更のための公告を時事に関する事項を掲載する日刊新聞紙又は電子公告によっ

てする旨の定款の定めは，存続する株式会社の定款における公告方法の定めとみ

なすとされた（整備法第５条第２項，第３項 。）

ただし，旧有限会社が上記の公告について異なる２以上の方法の定款の定めを

設けている場合には，施行日に，当該定款の定めはその効力を失うとされた（整

備法第５条第４項）ため，この場合には，当該旧有限会社の公告方法は，官報に

掲載する方法となる（会社法第９３９条第４項 。）

(4) 種類株式の定め

整備法の施行の際旧有限会社の定款に現に次の事項についての別段の定めがあ

る場合において，当該定めが持分の属性であるときは，当該定めに係る持分は，

存続する株式会社における会社法第１０８条第１項第１号から第３号までの定め

がある種類の株式とみなすとされた（整備法第１０条 。）

ア 議決権を行使することができる事項（有法第３９条第１項ただし書参照）

イ 利益の配当（有法第４４条参照）

ウ 残余財産の分配（有法第７３条参照）

２ 旧有限会社の登記の施行日以後の取扱い

(1) 職権による登記

１の(1)から(3)までによりみなされた事項については，施行日にその登記がさ

れたものとみなされ 登記官が職権でその登記をしなければならないとされた 整， （

備法第４２条第３項から第７項まで，第１３６条第１６項 。）

また，会社法において登記すべき事項でなくなった事項（取締役又は清算人の

共同代表等）については，登記官が職権で抹消しなければならないとされた（改

正省令附則第２条第１項第１号，第１２号から第１５号まで，第２項。平成１８

年１月１９日付け法務省民商第１０３号当職通達参照 。）

(2) 種類株式の定めの登記の申請

ア 登記すべき事項

特例有限会社は，１の(4)によりみなされた種類の株式がある場合には，本
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店の所在地において，施行日から６か月以内（最初に登記をすべき時が先であ

るときは，その時まで）に，次に掲げる事項の変更の登記をしなければならな

いとされた（整備法第４２条第８項から第１０項まで 。）

(ｱ) 発行可能種類株式総数及び発行する各種類の株式の内容

(ｲ) 発行済株式の総数並びにその種類及び種類ごとの数

イ 添付書面

特例有限会社がするアの登記の申請書には，定款を添付しなければならない

とされた（整備法第１３６条第１８項 。）

ウ 登録免許税額

特例有限会社がするアの登記の登録免許税額は，申請１件につき３万円であ

る（登税法別表第一第１９号（一）ネ 。）

３ 経過措置

(1) 施行日前に開始した設立手続等の失効

旧有限会社の設立，資本の増加，合併（吸収合併存続会社又は新設合併設立会

社が旧有限会社であるものに限る ，新設分割，吸収分割（吸収分割承継会社が。）

旧有限会社であるものに限る ）又は組織変更について施行日前に行った社員総。

会又は株主総会の決議その他の手続は，施行日前にこれらの行為の効力が生じな

い場合には，その効力を失うとされた（整備法第４条 。）

(2) 従前の例による場合

次に掲げる行為については，その登記の登記事項を除き，なお従前の例による

とされ，その場合における添付書面その他の登記に関する手続についても，なお

従前の例によるとされた（整備法第１３６条第１７項 。）

ア 施行日前に社員総会の招集の手続が開始された場合におけるその社員総会の

決議を要する持分の消却に相当する株式の消却又は資本若しくは法定準備金の

減少（整備法第１３条，第２９条）

イ 施行日前に生じた事由により解散した場合における特例有限会社の継続及び

清算等（整備法第３４条，第４０条第３項，第４項）

ウ 施行日前に社員総会又は株主総会の招集の手続が開始された場合におけるそ

の社員総会又は株主総会の決議を要する合併（吸収合併存続会社又は新設合併

設立会社が株式会社であるものに限る ）及び吸収分割（吸収分割承継会社が。

株式会社であるものに限る （整備法第３６条）。）

エ 上記のほか，施行日前に社員総会の招集の手続が開始された場合におけるそ

の決議した事項（整備法第１５条）

第３ 合名会社及び合資会社に関する経過措置

１ 整備法の施行の際現に存する合名会社又は合資会社（以下「旧合名会社等」とい
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う ）の施行日以後の取扱い。

旧合名会社等及び３により従前の例による合併により施行日以後に設立された合

名会社又は合資会社における合併の公告方法の定款の定めは，当該会社の定款にお

ける公告方法の定めとみなすとされた（整備法第７０条第２項，第３項 。）

なお，合併の公告方法の定めがない場合には，当該会社の公告方法は，官報に掲

載する方法とみなされる（会社法第９３９条第４項 。）

２ 旧合名会社等の登記の施行日以後の取扱い（職権による登記）

１によりみなされた公告方法の定めについては，施行日にその登記がされたもの

とみなされ，登記官が職権でその登記をしなければならないとされた（整備法第７

４条第２項から第４項まで，第１３６条第１０項 。）

また，会社法において登記すべき事項でなくなった事項（社員又は清算人の共同

代表等）については，登記官が職権で抹消しなければならないとされた（改正省令

附則第２条第１項第１号から第３号まで，第１５号，第２項。平成１８年１月１９

日付け法務省民商第１０３号当職通達参照 。）

３ 経過措置

次に掲げる行為については，その登記の登記事項を除き，なお従前の例によると

され，その場合における添付書面その他の登記に関する手続についても，なお従前

の例によるとされた（整備法第１３６条第９項 。）

(1) 施行日前に合併の決議がされた合併（整備法第７２条）

(2) 施行日前に生じた事由により解散した場合における会社の継続及び清算等（整

備法第７３条，第１１１条第４項）

第４ 外国会社に関する経過措置

１ 整備法の施行の際現に存する外国会社（以下「旧外国会社」という ）の施行日。

以後の取扱い

旧外国会社は，日本における同種の会社又は最も類似する会社が株式会社である

場合（旧商法第４８３条ノ２第１項参照）でなくても，公告方法として，官報に掲

載する方法，時事に関する事項を掲載する日刊新聞紙に掲載する方法又は電子公告

の方法のいずれかを定めることができ，この定めがない旧外国会社の公告方法は，

官報に掲載する方法となる（会社法第９３９条第２項，第４項 。）

２ 旧外国会社の登記の施行日以後の取扱い

(1) 内国会社の登記すべき事項と同一の事項

旧外国会社の登記については，日本における同種の会社又は最も類似する会社

の区分に応じ，これらと同様の取扱いをすることとなる。

(2) 公告方法の登記の申請

旧外国会社は，施行日から６か月以内（最初に登記をすべき時が先であるとき
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は，その時まで）に，１により定まる公告方法の登記をしなければならない（整

備法第１１４条第２項 。）

(3) 支配人の登記の申請

旧外国会社は，日本に設けた営業所に支配人を置いているときは，日本に設け

た各営業所の所在地において，当該支配人の登記をしなければならない（第６部

の第２の２参照 。）

第５ 支配人に関する経過措置

支配人の登記の施行日以後の取扱い（職権による登記）は，次のとおりである。

会社法において登記すべき事項でなくなった事項（支配人の共同代理）について

は，登記官が職権で抹消しなければならないとされた（改正省令附則第２条第１項

第１号，第２項 。）

会社の支配人の登記については，施行日前に支店の所在地でした登記は，その登

記をした日に本店の所在地でしたものとみなされ，登記官が，職権で，当該登記及

び印鑑に係る記録を本店の所在地を管轄する登記所に移さなければならないとされ

た（整備法第６９条，第１３６条第７項，改正省令附則第２条第５項，第６項。平

成１８年１月１９日付け法務省民商第１０３号当職通達参照 。）



別紙１ 
（別紙） 

 
使 用
区 分
( ○ 印 )

 
会社法人用・登記用

 
払込金受入証明書 

 

払 込 金 額
 
 
 

法 人 名
 
 
 

証 明 書 発 行
の 目 的

□ 株式会社    （発起設立  募集株式） 
□ 新株予約権   （募集    行使） 
□ 合同会社    （設立    社員の加入） 
□ 投資法人    （募集投資口） 
□ 有限責任事業組合（設立    社員の加入） 
□ その他（                ） 

摘 要
 
 
 

 
 当行は、払込取扱場所として、その払込事務を取扱い、上記のとおり払込金
を受け入れたことを証明します。 
    平成  年  月  日 
 
    証明者                        印 
 
 
注 １．この証明書は、払込期日・期限以後（当日を含む）の日をもって 2 通

（会社法人用・登記用）作成し、当該会社・法人に交付する。 
  ２．払込金額はチェックライター等により記入する。 
  ３．目的欄の該当にレ点を付すとともに、設立等の該当個所に○を付す。

なお、目的欄に該当しない払込金を受け入れる場合には、「その他」に目
的を記載する。 

（Ｂ５判） 

所 在 地
銀行名・店名
代 表 者



別紙２ 
（別紙） 

 
使 用
区 分
( ○ 印 )

 
会 社 用 ・ 登 記 用

 
株式払込金保管証明書 

 

保 管 金 額 
 
 
 

払込期間・払込期日 払込期間 平成  年  月  日～平成 年 月 日 
払込期日 平成  年  月  日            

株 式 の 発 行 会 社 名 
 
 
 

払 込 株 数 
 
 
 

１ 株 の 払 込 金 額 
 

円       
 

摘 要 
 
 
 

 
 当行は、株式払込取扱場所として株式の払込事務を取扱い、上記のとおり、その払
込金を保管していることを証明します。 
     平成   年   月   日 
 
    証明者                         印 
 
注 １．この証明書は、払込期日または払込期間末日以後（当日を含む）の日をもっ

て 2通（会社用・登記用）作成し、発行会社に交付する。 
  ２．保管金額はチェック・ライター等により記入する。 
  ３．「募集設立」の旨摘要欄に記載する。 

（Ｂ５版） 

所 在 地 
銀行名・店名 
代 表 者 



 

別紙３－１ 

 (公認会計士・会計参与用) 
 
 公認会計士登録証明事務取扱要領第１号の３ 

公認会計士の会計参与資格証明願 
 
 日本公認会計士協会 御中 
 
              申 請 者 
                              (住  所) 
                 (氏  名) 
                              (登録番号) 
 
私は、 
 
                公 認 会 計 士           公 認 会 計 士 
１ 日本公認会計士協会に備える          名簿に登録された       
                外国公認会計士           外国公認会計士 
であること。 
 

２ 会社法第３３３条第３項第２号の規定に該当しないこと。 
 
  
につき証明願います。 
 
平成○○年○○月○○日 

 
                                  申請者 氏名          ○印  
     
 
                                        
 
上記のとおり相違ないことを証明する。 
公証   第       号 
 平成   年   月   日 
 
                        日本公認会計士協会 
                        事務総長     
 
 
 
 
 
不要なものは削除すること 



 

別紙３－２ 
(公認会計士・会計監査人用) 
 公認会計士登録証明事務取扱要領第１号の４ 

公認会計士の会計監査人資格証明願 
 
 日本公認会計士協会 御中 
 
              申 請 者 
                              (住  所) 
                 (氏  名) 
                              (登録番号) 
 
私は、 
 
 
                公 認 会 計 士           公 認 会 計 士 
１ 日本公認会計士協会に備える          名簿に登録された       
                外国公認会計士           外国公認会計士 
であること。 
 

  
につき証明願います。 
 
 
平成○○年○○月○○日 

 
                                  申請者 氏名          ○印  
     
 
                                        
 
上記のとおり相違ないことを証明する。 
公証   第       号 
 平成   年   月   日 
 
                        日本公認会計士協会 
                        事務総長     
 
 
 
 
 
不要なものは削除すること 
 

 
 



別紙４ 
税理士登録事務取扱規程第45号様式                             （日本工業規格Ａ4） 

 

平成  年  月  日 
 
 

税理士資格証明書 
 
住   所 
 
氏   名 
 
税理士登録番号 
 

 
日本税理士会連合会 
会長  

 
 
 

貴殿について下記の事項を証明します。 
 

 
記 

 
１ 日本税理士会連合会に登録された税理士であること。 

 
    ２ 会社法第３３３条第３項第２号及び第３号に該当しないこと。 

 
 

以上 


